
平成25年6月12日
中部地方整備局

建設生産システムの適正化に向けた取り組みに関する
自己評価について（H24年度実績及びH25年度目標）

～中部ブロック発注者協議会～

◆中部ブロック発注者協議会（以下「協議会」と言う。）は、協議会及び関
係市町村（発注機関）が、建設生産システムの適正化に向けた取り組み状
況を自己評価としてとりまとめ、公表すること等を決定しました。

◆各発注者別に、平成24年度の達成状況と、自己評価のための平成25年度
の実施目標についてとりまとめたのでお知らせします。

１．配付資料 別紙の通り
別紙ー１ 中部ブロックにおける公共事業に係る建設

生産システムの適正化に向けた取り組みに
関する自己評価について

別紙ー２ 自己評価取組状況のまとめ

２．配 布 先 中部地方整備局記者クラブ

３．問合せ先 中部ブロック発注者協議会事務局
中部地方整備局 TEL ０５２－９５３－８１３１

企画部 技術管理課長 横山 幸泰
企画部 課長補佐 水野 良浩



別紙－１

平 成 2 5 年 6 月 1 2 日

中部ブロック発注者協議会

中部ブロックにおける公共事業等に係る建設生産システムの

適正化に向けた取り組みに関する自己評価について

公共工事の品質は、公共工事が現在及び将来における国民生活及び経済活動の基盤と

なる社会資本を整備するものとして社会経済上重要な意義を有することから、国や地方

公共団体などの公共工事発注者及び受注者がそれぞれの役割を果たすことで確保されな

ければなりません。また、公共工事の効率化や品質向上及び適正な利益の確保を図るた

め、公共工事のより円滑な執行や建設生産システムの向上に関する取り組みを促進する

必要があります。

中部ブロック発注者協議会※（以下「協議会」と言う。）では、これらの取り組みをよ

り確実なものとするため、建設生産システムの適正化に向けた取り組みについて、各発

注者別に、平成24年度の達成状況と、自己評価のための平成25年度の実施目標を別紙に

基づき、とりまとめました。

本自己評価は、各発注者において「公共工事の品質確保の促進に関する法律」等の法

令に基づき実施する事項に加え、更なる品質確保や建設生産システムの向上を図るため

の取り組み（自主的努力）を評価するものです。

○中部ブロック発注者協議会の取り組み

１ 公共工事の品質確保対策に関する取り組み

（１）総合評価落札方式の普及促進

（２）工事管理、工事検査、工事成績評定に関する技術力向上と情報共有

（３）公共工事施工の安全対策の強化

２ 公共工事の円滑な執行に関する取り組み

（１）公共工事発注情報の共有化

（２）受発注者間の工事情報共有

（３）資材の単価、需給動向に関する情報共有

（４）設計変更の更なる適正化

３ 地域を支える建設生産システムの向上に関する取り組み

（１）建設ＩＣＴ・新技術の普及促進

（２）建設企業の施工能力、信頼性、地域貢献度の適切な評価

（３）建設施工に関する受発注者間からの課題に対する迅速な対処

（４）地元優良企業の育成



○中部ブロック発注者協議会の取り組みに関して、以下の11項目の自己評価指標を対象

とする。

自己評価指標の項目

１ 公共工事の品質確保対策に関する取り組み

（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)

・工事の入札に際して、価格に加え、品質を高めるための技術などが総合

的に優れた調達を評価する落札方式の導入状況

（２）工事成績評定の実施状況

・工事の請負契約に際して、検査を行う者などが実施する工事の施工状況

や目的物の品質等の評価及び評定の実施状況

（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況

・工事現場等において、請負者が実施する安全管理を行う際に必要とする

事項等をまとめたマニュアル等の整備状況

２ 公共工事の円滑な執行に関する取り組み

（１）予定価格の事後公表への移行状況

・工事の入札に際して付する事項の価格の総額である予定価格の公表時期

を入札後に移行する取り組みの実施状況

（２）受発注者間の工事情報の共有状況

・工事の施工中における情報共有サーバー等を用いた受発注者のスケジュー

ルや工事書類等の共有状況

（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況

・発注者間における資材単価や資材需給動向の情報共有状況

（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況

・工事施工中の設計変更の円滑化を図るために設計変更の考え方等をとり

まとめた指針等の整備状況

３ 地域を支える建設生産システムの向上に関する取り組み

（１）建設ＩＣＴの導入状況

・調査・設計・施工・維持管理・修繕の一連の建設生産システムにおける

効率化・高度化などを図るためのコンピューターや情報通信技術の導入

状況

（２）地域貢献の評価状況

・工事の入札（総合評価等）における地域貢献（災害協定の有無、災害活

動実績の有無等）の評価状況

（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況

・工事の施工中において、受注者からの質問・協議等について、1日以内

あるいは期限を決め回答を行う取り組みや工事の発注者、設計を担当し



たコンサルタント、受注者の３者を一同に介して、施工段階で発生する

様々な問題・課題について協議・調整を行う取り組みの導入状況。

（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況

・工事契約内容に適合した履行がなされない恐れがあると認められる場合

の基準として定められる低入札価格調査基準価格の見直しの実施状況。

○実施状況や実施目標の設定は、「総合評価落札方式の導入状況（工事）」については、

状況等を記述するが、それ以外の10項目については、下記記号に基づき行う。

目標段階 達成状況段階

◎ 実施済み ○ 達成

○ 実施予定（実施検討含 ● 一部達成

む） ■ 実施なし

● 一部実施予定（一部実 － 非公表

施検討含む）

■ 実施予定なし

－ 非公表

※中部ブロック発注者協議会

公共工事の品質確保の促進に向けた取り組み等の情報交換を行うなどの連携を図り、

発注者間の協力体制を強化するとともに、公共工事の品質確保対策に関する取り組みな

どを促進・強化することを目的に、平成20年11月に設置。

（構成機関）

警察庁 中部管区警察局 環境省 中部地方環境事務所 中日本高速道路株式会社 名古屋支社

警察庁 中部管区警察学校 岐阜県 (独)都市再生機構 中部支社

財務省 東海財務局 静岡県 (独)日本原子力研究開発機構東濃地科学ｾﾝﾀｰ

財務省 名古屋税関 愛知県 (独)水資源機構 中部支社

国税庁 名古屋国税局 三重県 岐阜県道路公社

厚生労働省 東海北陸厚生局 静岡市 静岡県道路公社

厚生労働省 岐阜労働局 浜松市 愛知県道路公社

厚生労働省 静岡労働局 名古屋市 三重県道路公社

厚生労働省 愛知労働局 岐阜県 市長会 名古屋高速道路公社

厚生労働省 三重労働局 静岡県 市長会 名古屋港管理組合

農林水産省 東海農政局 愛知県 市長会 四日市港管理組合

林野庁 中部森林管理局 三重県 市長会 日本下水道事業団 東海総合事務所

経済産業省 中部経済産業局 岐阜県 町村会

国土交通省 中部地方整備局 静岡県 町村会 オブザーバー

国土交通省 中部運輸局 愛知県 町村会 法務省名古屋法務局

海上保安庁 第四管区海上保安本部 三重県 町村会 名古屋高等裁判所



建設生産システムの適正化に向けた取組に関する
自己評価について

★ 「建設生産システムの適正化に向けた取

組に関する自己評価」とは、建設生産シス
テムの適正化に向けた取り組みなど11項目

について、全構成機関及び関係全市町村
（岐阜・静岡・愛知・三重県）が前年度の目
標達成状況と自己評価のための次年度の
実施目標を立てるものです。

Ｈ２４年度当初に発注者毎に自
己目標の設定

発注者毎に目標に基づく取り組
みを実施

目標が全て
達成

目標の一部が
達成された

実施できなかった

実施内容の
自己評価

Ｈ２５年度目標の
立案

自己評価１月の協議会において立案承認

中間評価

今回の５月幹事会において工事件数等
の時点修正を確認 → 公表

■自己評価指標
・中部ブロック発注者協議会の取り組みに対して、各事項毎に主要な取り組みを自己評価指標とする

取組名称 自己評価指標

○公共工事の品質確保対策に関する取り組み

１．総合評価落札方式の普及促進 １－１ 総合評価落札方式の導入推進（工事）

２．工事管理、工事検査、工事成績評定に関する技術力向上と情報共有 ２－１ 工事成績評定の実施

３．公共工事施工の安全対策の強化 ３－１ 公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備

○公共工事の円滑な執行に関する取り組み

４．公共工事発注情報の共有化 ４－１ 予定価格の事後公表の実施

５．受発注者間の工事情報共有 ５－１ 受発注者間の工事情報の共有化の推進

６．資材の単価、需給動向に関する情報共有 ６－１ 資材価格、需給動向に関する情報共有化の推進

７．設計変更の更なる適正化 ７－１ 設計変更ガイドライン・指針の整備推進

○地域を支える建設生産システムの向上に関する取り組み

８．建設ICT・新技術の普及促進 ８－１ 建設ICTの普及促進

９．建設企業の施工能力、信頼性、地域貢献度の適切な評価 ９－１ 地域貢献の評価の実施

10．建設施工に関する受発注者からの課題に対する迅速な対処 10－１ ワンデーレスポンスや3者会議の導入

11．地元優良企業の育成 11－１ 低入札価格調査基準価格の見直し推進

：平成25年度 重点施策

建設生産システムの適正化に向けた取組に関する
自己評価について



○公共工事の品質確保対策に関する取り組み

自己評価速報(H24年度実施結果とH25年度計画）１／３

総合評価導入状況

工事成績評定に関する
実施目標の達成状況

公共工事施工の安全指針・
マニュアルの整備状況

87% 88% 79% 80%

16% 19%

○○
%

実
施
又
は
一
部
実
施(

試
行
）の

合
計
の
率
を
示
す
。

対策名○○

：H25重点施策を示
す

H24実績 H25計画

自己評価速報－２／３

○公共工事の円滑な執行に関する取り組み

予定価格の事後公表への移行 受発注者間の工事情報の共有状況

資材価格、需給動向に関する情報共有状況 設計変更ガイドライン・指針の整備状況

52% 54%
5% 5%

19% 20%
34% 36%
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自己評価速報－３／３

○地域を支える建設生産システムの向上に関する取り組み

建設ＩＣＴの導入状況 地域貢献の評価状況

ワンデーレスポンスや
三者会議の導入状況

低入札価格調査基準価格の
見直し状況

73% 73%

16% 17% 38% 42%

1% 2%
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実施目標段階での凡例

記号 内容 説明

◎ 実施済み 過年度より全面的に実施済みであり、当該年度にも継続して実施予定の場合

○ 実施予定（実施検討含む）
1.過年度に実施が無く、当該年度より全面的に実施予定の場合
2.過年度に一部実施済みであり、当該年度より全面実施の場合

● 一部実施予定（一部実施検討含む）
当該年度に一部のみ実施予定の場合に選択（過年度に実施されておらず、当該年度より一部実
施の場合含む）※注②参照

■ 実施予定なし 当該年度に実施する予定が無い場合に選択

－ 非公表 公開されていない場合に選択

注①）　年度途中で、目標を変更した場合は、目標変更欄にて適切な凡例に変更する。

達成状況段階での凡例

記号 内容 説明

○ 達成 目標が全て達成された場合に選択

● 一部達成 目標の一部が達成された場合に選択（目標時に実施予定無し、非公開以外を選択した場合）

■ 実施なし
1.実施目標で実施なしを選択した場合
2.当初目標を変更し、実施なしとした場合や目標を設定したが実施できなかった場合

－ 非公表 公開されていない場合に選択

※実施目標と達成状況の関係

選択した目標に対する達成状況

◎ 実施済み
○（達成）：選択した目標に対し十分な成果となった場合
●（一部達成）：選択した目標に対し十分な成果とならなかった場合

○ 実施予定（実施検討含む）
○（達成）：選択した目標に対し十分な成果となった場合
●（一部達成）：選択した目標に対し十分な成果とならなかった場合

● 一部実施予定（一部実施検討含む）
○（達成）：選択した目標に対し十分な成果となった場合
●（一部達成）：選択した目標に対し十分な成果とならなかった場合

■ 実施予定なし
■（実施なし）
1.当初目標に実施なしを選択した場合
2.当初目標を変更し、実施なしとした場合や目標を設定したが実施できなかった場合

－ 非公表 －非公開

※年度途中で目標が変更となった場合は、変更となった目標に対する達成状況を選択

目標

注②一部実施予定の考え方
・○○万円／件以上の工事「原則全て」等、対象工事全件に適用する場合→「○：実施予定」
・○○万円／件以上の工事の内○○件程度等、一部案件に適用する場合→「●：一部実施予定」
・年度の途中より実施する場合→「●：一部実施予定」

※年度途中で目標が変更となった場合は、変更となった目標に対する達成状況を選択

建設生産システムの適正化に向けた取組に関する自己評価について
（H24年度実績及びH25年度実施目標）
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 様式１

注）全工事件数は各機関の全ての工事件数を記載して下さい。（随意契約等含む。） 　
目標の
変更

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

記載例
200万円以上は一般
競争

H22 △ 100 10
1,000万円以上を対象と
し、年間１０件程度を試行
実施

無し H22 △ 102 8
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９
月末日時点での値を示す。

H25 ○ 100 10

1,000万円以上を原則として対
象とする予定。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

協議会
警察庁中部管区警
察局

一般競争入札　250万
円以上

■ 30 0 無し ■ 39 0 ■ 42 0

協議会
警察庁中部管区警
察学校

一般競争入札　２５０
万円超

■ 1 0 無し ■ 1 0 ■ 未定 0

協議会 財務省東海財務局
一般競争入札
予定価格250万円を超
えるもの

H15 ○ 16 0
PFI方式による宿舎整備事
業

無し H15 ○ 17 0
適用基準に該当する事案な
し

H15 ○ 17 0 PFI方式による宿舎整備事業

協議会 財務省名古屋税関 一般競争入札 - ■ 100 0 - 無し - ■ 68 0 実施予定なし 無し ■ 100 0 実施予定なし

協議会
国税庁名古屋国税
局

一般競争入札
予定価格250万円を超
えるもの

- ■ 未定 0 - 無し ■ 28 0 実施予定なし ■ 28 0
実施予定なし
H25は未定のためH24と同程
度数を記載。

協議会
厚生労働省東海北
陸厚生局

一般競争入札
予定価格250万円を超
えるもの

- ■ 0 0 - ■ 1 0 - ■ 0 0

協議会
厚生労働省岐阜労
働局

■ 100 0 ■ 78 0 ■ 100 0 導入予定なし

協議会
厚生労働省静岡労
働局

■ 2 0 導入予定なし ■ 67 0 ■ 50 0

協議会
厚生労働省愛知労
働局

■ 145 0 導入予定なし 無 ■ 150 0 ■ 150 0
導入予定なし。
工事件数は未定のため、Ｈ２４
年度実績と同数を記載。

協議会
厚生労働省三重労
働局

一般競争入札 ■ 0 0 なし ■ 49 0 ■ 50 0 導入予定なし

協議会
農林水産省東海農
政局

原則として全て一般競
争入札

H18 ○ 26 26
原則として全て総合評価
落札方式

H18 ○ 29 29 H18 ○ 29 29

協議会
林野庁中部森林管
理局

H20 ○ 122 109 予定価格1,000万円以上 無し H20 ○ 110 100 H20 ○ 260 220

協議会
経済産業省中部経
済産業局

250万円以上は一般競
争

■ 0 0 該当工事なし 無し ■ 2 0 該当工事なし ■ 0 0 該当工事なし

協議会
国土交通省中部地
方整備局

原則として全て一般競
争入札

H12 ○ 935 935
本格導入。金額基準を設
定していない。原則として
全て総合評価落札方式

無し Ｈ12 ○ 1372 1356

内　港湾空港部　　　全体59
件
　　　　　　　　　　総合評価59
件

H12 ○ 1113 1113
内　港湾空港部　　　全体59件
　　　　　　　　　　総合評価59件

協議会
国土交通省中部運
輸局

一般競争入札　　２５０
万円以上

■ 5 0 導入予定なし ■ 4 0 ■ 7 0 導入予定なし

協議会
海上保安庁第四管
区海上保安本部

- ■ 20 0 - ■ - ■ 19 0 - ■ 20 0 -

協議会
環境省中部地方環
境事務所

H19 ○ 3 0 6000万円以上 無し H19 ○ 2 0 H19 ○ 3 0

協議会 岐阜県

予定価格８千万円以
上は原則一般競争入
札
予定価格１千万円以
上８千万円未満は一
般競争入札と指名競
争入札の併用

H16 △ － －

予定価格８千万円以上は
原則すべて
予定価格１千万円以上８
千万円未満は一般競争入
札案件のうち、90％

無し H16 △ 1,731 613

適用基準に変更なし。
工事件数は建設4部での速
報値
（東部広域水道事務所を除
く）

H16 △ 1700 600
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数程度
としている。

協議会 静岡県
1,000万円以上は原則
一般競争入札

H15 ○ － 700
1,000万円以上を対象と
し、予定価格5，000万円以
上は原則実施

無し Ｈ１５ ○ 2964 741

適用基準に変更無し。
工事発注件数については月
末日時点での値を示す。
件数は２月末時点。

Ｈ１５ ○ 3000 700

制限付き一般競争入札のう
ち、5,000万円以上は全て、
1,000～5,000万円は５割以上
実施予定。
件数は想定数。

協議会
愛知県（建設部、農
林水産部、企業庁）

一般競争入札は５，０
００万円以上の全て
と、１，０００～５，０００
万円の５割程度

H16 △

建設部：
2500
農林水
産部：未
定
企業庁：
350

建設部：
700
農林水
産部：未
定
企業庁：
40

建設部：一般競争入札のうち、
5,000万円以上は全て、1,000～
5,000万円は簡易な工事以外に
適用
農林水産部、企業庁：一般競
争入札のうち、5,000万円以上
は全て、1,000～5,000万円は抽
出試行

無し H16 △ 3105 1028
適用基準に変更無し。
工事発注件数については精
査中（数件誤差あり）

H16 △ 2550 803

一般競争入札のうち、5,000万円以
上は全て、1,000～5,000万円は簡易
な工事以外（企業庁、は抽出、農林
水産部は未定）に適用予定。
工事件数については未定であるた
め、Ｈ２４年度と概ね同数を記載（農
林水産部未定）

平成24年度
総合評価落札方式の

適用基準

区分
全
工
事
件
数

（
件

）

組織名 適用基準
の変更、
目標設定
の変更等

全
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度
目標段階

総合評価の
導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度　目標

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現

在）

平成24年度
実績段階

総合評価の
導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成25年度
目標段階

総合評価の
導入状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成25年度
総合評価落札方式の

適用基準

平成24年度　実績 平成25年度　目標
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 様式１

注）全工事件数は各機関の全ての工事件数を記載して下さい。（随意契約等含む。） 　
目標の
変更

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

平成24年度
総合評価落札方式の

適用基準

区分
全
工
事
件
数

（
件

）

組織名 適用基準
の変更、
目標設定
の変更等

全
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度
目標段階

総合評価の
導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度　目標

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現

在）

平成24年度
実績段階

総合評価の
導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成25年度
目標段階

総合評価の
導入状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成25年度
総合評価落札方式の

適用基準

平成24年度　実績 平成25年度　目標

協議会 三重県 一般競争入札 H16 △ 300

土木一式：5,000万円以上
舗装・法面・橋梁上部工・
海洋土木：
予定価格3,000万円以上
建築（新築・増築・改築）：
予定価格１億円以上
上記以外：
予定価格7,000万円以上

無し H16 △ 1870 318 H16 △ 300

土木一式：5,000万円以上
舗装・法面・橋梁上部工・海洋土木：
予定価格3,000万円以上
建築（新築・増築・改築）：
予定価格１億円以上
上記以外：
予定価格7,000万円以上

協議会 静岡市
原則として全て一般競
争入札

H24 ○ 1050 200
土木一式工事:4000万円以上
建築一式工事:8000万円以上
その他の工種:2500万円以上

無し H24 ○ 828 206 適用基準に変更無し。 H24 ○ 828 206

適用基準に変更無し。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

協議会 浜松市
1000万円以上は原則
一般競争入札

Ｈ18 △ 600 80

一般競争入札で１０００万
円以の工事の内25％を目
標とし、4,000万円以上の
工事は原則として総合評
価落札方式とする。

無し Ｈ18 △ 506 126

一般競争入札で１０００万円
以の工事の内25％を目標と
し、4,000万円以上の工事は
原則として総合評価落札方
式とする。

Ｈ18 △ 600 168

一般競争入札による工事の内
28％を目標とし、3,000万円以
上の工事は原則として総合評
価落札方式とする。

協議会 名古屋市

1,000万円以上は一般
競争入札
250万円超1,000万円
未満は一般競争入札
又は指名競争入札

H18 △ 3000

H23年
度並み
（436
件）

1,000万円以上の工事から
選択

無し H18 △ 2,734 468
適用基準に変更無し。
件数については速報値。

H18 △
前年度
並み

前年度
並み

1,000万円以上の工事から選
択

協議会
中日本高速道路株
式会社　名古屋支
社

250万以上の工事「原
則全て」

H21 ○
弊社Ｈ
Ｐに掲

載

弊社Ｈ
Ｐに掲

載

250万以上の工事「原則全
て」

無し h21 ○
弊社Ｈ
Ｐに掲

載

弊社Ｈ
Ｐに掲

載

弊社ＨＰにおいて「工事等契
約統計」を掲載予定

Ｈ21 ○ 152 126
弊社ＨＰにおいて「平成25年度
発注見通しの公表について」
を掲載

協議会
（独）都市再生機構
中部支社

一部
Ｈ19

○
件数目
標は、

無
8

概ね1億円以上
（工事種別による）

無し
一部
Ｈ19

○ 121 86 24/4月～25/3月確定版
一部
Ｈ19

○
件数目
標は無

件数目
標は無

概ね5,000千万円以上
（工事種別による）

協議会

（独）日本原子力研
究開発機構
東濃地科学セン
ター

2億円以上の全工事に
適用

Ｈ19 ○ 0 0 2億円以上の工事を対象 無し Ｈ19 ○ 0 0
適用基準に変更無し。
今年度は、対象案件無し。

Ｈ19 ○ 2 2
工事件数については、現時点
での予定。

協議会
（独）水資源機構中
部支社

一般競争入札原則２５
０万円以上（電気・機
械以外は６，０００万円
以上）

H22 ○ 107 21
６,０００万円以上の工事に
おいて原則実施

無し H22 ○ 129 33 適用基準に変更無し。 H22 ○ 116 31
6,000万円以上を原則として対
象とする予定。

協議会 静岡県道路公社
1,000万円以上は原則
一般競争入札

■ 21 0 △ H24 △ 16 1
1,000万円以上の工事から1
件程度実施

H24 △ 26 2
1,000万円以上の工事から2件
程度

協議会 愛知県道路公社
原則として設計金額
5,000万円以上が一般
競争入札

H20 △ 45 6
5,000万円以上を目安に抽
出

無し Ｈ２０ △ 43 6 適用基準に変更無し。 Ｈ２０ △ 46 3 5,000万円以上を目安に抽出

協議会 三重県道路公社 H17 △ 2 0 三重県準拠 H17 △ 2 1 H17 △ 2 1

協議会
名古屋高速道路公
社

H18 △ 45

発注件
数の

80％を
目標

原則、一般競争入札
1,000万円を超える工事

H18 △ 47 35

全工事件数：不調３件含
む。
総合評価件数：不調１件
含む。

Ｈ１８ ○ 27 14
原則、一般競争入札
1,000万円を超える工事

協議会 名古屋港管理組合 H21 △ 80 未定

平成２４年７月から予定価
格１千万円以上かつ簡易
な工事以外は、総合評価
適用予定

H21 △ 76 41

平成２４年７月から予定価格１千
万円以上かつ簡易な工事以外
は、総合評価適用。工事件数に
ついては３月末日時点での発注
済み件数を示す。

H21 △ 80 40

予定価格１千万円以上かつ簡易な
工事以外は、総合評価適用予定。
工事件数については未定であるた
め、Ｈ２４年度と同数程度を記載。

協議会 四日市港管理組合 一般競争入札 H19 ○ 20 6

土木一式：予定価格５，０００万
円以上
舗装・法面・橋梁上部工・海洋
土木：予定価格３，０００万円以
上
建築（新築・増築・改築）：予定
価格１億円以上
上記以外：予定価格７，０００万
円以上

H19 ○ 18 5

H19から金額制限を設けて
実施しているため（方法を試
行）、目標を本格導入（○）
に修正

H19 ○ 20 3

土木一式：予定価格５，０００
万円以上
舗装・法面・橋梁上部工・海洋
土木：予定価格３，０００万円
以上
建築（新築・増築・改築）：予定
価格１億円以上
上記以外：予定価格７，０００
万円以上

協議会
日本下水道事業団
東海総合事務所

一般競争入札 H18 △ 64 32
予定価格土建：3.5億円、
機電1億円以上の工事

なし 18 △ 57 18
適用基準に変更無し。
工事発注件数については3
月末日時点での値を示す。

18 △ 70 30
適用基準の見直しは、現在の
ところ未定
H25.4月時点での値を示す
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 様式１

注）全工事件数は各機関の全ての工事件数を記載して下さい。（随意契約等含む。） 　
目標の
変更

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

平成24年度
総合評価落札方式の

適用基準

区分
全
工
事
件
数

（
件

）

組織名 適用基準
の変更、
目標設定
の変更等

全
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度
目標段階

総合評価の
導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度　目標

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現

在）

平成24年度
実績段階

総合評価の
導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成25年度
目標段階

総合評価の
導入状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成25年度
総合評価落札方式の

適用基準

平成24年度　実績 平成25年度　目標

岐阜県 岐阜市

一般競争入札　設計金額
２，５００万円以上を本格実
施、２，５００万円未満から
１千万円以上については、
抽出し施行を実施（土木・
ほ装工事は２千万円以上
すべて、１千万円以上につ
いては一部抽出実施）

H18 △ 700 90

１　設計金額１億円以上につい
ては、原則全て試行実施（簡易
型・標準型）
２　設計金額１億円未満につい
ては、抽出して実施（特別簡易
型）
　・建築工事は５，０００万円以
上から抽出
　・それ以外の工事は２，５００
万円以上から抽出

無し Ｈ１８ △ 910 88

予定価格５０万円以上
全工事件数　　本庁６９９件
　　　　　　　　　上下水道２１１件

この内　総合評価　本庁５０件
　　　　　　　　　　　　上下水道３８
件
※平成25年３月末現在

Ｈ１８ △ 900 90

１　設計金額１億円以上について
は、原則全て試行実施（簡易型・標
準型）
２　設計金額１億円未満について
は、抽出して実施（特別簡易型）
　・建築工事は５，０００万円以上か
ら抽出
　・それ以外の工事は２，５００万円
以上から抽出

岐阜県 大垣市
一般競争入札
原則として1,000万円
以上

H19 △ 800 3
試行導入
金額基準を設定していな
い

無し H19 △ 734 3
試行導入
金額基準を設定していない

H19 △ 700 3
試行導入
金額基準を設定していない

岐阜県 高山市
一般競争入札
500万円以上

H23 ○ 187 20
特別簡易型
3000万円以上

H23 ○ 332 21

適用基準のうち3,000万円以上を
原則3,000万円以上とし3,000万
円未満についても対応できるも
のとした。
工事発注件数については９月末
日時点での値を示す。

H23 ○ 330 20 適用基準変更予定なし

岐阜県 多治見市
一般競争入札
1.5億円以上の土木工
事等

H19 △ 200 未定 未定 有り Ｈ１９ △ 280 0
総合評価方式のメリットを生
かすことができる案件につ
いて実施する。

Ｈ１９ △ 250 0

工事件数は、未定であるた
め、推定値を入力。
総合評価方式のメリットを生か
すことができる案件について
実施する。

岐阜県 関市
ほとんどを指名競争で
実施

H20 ○ 330 3
指名業者選考委員会での
選定による

無し H20 ○ 341 5 H20 ○ 330 5
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

岐阜県 中津川市 指名競争入札 H19 △ 250 2
試行導入
金額の基準を設定しない

有り Ｈ２２ △ 236 0 適用基準に変更無し。 Ｈ１９ △ 250 2

500万円以上を原則として対象とす
る予定。
総合評価適用件数は、Ｈ２４年度当
初目標と同数を記載。

岐阜県 美濃市
一般競争入札：5億円
以上（試行要綱：5,000
万円以上）

H19 △ 100 未定
試行導入
金額基準を設定をしてい
ない

無し H19 △ 161 1 H19 △ 150 2

岐阜県 瑞浪市
一般競争入札
１億円以上

H19 △ 180 3
試行導入
金額を設定していない

無し H19 △ 140 3 H19 △ 150 4
試行導入
金額基準を設定していない

岐阜県 羽島市

一般競争入札：1.5億円以
上
事後審査型一般競争入札
：1,000万円以上を対象に
抽出して実施

H19 △ 200 3
金額基準を設定していな
い

無し Ｈ19 △ 214 3 Ｈ19 △ 200 3
工事件数は未定であるため、
Ｈ２４年度と同数を記載。

岐阜県 恵那市

６千万円以下(建築は６千
５百万円以下)は制限付き
一般競争入札
上記以外は指名競争入札

H19 △ 600 1
試行導入
適用基準無し

あり H19 △ 205 1 全工事件数の訂正 H19 △ 300 1
試行導入
適用基準無し

岐阜県 美濃加茂市

設計金額１．５億円以上は
一般競争入札。設計金額
２千万円以上は一般競争
入札又は指名競争入札。

H22 ○ － 未定
予定価格２千万円以上の
工事を対象に指名委員会
において決定

無し Ｈ２２ ○ 117 2 H22 ○ 120 2

予定価格２千万円以上の工事を対
象に指名委員会において決定
工事件数については未定であるた
め、H24年度と同数程度としている。

岐阜県 土岐市
原則として
全て指名競争入札

H19 △ 116 1
試行導入
金額基準を設定していな
い

H19 △ 86 0 H19 △ 116 1
試行導入
金額基準を設定していない

岐阜県 各務原市

一般競争入札
土木工事、建築工事：
1億5千万円以上
その他の工事：1億以
上

H19 △ － 3
試行導入
（金額基準を設定していな
い）

無し Ｈ19 △ 375 2
平成
19

△ 375 3
工事件数については未定であ
るため、平成24年度と同数を
記載

岐阜県 可児市
一般競争入札
1000万以上

H19 △ 120 2
試行導入、金額基準を設
定していない

無し H19 △ 150 1 H19 △ 150 2 基準変更予定なし

岐阜県 山県市

土木７億以上・建築１０
億以上・電気設備・機
械設備５億以上が原
則一般競争入札

H20 △ 106 1
試行導入
（金額の設定なし）

無し H20 △ 76 1 適用基準変更無し H20 △ 76 1 実施検討を行う

岐阜県 瑞穂市
一般競争入札
２，０００万円以上

H19 △ 168 1
金額基準を設定していな
い

無し H19 △ 171 1 適用基準に変更無し。 H19 △ 171 1

適用基準に変更無し。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

岐阜県 飛騨市
一般競争入札
８００万円以上

H19 △ 150 5
800万円以上の補助事業
かつ工種が舗装工事

有り H19 △ 152 0 H19 △ 152 0
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

岐阜県 本巣市
一般競争入札
1,000万円以上

H19 △ 170 4 H19 △ 181 0 H19 △ 180 3

岐阜県 郡上市
５千万円以上
一般競争入札

H19 △ 300 5
試行導入
金額基準を設定していな
い

無し H22 △ 266 4 適用基準に変更無し。 H22 △ 300 5

適用基準に変更無し。
工事発注件数についは未定で
あるため、H２４年度と同数を
記載。

岐阜県 下呂市

一般競争入札　１億円
以上　一般・指名併用
５００万円以上指名競
争入札　１３０万円以
上

Ｈ19 △ 150 3
試行導入　３件　130万円
以上

H19 △ 181 2 H19 △ 150 3 試行導入　３件　130万円以上

岐阜県 海津市
一般競争入札
1,000万円以上

H19 ○ 100 1 1000万円以上 無 Ｈ１９ ○ 58 0 Ｈ19 ○ 100 1 １０００万円以上

岐阜県 岐南町
一般競争入札
1,000万円以上

H19 △ 37 1
試行導入
金額基準を設定していな
い

無し H19 △ 33 1 適用基準に変更無し。 H19 △ 37 1

試行導入。金額基準を設定していな
い。
工事件数については未定であるた
め、Ｈ２４年度と同数を記載。

岐阜県 笠松町

一般競争入札
設計金額３億円以上
それ以外は指名競争
入札

Ｈ19 ○ 70 1
基準なし
特別簡易型を予定

無 Ｈ１９ ○ 81 1 Ｈ１９ ○ 70 1 基準なし

岐阜県 養老町

主に指名競争入札
一般競争入札
　土木工事　1億円以
上

建築工事 3億円以

H19 △ 110 1
試行導入　金額基準を設
定していない

H19 △ 79 1
試行導入　金額基準を設定
していない

H19 △ 80 1
試行導入　金額基準を設定し
ていない
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 様式１

注）全工事件数は各機関の全ての工事件数を記載して下さい。（随意契約等含む。） 　
目標の
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始
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（△）

未導入
（■）

から選択
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全
工
事
件
数

（
件

）

組織名 適用基準
の変更、
目標設定
の変更等

全
工
事
件
数

（
件

）
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目標段階

総合評価の
導入状況

左
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件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度　目標

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現

在）
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実績段階

総合評価の
導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成25年度
目標段階

総合評価の
導入状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成25年度
総合評価落札方式の

適用基準

平成24年度　実績 平成25年度　目標

岐阜県 垂井町
指名競争入札、
試行にて一般競争入
札130万円以上

H19 △ 75 1 試行導入130万円以上 H19 △ 91 0 H19 △ 73 1 試行導入130万円以上

岐阜県 関ヶ原町 主に指名競争入札 Ｈ19 △ 100 1
金額基準を設定
していない

無し Ｈ19 △ 65 1 Ｈ19 △ 100 1
金額基準を設定
していない

岐阜県 神戸町

5億以上：一般競争入
札
5億未満：指名競争入
札

H19 △ 50 1 適宜選定 無し H19 △ 77 0 H19 △ 50 1

岐阜県 輪之内町 主に指名競争入札 H19 △ 30 1 試行導入 無し H19 △ 29 0 H19 △ 30 1 試行導入

岐阜県 安八町 指名競争入札 H19 △ 55 未定
試行導入　金額基準を設
定をしていない

H19 △ 56 0 H19 △ 50 0

岐阜県 揖斐川町 指名競争入札 H19 △ 100 1
試行導入
金額基準を設定していな
い

H19 △ 185 0 H19 △ 102 1
試行導入
金額基準を設定していない

岐阜県 大野町 指名競争入札 H19 △ 56 1
500万円以上の
町単工事

H19 △ 71 0 H19 △ 70 1

岐阜県 池田町 指名競争入札 H19 △ 60 1
本格導入
２千万円以上

H19 △ 68 1 H19 △ 60 1

岐阜県 北方町 主に指名競争入札 H19 △ 17 0
施行導入
基準の設定なし

無し H19 △ 28 0 H19 △ 23 0
施行導入
基準の設定なし

岐阜県 坂祝町

5,000万円以上：一般
競争入札
5,000万円以下：原則
指名競争入札

H19 △ 70 2
試行導入
金額を設定していない

無し Ｈ19 △ 46 1 適用基準に変更無し。 Ｈ19 △ 20 1 適用基準に変更無し。

岐阜県 富加町
設計金額1,000万円以
上
一般競争入札

H19 △ 20 1
試行導入
金額基準を設定していな
い

H19 △ 21 0 H19 △ 20 1

岐阜県 川辺町
2,500万円以上
一般競争入札

H19 ○ 40 2
2,500万円以上
一般競争入札

無し H19 ○ 65 0 適用基準に変更無し。 H19 ○ 65 0
本格導入。
金額の基準は設定なし。

岐阜県 七宗町
一般競争入札
5,000万円以上

H19 △ 17 1
1000万円以上の工事1件
を試行

無し H19 △ 25 0 H19 △ 20 1
1000万円以上の工事1件を試
行

岐阜県 八百津町
500万円以上
事後審査型制限付き
一般競争入札

H19 △ - 1
試行導入
（2,500万円以上）

無し H19 △ 63 0 H19 △ 40 0 工事件数については見込み

岐阜県 白川町

主に指名競争入札
一般競争入札の対象は、
設計額１億円以上の工事
及び設計額が1000万円以
上で効率的な調達が見込
める工事

H19 △ 130 0

試行導入
一般競争入札対象工事
で、効率的な調達が見込
めるものを対象とする。

19 △ 97 0

試行導入
一般競争入札対象工事で、
効率的な調達が見込めるも
のを対象とする。

19 △ 80 0

試行導入
一般競争入札対象工事で、効
率的な調達が見込めるものを
対象とする。

岐阜県 東白川村 指名競争入札 H20 △ 20 未定 特別簡易型（試行） 無し H20 △ 23 0 適用基準に変更無し H25 △ 20 0 適用基準に変更無し

岐阜県 御嵩町

130万円以上
土木・建築・水道施設・舗
装工事：一般競争入札
その他工事：指名競争入
札

H19 △ 27 0
一般競争入札のうち適宜
選定

無し Ｈ19 △ 127 0 適用基準に変更無し。 Ｈ19 △ 127 0

一般競争入札のうち適宜選定
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

岐阜県 白川村 指名競争入札 H21 △ 未定 未定
施行導入
（金額設定せず、随時対
応）

Ｈ21 △ 21 0 Ｈ21 △ 28 0
施行導入
（金額設定せず、随時対応）
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 様式１

注）全工事件数は各機関の全ての工事件数を記載して下さい。（随意契約等含む。） 　
目標の
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適
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総合評価の
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建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成25年度
総合評価落札方式の

適用基準

平成24年度　実績 平成25年度　目標

静岡県 下田市
指名競争入札及び制
限付一般競争入札

H21 △ 50 1
選考委員会にて抽出（基
準なし）

Ｈ24 △ 16 0 Ｈ24 △ 50 1
選考委員会にて抽出（基準な
し）

静岡県 東伊豆町 指名競争入札 H19 △ 16 1
試行導入
（１３０万円以上の工事か
ら抽出）

H１９ △ 23 0 H19 △ 20 1
試行導入
（１３０万円以上の工事から抽
出）

静岡県 南伊豆町
指名競争と条件付一
般競争入札の併用

H19 △ 70 1
未導入
該当する工事の抽出

なし H19 △ 35 1 H19 △ 60 1 なし

静岡県 河津町 H19 △ 17 1 適宜選定 無し H19 △ 17 1 H19 △ 20 1 適宜選定

静岡県 松崎町 指名競争入札 H21 △ 16 0 適宜選定 無 H21 △ 16 0 Ｈ２１ △ 16 0

静岡県 西伊豆町 H19 △ 66 1 適宜選定 △ 69 1 適宜選定 △ 66 1 適宜選定

静岡県 熱海市
一般競争入札　１３０
万円以上

H20 △ 93 2 ３００万円以上 H20 △ 44 0
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９
月末日時点での値を示す。

H20 △ 90 2

静岡県 伊東市 Ｈ１９ △ 160 1
試行導入　金額基準は設
定していない

変更なし Ｈ19 △ 160 1 Ｈ１９ △ 160 1 適宜選定

静岡県 沼津市 Ｈ19 △ 255 12

入札者が提示する性能、
機能、技術等と入札価格
を総合的に評価することが
ふさわしいもの

H1９ △ 267 12 Ｈ１９ △ 229 12

静岡県 三島市
130万以上制限付一般
競争入札

H19 △ 103 2 適宜選定 H19 △ 96 1 H19 △ 110 5 適宜選定

静岡県 御殿場市 H20 △ 119 1 適宜選定 無し H20 △ 126 1 H20 △ 123 1 適宜選定。

静岡県 裾野市 指名競争入札 H19 △ 120 1 1000万円以上 H１９ △ 53 0 H19 △ 120 1 1000万円以上

静岡県 伊豆市 H19 △ 100 1 1,000万円以上 H19 △ 109 1 H19 △ 100 1 1,000万円以上

静岡県 伊豆の国市

１３０万円以上５，０００
万円未満：指名競争入
札，
５，０００万円以上：一
般競争入札

H19 △ 106 1
5,000万円以上で高度な技
術が必要な工事

H19 △ 60 1
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９
月末日時点での値を示す。

H19 △ 106 1

5,000万円以上を原則として対象と
する予定。
工事件数については未定であるた
め、Ｈ２４年度と同数を記載。

静岡県 函南町
130万円以上、制限付
き一般競争入札、若し
くは指名競争入札

H19 △ 100 2
500万円を越える制限付き
一般競争入札から適宜

300万円を
越える制限
付き一般競
争入札から
適宜

H19 △ 64 2

適用基準を300万円を超え
る工事に変更。
工事発注件数については９
月末日時点での値を示す。

H19 △ 100 2
500万円を越える制限付き一
般競争入札から適宜

静岡県 清水町

１３０万円以上５，０００
万円未満：指名競争入
札，
５，０００万円以上：一
般競争入札

H19 △ 50 1 適宜選定 19 △ 62 1 11月に1件実施 19 △ 50 1 適宜選定

静岡県 長泉町
指名競争と条件付一
般競争入札の併用

H19 △ 100 1
試行導入のため、年１回
程度字実施

H19 △ 128 1 H19 △ 100 1 簡易Ⅱ型

静岡県 小山町 指名競争入札 H21 △ 60 0 無し H21 △ 31 1 H21 △ 60 1
試行導入のため、年１回程度
実施

静岡県 富士宮市 H19 △ 5 200
平成23年度と同じ(原則
3,000万円以上の土木一
式）

無 H19 △ 111 2
適用基準に変更なし。工事
発注件数については、9月
末日時点の値

H19 △ 200 7
原則3,000万円以上の土木一
式

静岡県 富士市

指名競争入札
制限付き一般競争入
札
総合評価落札方式

H18 ○ 452

土木工
事を中
心に全
体で20
件程度

原則2,000万円以上の建
設工事

なし H18 ○ 482 16 H18 ○ 459 16 適宜選定

静岡県 焼津市
一般競争入札（130万
円以上）、一部指名競
争入札

H19 △ 260 5 概ね1000万円以上の案件 H19 △ 255 5 H19 △ 250 5 概ね1,000万円以上の案件

静岡県 藤枝市
等級指定型一般競争
入札の場合５０％以上

H19 △ 180 12 ５００万円以上 H19 △ 192 12 H19 △ 180 12 ５００万円以上

静岡県 島田市
一般競争入札（130万
円以上）一部指名競争
入札

H19 △ 200 5
試行導入　金額基準を設
定していない

△ 200 5 △ 200 5
試行導入　金額基準を設定し
ていない

静岡県 川根本町
指名競争入札、130万
円以上

H20 △ 40 1 施行導入　１件実施 H20 △ 20 1 H20 △ 40 1 指名競争入札、130万円以上

静岡県 御前崎市 H19 △ 80 1 19 △ 31 0 19 △ 80 1
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 様式１

注）全工事件数は各機関の全ての工事件数を記載して下さい。（随意契約等含む。） 　
目標の
変更

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

平成24年度
総合評価落札方式の

適用基準

区分
全
工
事
件
数

（
件

）

組織名 適用基準
の変更、
目標設定
の変更等

全
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度
目標段階

総合評価の
導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度　目標

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現

在）

平成24年度
実績段階

総合評価の
導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成25年度
目標段階

総合評価の
導入状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成25年度
総合評価落札方式の

適用基準

平成24年度　実績 平成25年度　目標

静岡県 牧之原市

１３０万円未満：指名競争入
札
１３０万円以上５，０００万円
未満：格付公募型一般競争
入札
５，０００万円以上：制限付き

H19 △ 60 1 130万円以上 H19 △ 49 1 130万円以上 H19 △ 60 1 130万円以上

静岡県 吉田町 H19 ○ 57 3
本格導入　設計金額１３０
万円以上

無し H19 ○ 61 0 H19 ○ 61 1
本格導入　設計金額１３０万円以上
工事件数については未定であるた
め、Ｈ２４年度と同数を記載。

静岡県 磐田市 H19 ○ 200 15 適宜選定 H19 ○ 269 15 適用基準に変更なし。 H19 ○ 300 20 適宜選定

静岡県 掛川市
制限付き一般競争入
札　１，０００万円以上

H19 △ 200 1 H19 △ 63 1 H19 △ 200 1

静岡県 袋井市
1.5億円以上制限付き
一般競争入札、1.5億
円未満指名競争入札

H19 ○ 190 10 適合工事を抽出 H19 ○ 199 5 H19 ○ 200 10 適合工事を抽出

静岡県 菊川市

指名競争入札
制限付き一般競争入
札
総合評価落札方式

H19 △ 250 1 1,000万円以上で１件以上 H19 △ 127 1 Ｈ19 △ 150 1 1,000万円以上で１件以上

静岡県 森町

制限付き一般競争入
札　5,000万円以上
指名競争入札　130万
円以上5,000万円未満

H19 ○ 45 1 建設工事から１件 H19 ○ 58 1 H19 ○ 50 1

静岡県 湖西市
130万円以上制限付一
般競争入札又は指名
競争入札

H21 △ 100 6
試行導入、概ね3000万円
以上の土木工事

H21 △ 96 4
試行導入、概ね3000万円以
上の土木工事

H21 △ 100 4
試行導入、概ね3000万円以上
の土木工事
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 様式１

注）全工事件数は各機関の全ての工事件数を記載して下さい。（随意契約等含む。） 　
目標の
変更

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

平成24年度
総合評価落札方式の

適用基準

区分
全
工
事
件
数

（
件

）

組織名 適用基準
の変更、
目標設定
の変更等

全
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度
目標段階

総合評価の
導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度　目標

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現

在）

平成24年度
実績段階

総合評価の
導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成25年度
目標段階

総合評価の
導入状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成25年度
総合評価落札方式の

適用基準

平成24年度　実績 平成25年度　目標

愛知県 豊橋市
事後審査型一般競争
入札

H19 ○ 460 62

設計金額が4,000万円以
上の工事の中から妥当と
認められるものを建設工
事審査会部会で選定

無し H23 ○ 568 56 適用基準に変更無し。 H23 ○ 625 74 基準等は現状を継続予定。

愛知県 岡崎市 H18 ○ 未設定
全件数
の10％
以上

予定価格4,000万円以上 H18 ○ 396 70 H18 ○ 未設定
全件数
の5％
以上

予定価格
土木一式　　　8,000万円以上
建築一式　　　8,000万円以上
その他工事　 6,000万円以上

愛知県 一宮市
一般競争入札
１０００万円以上

H19 △ 1200 31 工事担当部長が決定 H19 △ 1229 35 H19 △ 1200 35 工事担当部長が決定

愛知県 瀬戸市
原則として、全て一般
競争入札

H19 △ 170 2 適宜選定 H19 △ 173 2 H19 △ 200 4 適宜選定

愛知県 半田市 H20 △ 130 2
施行導入（５，０００万円以
上の一般競争入札から抽
出）

Ｈ20 △ 151 2 適用基準に変更無し。 Ｈ２０ △ 130 3

5,000万円以上を原則として対象とする
予定。
工事件数については未定であるため、
Ｈ２４年度と同数を記載。

愛知県 春日井市
制限付き一般競争入
札又は指名競争入札

H20 △ 300 2 Ｈ２３年度同様 無し Ｈ20 △ 307 3
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９
月末日時点での値を示す。

Ｈ20 △ 180 2 Ｈ24年度同様

愛知県 豊川市
制限付き一般競争入
札

H20 △ 235 5 適宜選定 無し Ｈ20 △ 230 5 Ｈ20 △ 230 5 適宜設定

愛知県 津島市
制限付き一般競争入
札又は指名競争入札

H20 △ 120 1～2件
適用基準無し
（試行段階）

H22 △ 101 1
適用基準無し
（試行段階）

H25 △ 100 1～2件
適用基準無し
（試行段階

愛知県 碧南市 条件付一般競争入札 H19 △ 130 2 １億円以上の工事 無し H19 △ 125 2 １億円以上の工事 H19 △ 130 1 １億円以上の工事

愛知県 刈谷市
一般競争入札　130万
円超え

H19 ○ 164 15 2,500万円以上から15件 無し Ｈ19 ○ 215 15 H19 ○ 200 15 2,500万円以上から15件

愛知県 豊田市 H18 ○ 333 123

（土木一式）
設計金額4,000万円以上
（土木一式以外）
設計金額2,000万円以上

変更なし H18 ○ 336 147 H18 ○ 300 130

（土木一式）
設計金額4,000万円以上
（土木一式以外）
設計金額2,000万円以上

愛知県 安城市 条件付一般競争入札 H19 △ 500 25
設計金額が
2,500万円以上

無し H19 △ 370 26 H19 △ 370 20

2,500万円以上の工事から抽出して
対象とする予定。
工事件数については未定であるた
め、Ｈ２４年度と同数を記載。

愛知県 西尾市
原則として、全て一般
競争入札

H20 △ 300 6
1,000万以上の中から適宜
選定

なし H20 △ 282 6
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９
月末日時点での値を示す。

H20 △ 300 6
1,000万以上の中から適宜選
定

愛知県 蒲郡市 条件付一般競争入札 H20 △ 200 2 資格審査会にて決定 H20 △ 243 1 8月末現在 Ｈ20 △ 200 3 資格審査会により決定

愛知県 犬山市 H21 △ 70 2 500万円以上 Ｈ２１ △ 83 2 Ｈ２１ △ 70 2
工事件数は未定であるためＨ
２４と同数を記載

愛知県 常滑市 H20 △ 62 1 金額基準の設定無し 無し H20 △ 64 1 金額基準の設定無しのまま H20 △ 63 1
適用する金額基準を設定する
予定

愛知県 江南市
指名競争入札１３０万
円超、一般競争入札
5000万円以上

H21 △ 180 1 適宜選定 無し H21 △ 182 1 適宜選定 H21 △ 180 1 適宜選定

愛知県 小牧市
指名競争入札１３０万円以
上一般競争入札3000万円
以上

H19 △ 400 5
試行導入5件　金額設定な
し

H19 △ 332 1 試行導入1件　金額設定なし H19 △ 400 3 試行導入5件　金額設定なし

愛知県 稲沢市
一般競争入札4,000万
円以上（建築一式
9,000万円以上）

H19 △ 414 5 一般競争入札該当工事 無し Ｈ19 △ 379 5 Ｈ19 △ 410 5
一般競争入札該当工事
　※一般競争入札を拡大する

愛知県 新城市
一般競争入札　1000
万円以上

H20 △ 120 6
入札審査会で決定した案
件

無し H20 △ 170 4 入札審査会で決定した案件 H20 △ 170 5 入札審査会で決定した案件

愛知県 東海市
一般競争入札（設計金
額）15,000万円以上

H19 △ 159 9
設計金額5,000万円以上
の土木一式工事又は建築
一式工事の一部

無し H24 △ 97 8
設計金額5,000万円以上の
土木一式工事又は建築一
式工事の一部

H24 △ 138 6
設計金額5,000万円以上の土
木一式工事又は建築一式工
事の一部

愛知県 大府市
一般競争入札　5億円
以上

Ｈ19 △ 130 2 金額基準の設定なし 無し H19 △ 89 0
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９
月末日時点での値を示す。

H19 △ 105 2 金額基準の設定なし

愛知県 知多市

建設工事のうち土木一式工事、
建築一式工事又は清掃施設工
事（いずれも設計額５億円以上）
が制限付き一般競争入札

H19 △ 71 0
試行実施　原則として補助
事業を対象

H19 △ 94 0 19 △ 71 0
試行実施　原則として補助事
業を対象

愛知県 知立市 H20 △ 140 4 1,000万円以上 無し H20 △ 137 5 1,000万円以上 H20 △ 140 5 1,000万円以上
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 様式１

注）全工事件数は各機関の全ての工事件数を記載して下さい。（随意契約等含む。） 　
目標の
変更

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

平成24年度
総合評価落札方式の

適用基準

区分
全
工
事
件
数

（
件

）

組織名 適用基準
の変更、
目標設定
の変更等

全
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度
目標段階

総合評価の
導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度　目標

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

公共工事の入札方式
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在）
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総合評価の
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左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成25年度
目標段階

総合評価の
導入状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成25年度
総合評価落札方式の

適用基準

平成24年度　実績 平成25年度　目標

愛知県 尾張旭市 H20 △ 100 2
試行導入
４,０００万円以上

無し H20 △ 86 2 H20 △ 100 2

愛知県 高浜市 H20 △ 52 1
２，５００万円以上で、委員
会が認めたもの

H20 △ 43 0
適用基準に該当する案件な
し

Ｈ２０ △ 52 1
２，５００万円以上で委員会が
認めたもの

愛知県 岩倉市 H23 △ 75 1 試行的に１工事 無し H23 △ 88 1
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９
月末日時点での値を示す。

H23 △ 80 1 試行的に１工事

愛知県 豊明市 H19 △ 43 1 H19 △ 49 0 H19 △ 49 1

愛知県 日進市 H19 △ 70 8
一般競争入札1,000万円
以上

130万円
以上を対
象とし、
年間８件
程度を試

H19 △ 34 7
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９
月末日時点での値を示す。

H19 △ 70 5
130万円以上を対象とし、年間
５件程度を試行実施

愛知県 田原市
設計金額130万円超の
工事　一般競争入札

H20 △ 161 6 試行導入 無し H20 △ 183 6 H25 ○ 150 6

設計金額が5,000万円以上の工事
の中から妥当と認められるものを選
定
工事件数については未定であるた
め、Ｈ２４年度と同数を記載。

愛知県 愛西市 H19 △ 80 2
一般競争入札　1億円以上、公
募型指名競争入札、１３０万円
以上１億５千万円未満

無し H19 △ 95 2
一般競争入札　1億円以上、
公募型指名競争入札、１３０
万円以上１億５千万円未満

H19 △ 80 2
一般競争入札1億円以上
公募型指名競争入札130万円以上1
億5千万円未満

愛知県 清須市

予定価格１億円以上：
一般競争入札
上記以外：指名競争入
札

H19 △ 80 1 建設工事より市長が決定 無し H19 △ 88 1
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９
月末日時点での値を示す。

H19 △ 80 1 建設工事より市長が決定

愛知県 北名古屋市
一般競争入札　８０００
万円以上

H20 △ 81 2 案件ごとに定めている 無し Ｈ２０ △ 118 2
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９
月末日時点での値を示す。

H25 △ 80 2

運用基準に変更無し。
工事件数については未定であ
るため、平成２４年度の目標件
数と同様を記載。

愛知県 弥富市
一般競争入札　８，００
０万円以上

H20 △ 74 1
一般競争入札　５，０００万
円以上

H20 △ 92 0 H20 △ 92 1
一般競争入札及び指名競争
入札に該当する工事

愛知県 東郷町

事後審査型一般競争
入札（土木：３，０００万
円以上、建築：５，０００
万円以上）

H19 ○ 40 1 工事より町長が決定 H19 ○ 32 0 H19 ○ 40 1 工事より町長が決定

愛知県 長久手市
一般競争入札　3,000
万円以上

H20 △ 60 2 有 H20 △ 68 1
総合評価方式実施目標件
数を１件に変更

H20 △ 60 1 一般競争入札案件から選定

愛知県 豊山町 ■ 18 0 無し ― ■ 18 0
工事発注件数は９月末日時
点での値を示す。

― ■ 18 ―
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度目標と同数
を記載。

愛知県 大口町 一般競争入札 H20 △ 70 1 試行導入 H20 △ 61 1 H20 △ 70 1 試行導入

愛知県 扶桑町

予定価格5000万円以
上：一般競争入札
上記以外：指名競争入
札

H23 △ 50 1 未定 無し H23 △ 55 1
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９
月末日時点での値を示す。

H23 △ 50 1

適用基準に変更無し。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

愛知県 あま市

指名競争入札１３０万
円超
一般競争入札２億円
以上

H22 △ 101 1
一般競争入札に該当する
工事

22 △ 65 0 22 △ 110 0 一般競争入札に該当する工事

愛知県 大治町
一般競争入札　3,000
万円以上

■ 138 0 無し ■ 165 0 ■ 138 0

愛知県 蟹江町 ■ 60 0 ■ 53 0 ■ 60 0

愛知県 飛島村
一般競争入札　5,000
万円以上

H20 △ 20 0 適宜選定 無し H20 △ 21 0
適用基準に変更無し。
工事発注件数については９
月末日時点での値を示す。

H20 △ 60 0 適宜選定

愛知県 阿久比町 ■ 50 0 ■ 56 0 ■ 55 0

愛知県 東浦町
事後審査型制限付一
般競争入札

H19 △ 70 10 500万円以上の工事 H19 △ 65 10 500万円以上の工事 H19 △ 55 15 500万円以上の工事

愛知県 南知多町 原則　指名競争入札 ■ 0 0 予定なし ■ 53 0 ■ 60 0

愛知県 美浜町

制限付き一般競争入
札（３億円以上）事後
審査型一般競争入札
試行（5,000万円以上）

■ 80
実施予
定なし 実施予定なし ■ 80 0 実施予定なし ■ 80 0 実施予定なし

愛知県 武豊町

制限付一般競争入札
（１億５千万円以
上）
事後審査型一般競争
入札（130万円以上
１億５千万円未満）

H23 ○ 47 2

2500万円以上の一般競争
入札に該当する建設工事
で審査会が必要と認めた
もの

有 H23 ○ 49 1
適用工事件数に変更有
工事発注件数については９
月末日時点での値を示す

H23 ○ 57 2
2500万円以上の一般競争入
札に該当する建設工事で審査
会が必要と認めたもの
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 様式１

注）全工事件数は各機関の全ての工事件数を記載して下さい。（随意契約等含む。） 　
目標の
変更

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

平成24年度
総合評価落札方式の

適用基準

区分
全
工
事
件
数

（
件

）

組織名 適用基準
の変更、
目標設定
の変更等

全
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度
目標段階

総合評価の
導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度　目標

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現

在）

平成24年度
実績段階

総合評価の
導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成25年度
目標段階

総合評価の
導入状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成25年度
総合評価落札方式の

適用基準

平成24年度　実績 平成25年度　目標

愛知県 幸田町
指名競争入札・一般競
争入札
１３０万円以上

H19 △ 110 0 Ｈ19 △ 99 0 Ｈ19 △ 110 0

愛知県 みよし市 H19 △ 56 5 試行導入　１３０万円以上 H19 △ 95 5 試行導入　１３０万円以上 H19 △ 60 5 試行導入　１３０万円以上

愛知県 設楽町 ■ 160 0 ■ 73 0 ■ 80 0

愛知県 東栄町 ■ 60 0 なし ■ 47 0
工事発注件数については9
月末日時点での値を示す。

■ 47 0
工事件数については未定であ
るため、平成24年度と同数を
記載。

愛知県 豊根村 指名競争入札 ■ 32 0 実施予定無し 無し ■ 30 0
実施予定無しに変更無し。
全工事件数は９月末時点の
値を示す。

■ 30 0

実施予定無し。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。
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 様式１

注）全工事件数は各機関の全ての工事件数を記載して下さい。（随意契約等含む。） 　
目標の
変更

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

平成24年度
総合評価落札方式の

適用基準

区分
全
工
事
件
数

（
件

）

組織名 適用基準
の変更、
目標設定
の変更等

全
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度
目標段階

総合評価の
導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度　目標

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現

在）

平成24年度
実績段階

総合評価の
導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成25年度
目標段階

総合評価の
導入状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成25年度
総合評価落札方式の

適用基準

平成24年度　実績 平成25年度　目標

三重県 桑名市
一般競争入札
50万円以上

H19 △ 150 3
試行導入
金額基準を設定しない

無し H19 △ 86 1 H19 △ 150 3
試行導入
金額基準を設定しない

三重県 木曽岬町 H20 △ 10 1
試行導入
金額基準を設定していな
い

無し H20 △ 28 0 適用基準に変更無し H20 △ 20 0
試行導入
金額基準を設定していない

三重県 いなべ市 H19 △ 150
設定な

し
三重県準拠 無し H19 △ 59

設定な
し

三重県準拠 H19 △ 150
設定な

し
三重県準拠

三重県 東員町 H19 △ 30 0 案件により検討 無し H19 △ 26 0 案件により検討 H19 △ 65 0 案件により検討

三重県 四日市市 H20 △ 600 13

試行導入
原則土木一式は予定価格
5,000万円以上、その他の
工事は１億円以上の工事
を対象とする。

無し Ｈ20 △ 265 4 適用基準に変更無し。 H20 △ 500 10

三重県 菰野町
設計金額130万円超は
一般競争入札

■ 未定 0 導入予定なし 無し ■ 58 0 導入予定なし ■ 未定 0 導入予定なし

三重県 朝日町

主に指名競争入札に
より執行（設計金額
5000万円以上の工事
に関しては。公募型指
名競争入札を適用）

■ 未定 0 予定なし 無し 未定 ■ 51 0 未定 ■ 未定 0 －

三重県 川越町
一般競争入札
130万円以上

H20 ■ 30 0 なし なし H20 ■ 28 0 H20 ■ 30 0 なし

三重県 鈴鹿市
130万円以上
一般競争入札

H19 △ 380 27

試行導入
設計金額５千万円以上の
土木一式と舗装工事としま
す。

試行導入
設計金額
6千万円
以上の土
木一式と
舗装工事
とします。

H19 △ 254 16
適用基準を6月1日から変
更。

H19 ○ 380 20

設計金額6千万円以上の土木
一式と舗装工事を対象とする。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度の見込み数
を記載。

三重県 亀山市 H19 △

96
（4/1時
点発注
見込
み）

0 予定なし 無し H19 △ 119 0 H19 △ 88 0 未定

三重県 津市 H20 △ 400 1
土木一式　5,000万円以上
舗装 1,500万円以上
建築について導入検討

無し H20 △ 381 0 H20 △ 400 1
土木一式　5,000万円以上
舗装 1,500万円以上
建築について導入検討

三重県 松阪市
条件付き一般競争入
札

H19 △ 438 1
試行導入
金額基準を設定していな
い

無し H19 △ 400 0
試行導入
金額基準を設定していない

H19 △ 400 1
試行導入
金額基準を設定していない

三重県 多気町 H20 △ 60 3
試行導入
5,000万円以上の一部工
事

無し H20 △ 47 1 H20 △ 60 3
試行導入
5,000万円以上の一部工事

三重県 明和町

指名競争入札及び条
件付一般競争入札
（予定価格5,000万円
以上）

H19 △ 110 3
130万円以上を条件付一
般競争入札にするため、
そのうち３件

無し H19 △ 77 0 H19 △ 100 3
工事件数は未定であるため、
H24年度と同数を記載

三重県 大台町

指名競争入札
ただし、5,000万円以上
は原則として一般競争
入札

H19 △ 58 4
原則、予定価格5,000万円
以上

無し H19 △ 90 2
変更なし
９月発注実績

H19 △ 60 4
原則、予定価格5,000万円以
上

三重県 伊勢市
要件付一般競争入札
130万円超

H21 △ 250 1 試行導入、１件程度 無し H21 △ 250 0 試行導入、１件程度 H21 △ 250 1 試行導入、１件程度

三重県 玉城町 Ｈ19 △ 70 2
試行導入
原則5,000万円以上

無し Ｈ19 △ 33 1 適用基準に変更無し。 Ｈ19 △ 70 2

5,000万円以上を原則として対
象とする予定。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載。

三重県 大紀町 Ｈ20 △ 100 0 金額設定していない 無し H20 △ 131 0 H20 △ 100 0 金額設定していない

三重県 南伊勢町 指名競争入札 H20 △
試行導入
1,000万円以上

無し H20 △ 155 0 H20 △ 160 1
試行導入
1,000万円以上

三重県 度会町 H21 △ 未定 1 23年度と変更なし 無し H21 △ 16 0

試行1件予定であったが
1件あたりの入札事務に手
間がかかることと、人員不足
の理由により未実施

H21 △ 未定 1
これまで同様
試行1件とする

三重県 鳥羽市
130万円以上
条件付一般競争入札

H20 △ 79 0
試行導入
3,000万円以上

無し H20 △ 32 0
工事件数は平成24年９月30
日時点

H20 △ 70 0
試行導入
3,000万円以上

三重県 志摩市 条件付一般競争入札 H19 △ 160 2
試行実施
金額基準を設定していな
い。

無し H19 △ 156 2
試行実施
金額基準を設定していな
い。

H19 △ 130 1
試行実施
金額基準を設定していない。
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 様式１

注）全工事件数は各機関の全ての工事件数を記載して下さい。（随意契約等含む。） 　
目標の
変更

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

開
始
年
次

本格導入
（○）

試行導入
（△）

未導入
（■）

から選択

平成24年度
総合評価落札方式の

適用基準

区分
全
工
事
件
数

（
件

）

組織名 適用基準
の変更、
目標設定
の変更等

全
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度
目標段階

総合評価の
導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度　目標

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現

在）

平成24年度
実績段階

総合評価の
導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合
評

価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成25年度
目標段階

総合評価の
導入状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成25年度
総合評価落札方式の

適用基準

平成24年度　実績 平成25年度　目標

三重県 伊賀市 H21 △ 未定 18
試行導入
6,000万円以上の土木工
事

有り H21 △ 734 4

審査会で承認を得た
土木工事（6000万円以上）
舗装工事（2000万円以上）
建築工事（7000万円以上）

H21 △ 未定 5

審査会で承認を得た
土木工事（6000万円以上）
舗装工事（2000万円以上）
建築工事（7000万円以上）

三重県 名張市
130万円以上
条件付一般競争入札

H22 △ 116 1
試行導入
金額基準を設定していな
い

無し H22 △ 90 0 適用基準に変更無し。 H22 △ 100 1

金額基準を設定しない。
工事件数については未定であ
るため、Ｈ２４年度と同数を記
載

三重県 尾鷲市 H19 △ 50 0

試行導入
7,000万以上の土木工事
かつ審査会で認められた
物件

無し H19 △ 35 0 H19 △ 50 0

三重県 紀北町 H19 △ 適用基準の改正予定なし 無し H19 △ 60 0 適用基準に変更無し。 H19 △ 100 0 適用基準の改正予定なし

三重県 熊野市 H19 △ － 1
未定
（試行導入：内容により決
定）

無し H19 △ 110 0
未定
（試行導入ではあるが適用
基準未設定）

H25 △ 50 1
未定
（試行導入ではあるが適用基
準未設定）

三重県 御浜町 H20 △ 90 0
2,000万円以上の土木工
事

有り H20 △ 90 0 H20 △ 40 0 2,000万円以上の土木工事

三重県 紀宝町 指名競争 H19 △ 80 1

予定価格3,000万円以上
の建設工事
（舗装工事については
2,000万円以上）

無し H19 △ 36 1 改正予定なし H19 △ 80 1

予定価格3,000万円以上の建
設工事
（舗装工事については2,000万
円以上）
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様式１

　 　 　

記載例 ◎
1,000万円以上の工事
国交省方式に準拠

○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 警察庁中部管区警察局 ◎ 500万円を超える工事 ○ ◎

協議会 警察庁中部管区警察学校 ◎
５００万円以上の工事
国交通省方式に準拠

○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 財務省東海財務局 ■ ■ ■

協議会 財務省名古屋税関 ■ ■ ■

協議会 国税庁名古屋国税局 ■ - ■
実施予定無しに変更無
し。

■

協議会 厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

協議会 農林水産省東海農政局 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 林野庁中部森林管理局 ◎ 実施済み。 ○ 既に実施済み。 ◎ 継続して実施予定。

協議会 経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし

協議会 国土交通省中部地方整備局 ◎
５００万円／件以上の工
事

○ ◎

協議会 国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

協議会
海上保安庁
第四管区海上保安本部

■ ■ ■

協議会 環境省中部地方環境事務所 ◎
５００万円／件以上の工
事

○ ◎ 継続して実施

協議会 岐阜県 ◎ 最終契約金額500万円 ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 静岡県 ◎
250万円以上
国土交通省方式を参考

○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 愛知県 ◎ 250万円以上 ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 三重県 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、
目標に変更無し

◎ 継続して実施予定

協議会 静岡市 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し

◎ 継続して実施予定。

協議会 浜松市 ◎ 250万円以上 ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し

◎ 継続して実施予定。

協議会 名古屋市 ◎
500万円以上の工事
（一部100万円以上の工
事）

○ ◎

協議会
中日本高速道路株式会社
名古屋支社

◎ ○ ◎

協議会 （独）都市再生機構中部支社 ◎ 一部を除く ○ ◎ 一部を除く

協議会
（独）日本原子力研究開発機構
東濃地科学センター

■ 2億円／件以上の工事 ■ Ｈ24は対象案件無し ■

協議会 （独）水資源機構中部支社 ◎
５００万円／件以上の工
事

○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 静岡県道路公社 ◎
250万円以上の工事
静岡県に準拠

○ 実施済み ◎ 継続して実施予定

協議会 愛知県道路公社 ◎ 愛知県に準拠 ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 三重県道路公社 ◎ 三重県準拠 ○ ◎

協議会 名古屋高速道路公社 ◎ ○ ◎

協議会 名古屋港管理組合 ◎
５００万円／件以上の工
事

○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 四日市港管理組合 ◎ ○ ◎

協議会
日本下水道事業団
東海総合事務所

◎
契約金額200万円以上、
国土交通方式に準拠

○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

区分 備考欄

平成25年
度工事成
績評定に

関する実施
目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名

平成24年
度工事成
績評定に

関する実施
目標

備考欄

目標変
更

（変更
後の目

標）

平成24年
度工事成
績評定に

関する実施
目標の達
成状況
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様式１

　 　 　

区分 備考欄

平成25年
度工事成
績評定に

関する実施
目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名

平成24年
度工事成
績評定に

関する実施
目標

備考欄

目標変
更

（変更
後の目

標）

平成24年
度工事成
績評定に

関する実施
目標の達
成状況

岐阜県 岐阜市 ◎ ○ 実施済み ◎ 継続して実施予定

岐阜県 大垣市 ◎ 契約金額５０万円以上 ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

岐阜県 高山市 ◎
130万円以上の工事
国交省方式に準拠

○
平成24年6月から国交省
方式に準拠した評定へ改
正

◎ 継続して実施予定

岐阜県 多治見市 ◎
契約金額１００万円以上、
市独自方式

○ ◎
国交省方式に準拠した方
式の導入を検討

岐阜県 関市 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

岐阜県 中津川市 ◎
契約金額１３０万円以上の工
事国交省方式に準拠

○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

岐阜県 美濃市 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

岐阜県 瑞浪市 ○ ○ ◎ 継続して実施予定。

岐阜県 羽島市 ◎ ○ ◎

岐阜県 恵那市 ◎ ○ ◎

岐阜県 美濃加茂市 ◎ 250万円以上 ○ ◎

岐阜県 土岐市 ◎ ○ ◎

岐阜県 各務原市 ○
国交省方式に準拠した方
式の導入を検討

○ ◎

岐阜県 可児市 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

岐阜県 山県市 ◎
１３０万円以上の土木工
事

○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し

◎ 継続して実施予定

岐阜県 瑞穂市 ● ● ●

岐阜県 飛騨市 ◎
130万円以上の工事
国交省方式に準拠

○ 既に実施済み。 ◎ 継続して実施予定。

岐阜県 本巣市 ● ● ●

岐阜県 郡上市 ○
請負工事価格が50万円
以上

● 試行 ● 試行

岐阜県 下呂市 ● ● ●

岐阜県 海津市 ◎ ○ ◎

岐阜県 岐南町 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

岐阜県 笠松町 ■ ■ ■

岐阜県 養老町 ◎ ５００万円以上の工事 ○ ５００万円以上の工事 ◎ ５００万円以上の工事

岐阜県 垂井町 ◎ 130万円以上の工事 ○ 130万円以上の工事 ◎ 130万円以上の工事

岐阜県 関ヶ原町 ● ● ●

岐阜県 神戸町 ■ ■ ■

岐阜県 輪之内町 ■ ■ ■

岐阜県 安八町 ■ ■ ■

岐阜県 揖斐川町 ◎ ○ ◎

岐阜県 大野町 ■ ■ ■

岐阜県 池田町 ■ ■ ■

岐阜県 北方町 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

岐阜県 坂祝町 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

岐阜県 富加町 ■ ■ ■

岐阜県 川辺町 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

岐阜県 七宗町 ○ 130万円以上 ○ 130万円以上 ◎ 130万円以上

岐阜県 八百津町 ◎ 岐阜県に準拠 ○ ◎

岐阜県 白川町 ◎ 130万円以上の工事 ○ 130万円以上の工事 ◎ 継続して実施予定。

岐阜県 東白川村 ■ ■ ■ 未定

岐阜県 御嵩町 ◎ ○ ◎

岐阜県 白川村 ■ ■ ■
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様式１

　 　 　

区分 備考欄

平成25年
度工事成
績評定に

関する実施
目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名

平成24年
度工事成
績評定に

関する実施
目標

備考欄

目標変
更

（変更
後の目

標）

平成24年
度工事成
績評定に

関する実施
目標の達
成状況

静岡県 下田市 ◎ ○ 既に実施済み ◎ 継続実施

静岡県 東伊豆町 ◎ ○ ◎

静岡県 南伊豆町 ○
評価点サンプル抽出して
から実施予定

○ ◎

静岡県 河津町 ◎ ○ ◎

静岡県 松崎町 ■ ○ ○ ◎

静岡県 西伊豆町 ◎ ○ ◎

静岡県 熱海市 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

静岡県 伊東市 ◎ ○ ◎

静岡県 沼津市 ◎ ○ ◎

静岡県 三島市 ◎ ○ ◎

静岡県 御殿場市 ◎ ○ ◎

静岡県 裾野市 ◎ ○ ◎

静岡県 伊豆市 ◎ ○ ◎

静岡県 伊豆の国市 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

静岡県 函南町 ◎ 独自の簡易方法 ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

静岡県 清水町 ◎ ○ ◎

静岡県 長泉町 ◎ ○ ◎

静岡県 小山町 ◎ 250万以上の工事 ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

静岡県 富士宮市 ◎ ○ ◎

静岡県 富士市 ◎
１３０万円／件以上の建
設工事

○ ◎

静岡県 焼津市 ◎ ○ ◎

静岡県 藤枝市 ◎ ○ ◎

静岡県 島田市 ◎ ○ ◎

静岡県 川根本町 ◎ ○ ◎

静岡県 御前崎市 ◎ ○ ◎

静岡県 牧之原市 ◎ 250万円/件以上の工事 ○ 250万円/件以上の工事 ◎ 250万円/件以上の工事

静岡県 吉田町 ◎
130万円以上の工事
静岡県に準拠

○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

静岡県 磐田市 ◎ 130万円超の工事 ○ ◎

静岡県 掛川市 ◎ ○ ◎

静岡県 袋井市 ◎ 130万円以上の工事 ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

静岡県 菊川市 ◎ 200万円以上の工事 ○ 200万円以上の工事 ◎ 200万円以上の工事

静岡県 森町 ◎ ○ ◎

静岡県 湖西市 ◎ ○ ◎
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区分 備考欄

平成25年
度工事成
績評定に

関する実施
目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名

平成24年
度工事成
績評定に

関する実施
目標

備考欄

目標変
更

（変更
後の目

標）

平成24年
度工事成
績評定に

関する実施
目標の達
成状況

愛知県 豊橋市 ○ ○ 目標に変更無し。 ◎ 継続して実施予定。

愛知県 岡崎市 ◎
当初請負金額200万円以
上

○
既に実施済みであるた
め、目標に変更なし

◎ 継続して実施予定

愛知県 一宮市 ◎ ○ ◎

愛知県 瀬戸市 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

愛知県 半田市 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

愛知県 春日井市 ◎ ○ ◎

愛知県 豊川市 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し

◎ 継続して実施予定

愛知県 津島市 ◎ 130万円超の工事 ○ ◎

愛知県 碧南市 ◎ ○ ◎

愛知県 刈谷市 ◎ 130万円超の工事 ○ ◎

愛知県 豊田市 ◎ 130万円以上の工事 ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎

愛知県 安城市 ◎ 130万円超の工事 ● ○ 継続して実施予定

愛知県 西尾市 ◎ 130万円超の工事 ○ ◎

愛知県 蒲郡市 ◎ 愛知県に準拠 ○ ◎ 継続

愛知県 犬山市 ◎ ○ ◎ 継続して実施予定。

愛知県 常滑市 ◎ 300万円以上の工事 ○
既に実施済のため、目標
に変更無し

◎ 継続して実施する予定

愛知県 江南市 ◎ 130万円超の工事 ○ ◎ 継続して実施予定

愛知県 小牧市 ◎ ３００万円以上の工事 ○ ◎

愛知県 稲沢市 ◎ 130万円超の工事 ○ 130万円超の工事 ◎ 130万円超の工事

愛知県 新城市 ◎ 全ての工事 ○ 全ての工事 ◎ 全ての工事

愛知県 東海市 ◎ ○ ◎

愛知県 大府市 ◎ 500万円超の工事 ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

愛知県 知多市 ◎ ○ ◎

愛知県 知立市 ◎ ○ ◎

愛知県 尾張旭市 ◎
３００万円／件以上の工
事

○ ◎

愛知県 高浜市 ◎ １３０万円超の工事 ○ ◎ １３０万円超の工事

愛知県 岩倉市 ■ ■ ■

愛知県 豊明市 ◎ ○ ◎

愛知県 日進市 ◎ 130万円超の工事 ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

愛知県 田原市 ◎ 130万円超の工事 ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

愛知県 愛西市 ◎ ○ ◎ 継続して実施予定

愛知県 清須市 ◎ 250万円以上の工事 ○ ◎

愛知県 北名古屋市 ● ● ●

愛知県 弥富市 ■ ■ ■

愛知県 東郷町 ◎ ○ ◎

愛知県 長久手市 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

愛知県 豊山町 ■ ■ ■

愛知県 大口町 ■ ■ ■

愛知県 扶桑町 ■ ■ ■

愛知県 あま市 ◎ 130万円以上の工事 ○ ◎

愛知県 大治町 ■ ■ ■

愛知県 蟹江町 ■ ■ ■
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区分 備考欄

平成25年
度工事成
績評定に

関する実施
目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名

平成24年
度工事成
績評定に

関する実施
目標

備考欄

目標変
更

（変更
後の目

標）

平成24年
度工事成
績評定に

関する実施
目標の達
成状況

愛知県 飛島村 ■ ■ ■

愛知県 阿久比町 ◎ 130万円超の工事全て ○ ◎

愛知県 東浦町 ◎ 200万円を超える工事 ○ ◎

愛知県 南知多町 ◎
１３０万円を超える工事で
実施

○
130万円を超える工事で
実施

◎
130万円を超える工事で
実施

愛知県 美浜町 ◎ ○ ◎
１３０万円を超える工事で
実施

愛知県 武豊町 ◎
１３０万円を超える工事で
実施

○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

愛知県 幸田町 ◎ ○ ◎

愛知県 みよし市 ◎
130万円を超える工事で
実施

○
130万円を超える工事で
実施

◎
130万円を超える工事で
実施

愛知県 設楽町 ■ ■ ■

愛知県 東栄町 ■ ■ ■

愛知県 豊根村 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し
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区分 備考欄

平成25年
度工事成
績評定に

関する実施
目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名

平成24年
度工事成
績評定に

関する実施
目標

備考欄

目標変
更

（変更
後の目

標）

平成24年
度工事成
績評定に

関する実施
目標の達
成状況

三重県 桑名市 ◎ ○ ◎

三重県 木曽岬町 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

■
実施予定無しに変わり無
し

三重県 いなべ市 ■ ■ ■

三重県 東員町 ◎ １３０万円以上の工事 ○
既に実施済みであるた
め、
目標に変更無し

◎ 継続して実施予定

三重県 四日市市 ◎ ○ 実施済 ◎ 継続して実施予定

三重県 菰野町 ◎ 実施済 ○ 実施済 ◎ 継続して実施

三重県 朝日町 ■ ■ ■

三重県 川越町 ◎ ○ ◎

三重県 鈴鹿市 ◎ １３０万円以上の工事 ○ 当初目標通りに実施 ◎ 継続して実施予定

三重県 亀山市 ◎ ○ ◎

三重県 津市 ◎
１３０万円／件以上の工
事

○ ◎

三重県 松阪市 ◎ ○ ◎

三重県 多気町 ◎ ○
１３０万円／件以上の工
事

◎
１３０万円／件以上の工
事

三重県 明和町 ◎ ○ ◎

三重県 大台町 ● ● ●

三重県 伊勢市 ◎ ○ ◎

三重県 玉城町 ■ ■ ■

三重県 大紀町 ■ ■ ■

三重県 南伊勢町 ■ ■ ■

三重県 度会町 ■ ■ ■

三重県 鳥羽市 ◎ ○ ◎

三重県 志摩市 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、
目標に変更無し

◎ 継続して実施予定

三重県 伊賀市 ◎ ５００万円/件以上の工事 ○
既に実施済みであるた
め、
目標に変更無し

◎ 継続して実施予定

三重県 名張市 ◎ １３０万円/件以上の工事 ○
既に実施済みであるた
め、
目標に変更無し

◎ 継続して実施予定

三重県 尾鷲市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無
い

三重県 紀北町 ◎ １００万円以上の工事 ○ ◎

三重県 熊野市 ◎
１３０万円以上の工事が
対象

○ ◎

三重県 御浜町 ◎ ○ ◎

三重県 紀宝町 ◎ ○ ◎
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記載例 ●

1,000万円以上の工事については特
記仕様書にて国交省準拠とするよう
示している。
独自のマニュアルは整備する予定
はない。

○ ○ 適用を全ての工事に変更。 ◎
原則として全ての工事に適用する。
基準は国交省に準拠とする。

協議会 警察庁中部管区警察局 ◎ ○ ◎

協議会 警察庁中部管区警察学校 ◎
仕様書に記載。独自のマ
ニュアルの整備予定はな
い

○ 既に実施済み。 ◎
仕様書に記載。独自のマ
ニュアルの整備予定はな
い

協議会 財務省東海財務局 ■ ■ ■

協議会 財務省名古屋税関 ■ - ■ - ■

協議会 国税庁名古屋国税局 ■ - ■ 実施予定無しに変更無し。 ■

協議会 厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

協議会 農林水産省東海農政局 ◎ ○
既に実施済みであるため、
目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 林野庁中部森林管理局 ◎ 実施済み。 ○ 既に実施済み。 ◎ 継続して実施予定。

協議会 経済産業省中部経済産業局 ■
該当工事なし。（国土交通
省に準拠）

■ 該当工事なし ■
該当工事なし。（国土交通
省に準拠）

協議会 国土交通省中部地方整備局 ◎ ○ ◎

協議会 国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

協議会
海上保安庁
第四管区海上保安本部

■ ■ ■

協議会 環境省中部地方環境事務所 ■ ■ 実施予定なしに変わり無し ■ 実施予定無し

協議会 岐阜県 ◎

現場必携に「工事安全衛生管理
点検表」を整備済
HPにより事故情報、事故原因の
情報提供を継続

○ 事故情報の提供を継続 ◎ 事故情報の提供を継続

協議会 静岡県 ◎

工事共通仕様書に国交省準拠と
するよう示している。独自のマ
ニュアルは整備する予定はな
い。

○ ◎

協議会 愛知県 ◎

250万円以上の工事については
特記仕様書にて国交省準拠とす
るよう示している。
独自のマニュアルは整備する予
定はない。

○
既に実施済みのため目標
に変更無し。

◎ 継続して実施予定

協議会 三重県 ◎ ○ ◎

協議会 静岡市 ◎
静岡市土木工事共通仕様書にて
国交省、各種協会等の指針を参
考にするよう示している。

○ ◎

協議会 浜松市 ◎

工事共通仕様書に国交省準拠と
するよう示している。独自のマ
ニュアルは整備する予定はな
い。

○ ◎ 継続して実施予定

協議会 名古屋市 ● ○ 一部の発注局で実施。 ●

協議会
中日本高速道路株式会社
名古屋支社

■ ■ ■

協議会 （独）都市再生機構中部支社 ■
一部工事において、総括監督員
による安全パトロールの実施

■
一部工事において、総括監督員
による安全パトロールの実施

■
現時点で、本社からの予
定等の情報は、無し

協議会
（独）日本原子力研究開発機
構
東濃地科学センター

■
国交省に準拠した指導を
行なっている。

■ ■
基準は国交省に準拠とす
る。

協議会 （独）水資源機構中部支社 ◎ ○
既に実施済みであるため、
目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 静岡県道路公社 ■ ○ ○
静岡県に準拠し実施して
いる

◎

協議会 愛知県道路公社 ◎ 愛知県に準拠 ○
既に実施済みであるため、
目標に変更無し

◎ 継続して実施予定

協議会 三重県道路公社 ◎ 三重県準拠 ○ 三重県準拠 ◎ 三重県準拠

協議会 名古屋高速道路公社 ◎ ○ ◎

協議会 名古屋港管理組合 ◎
共通仕様書に国交省を準拠する
よう記載。独自のマニュアルの整
備予定はない

○
既に実施済みであるため、
目標に変更無し

◎ 継続して実施予定

協議会 四日市港管理組合 ◎ ○ ◎

協議会
日本下水道事業団
東海総合事務所

○ 独自基準 ○ 全ての工事に適用する。 ◎
全ての工事に適用する予
定。

区分

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度公共工
事施工の
安全指針・
マニュアル
にに関する
実施目標
の達成状

況

備考欄

平成25年
度公共工
事施工の
安全指針・
マニュアル
に関する実

施目標

組織名 備考欄

平成24年
度公共工
事施工の
安全指針・
マニュアル
に関する実

施目標

備考欄
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区分

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度公共工
事施工の
安全指針・
マニュアル
にに関する
実施目標
の達成状

況

備考欄

平成25年
度公共工
事施工の
安全指針・
マニュアル
に関する実

施目標

組織名 備考欄

平成24年
度公共工
事施工の
安全指針・
マニュアル
に関する実

施目標

備考欄

岐阜県 岐阜市 ◎ (県の現場必携を利用) ○ ◎

岐阜県 大垣市 ● ● ●

岐阜県 高山市 ■
独自マニュアルを整備する
予定はない。

■
独自マニュアルを整備する
予定なしに変更なし

■ 変更予定なし

岐阜県 多治見市 ■ ■ ■

岐阜県 関市 ■ ■ ■
独自のマニュアルは整備
する予定はない。

岐阜県 中津川市 ■ ■ ■

岐阜県 美濃市 ■ ■ ■

岐阜県 瑞浪市 ■ ■ ■

岐阜県 羽島市 ■ ■ ■

岐阜県 恵那市 ■ ■ ■

岐阜県 美濃加茂市 ■ ■ ■

岐阜県 土岐市 ■ ■ ■

岐阜県 各務原市 ■ ■ ■

岐阜県 可児市 ■ ■ 変更無し。 ■

岐阜県 山県市 ■ ■
実施予定無しに変わりな
し。

■
実施予定無しに変わりな
し。

岐阜県 瑞穂市 ■ ■ ■

岐阜県 飛騨市 ■ ■ ■

岐阜県 本巣市 ● ● ●

岐阜県 郡上市 ■
独自のマニュアル整備予
定なし

■ ■

岐阜県 下呂市 ■ ■ ■

岐阜県 海津市 ■ ■ ■

岐阜県 岐南町 ■ ■ ■

岐阜県 笠松町 ■ ■ ■

岐阜県 養老町 ■ ■ ■

岐阜県 垂井町 ■ ■ ■

岐阜県 関ヶ原町 ■ ■ ■

岐阜県 神戸町 ■ ■ ■

岐阜県 輪之内町 ■ ■ ■

岐阜県 安八町 ■ ■ ■

岐阜県 揖斐川町 ■ ■ ■

岐阜県 大野町 ■ ■ ■

岐阜県 池田町 ■ ■ ■

岐阜県 北方町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

岐阜県 坂祝町 ■ ■ ■

岐阜県 富加町 ■ ■ ■

岐阜県 川辺町 ■ ■ ■

岐阜県 七宗町 ● ● ●

岐阜県 八百津町 ■ ■ ■

岐阜県 白川町 ■ ■ ■

岐阜県 東白川村 ■ ■ ■

岐阜県 御嵩町 ■ ■ ■

岐阜県 白川村 ■ ■ ■
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区分

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度公共工
事施工の
安全指針・
マニュアル
にに関する
実施目標
の達成状

況

備考欄

平成25年
度公共工
事施工の
安全指針・
マニュアル
に関する実

施目標

組織名 備考欄

平成24年
度公共工
事施工の
安全指針・
マニュアル
に関する実

施目標

備考欄

静岡県 下田市 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

静岡県 東伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 南伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 河津町 ■ ■ ■

静岡県 松崎町 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無し。

静岡県 西伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 熱海市 ■ ■ ●

静岡県 伊東市 ■ ■ ■

静岡県 沼津市 ■ ■ ■

静岡県 三島市 ■ ■ ■

静岡県 御殿場市 ● ● ●

静岡県 裾野市 ■ ■ ■

静岡県 伊豆市 ■ ■ ◎

静岡県 伊豆の国市 ■ ■ ■

静岡県 函南町 ■ ■ ■

静岡県 清水町 ■ ■ ■

静岡県 長泉町 ■ ■ ■

静岡県 小山町 ■ ■ ■

静岡県 富士宮市 ■ ■ ■

静岡県 富士市 ●
建設現場における安全衛
生管理は情報として公開

●
施工プロセスチェックにより、安
全対策実施状況を確認

●
建設現場における安全衛生管理
は情報として公開を継続

静岡県 焼津市 ■ ■ ■

静岡県 藤枝市 ■ ■ ■

静岡県 島田市 ■ ■ ■

静岡県 川根本町 ■ ■ ○

静岡県 御前崎市 ■ ■ ■

静岡県 牧之原市 ■ ■ ■

静岡県 吉田町 ■ ■ ■

静岡県 磐田市 ■ ■ ■

静岡県 掛川市 ■ ■ ■

静岡県 袋井市 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定なしに変更なし。 ■
実施予定は無いが、実施検
討のための情報収集は行う。

静岡県 菊川市 ■ ■ ■

静岡県 森町 ■ ■ ■

静岡県 湖西市 ■ ■ ■
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区分

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度公共工
事施工の
安全指針・
マニュアル
にに関する
実施目標
の達成状

況

備考欄

平成25年
度公共工
事施工の
安全指針・
マニュアル
に関する実

施目標

組織名 備考欄

平成24年
度公共工
事施工の
安全指針・
マニュアル
に関する実

施目標

備考欄

愛知県 豊橋市 ○ ○ 目標に変更無し。 ◎ 継続して実施予定。

愛知県 岡崎市 ■ ■ ■

愛知県 一宮市 ■ ■ ■

愛知県 瀬戸市 ■ ■
国の指針を参考としてい
る。

■
国の指針を参考として行っ
ていく予定

愛知県 半田市 ■ ■ ■

愛知県 春日井市 ■ ■ ■

愛知県 豊川市 ■ ■ ■

愛知県 津島市 ■ ■ ■

愛知県 碧南市 ■ ■ ■

愛知県 刈谷市 ● ■ ●

愛知県 豊田市 ■
特記仕様書にて事故防止重点対
策を実施するよう示している。

■
独自のマニュアルは整備する予
定はないため、目標に変更無し。

■
独自のマニュアルは整備する予
定はないため、目標に変更無し。

愛知県 安城市 ■ ■ ■

愛知県 西尾市 ■ ■ ■

愛知県 蒲郡市 ■ ■ ■

愛知県 犬山市 ■ ■ ■

愛知県 常滑市 ■ ■ ■

愛知県 江南市 ■ ■ ■

愛知県 小牧市 ■ ■ ■

愛知県 稲沢市 ■ ■ ■

愛知県 新城市 ■ ■ ■

愛知県 東海市 ■ ■ ■

愛知県 大府市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

○
原則として全ての工事に適用す
る。基準は国交省に準拠とする。

愛知県 知多市 ● ● ●

愛知県 知立市 ■ ■ ■

愛知県 尾張旭市 ■ ■ ■

愛知県 高浜市 ■ ■ ■

愛知県 岩倉市 ■ ■ ■

愛知県 豊明市 ■ ■ ■

愛知県 日進市 ■ 予定無し ■ 予定無し ■ 予定無し

愛知県 田原市 ■
独自のマニュアルは整備
する予定はない。

■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

愛知県 愛西市 ■ ■ ■

愛知県 清須市 ■ ■ ■

愛知県 北名古屋市 ■ ■ ■

愛知県 弥富市 ■ ■ ■

愛知県 東郷町 ■ ■ ■

愛知県 長久手市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 未定

愛知県 豊山町 ■ ■ ■

愛知県 大口町 ■ ■ ■

愛知県 扶桑町 ■ ■ ■

愛知県 あま市 ■ ■ ■

愛知県 大治町 ■ ■ ■

愛知県 蟹江町 ■ ■ ■

愛知県 飛島村 ■ ■ ■

愛知県 阿久比町 ■ ■ ■

愛知県 東浦町 ■ ■ ■

愛知県 南知多町 ■ ■ ■

愛知県 美浜町 ■ ■ ■
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区分

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度公共工
事施工の
安全指針・
マニュアル
にに関する
実施目標
の達成状

況

備考欄

平成25年
度公共工
事施工の
安全指針・
マニュアル
に関する実

施目標

組織名 備考欄

平成24年
度公共工
事施工の
安全指針・
マニュアル
に関する実

施目標

備考欄

愛知県 武豊町 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無し。 ■
町独自の指針作成の実施予
定なし。当面は愛知県に準
拠

愛知県 幸田町 ■ ■ ■

愛知県 みよし市 ■ ■ ■

愛知県 設楽町 ■ ■ ■

愛知県 東栄町 ■ ■ ■

愛知県 豊根村 ■ 実施予定なし ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し
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区分

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度公共工
事施工の
安全指針・
マニュアル
にに関する
実施目標
の達成状

況

備考欄

平成25年
度公共工
事施工の
安全指針・
マニュアル
に関する実

施目標

組織名 備考欄

平成24年
度公共工
事施工の
安全指針・
マニュアル
に関する実

施目標

備考欄

三重県 桑名市 ■ ■ ■

三重県 木曽岬町 ■ ■ 整備予定なし ■ 整備予定なし

三重県 いなべ市 ■ ■ ■

三重県 東員町 ■
特記仕様書にて三重県に準拠す
るよう示しており、マニュアル整
備の予定は無し。

■ 変更無し ■ 変更無し

三重県
四日市市
営繕工務課（建築）

■ ■ 実施予定無しに変わり無し ■

全ての工事に対し国交省準拠す
るよう示している。
独自のマニュアルは整備する予
定はない。

三重県
四日市市
道路整備課（土木）

◎ ○ ◎

三重県 菰野町 ■ 整備予定なし ■ 整備予定なし ■ 整備予定なし

三重県 朝日町 ■ ■ ■

三重県 川越町 ■ ■ ■

三重県 鈴鹿市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無し。
次年度導入に向け検討中。

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

三重県 亀山市 ■ ■ ■

三重県 津市 ◎ 三重県準拠 ○ 三重県準拠 ◎ 三重県準拠

三重県 松阪市 ■ ■ ■

三重県 多気町 ■ ■ ■

三重県 明和町 ■ ■ ■

三重県 大台町 ■ ■ ■

三重県 伊勢市 ■ ■ ■

三重県 玉城町 ■ ■ ■

三重県 大紀町 ■ ■ ■

三重県 南伊勢町 ■ ■ ■

三重県 度会町 ■ ■ ■

三重県 鳥羽市 ■ ■ ■

三重県 志摩市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■

三重県 伊賀市 ■ 予定なし ■ 実施なし ■ 予定なし

三重県 名張市 ■ ■ ■

三重県 尾鷲市 ■ ■ 実施予定無しに変わり無し ■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

三重県 紀北町 ■
独自のマニュアルは整備
する予定なし。

■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

三重県 熊野市 ■ ■ ■

三重県 御浜町 ■ ■ ■

三重県 紀宝町 ■ ■ ■
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記載例 ●
総合評価方式実施工事について試
行 ●

実施予定無しに変わり無し。
次年度より本格運用を行う要検討
中。

○ 本格運用を開始予定。

協議会 警察庁中部管区警察局 ◎ ○ ◎

協議会 警察庁中部管区警察学校 ◎ ○ ◎ 継続して実施予定。

協議会 財務省東海財務局 ◎ ○ ◎

協議会 財務省名古屋税関 ◎ ○ ◎

協議会 国税庁名古屋国税局 ◎ ○ ◎

協議会 厚生労働省東海北陸厚生局 ◎ ○ 該当工事なし ◎

協議会 厚生労働省岐阜労働局 ◎ 100万円／件以上の工事 ○ ◎

協議会 厚生労働省静岡労働局 ◎ ○ ◎

協議会 厚生労働省愛知労働局 ○ ○
１００万円以上の工事。
本年度より実施。

◎

協議会 厚生労働省三重労働局 ◎ ○ 工事に関する入札なし ◎

協議会 農林水産省東海農政局 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 林野庁中部森林管理局 ◎ 実施済み。 ○ 既に実施済み。 ◎ 継続して実施予定。

協議会 経済産業省中部経済産業局 ◎ 250万円/件以上の工事 ○ 既に実施済み。 ◎ 継続して実施予定。

協議会 国土交通省中部地方整備局 ◎ ○ ◎

協議会 国土交通省中部運輸局 ◎ ○ ◎

協議会
海上保安庁
第四管区海上保安本部

◎ ○ ◎

協議会 環境省中部地方環境事務所 ◎ ○ ◎ 継続して実施

協議会 岐阜県 ●
農政部、林政部及び県土整備
部の、予定価格８千万円以上で
試行

○
当初目標どおりに実施中。
次年度の試行内容について検
討中。

●
継続して試行を実施予
定。

協議会 静岡県 ◎ ○ ◎

協議会 愛知県 ■ 事前公表 ■ 事前公表 ■ 事前公表

協議会 三重県 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

● 実施検討中

協議会 静岡市 ●
総合評価方式（標準型）で
実施するもののうちの一
部を対象に試行

○ 50件実施 ●
総合評価方式の標準型は全
件、それ以外は発注件数の２割
程度を実施する。

協議会 浜松市 ◎ ○ ◎ 継続実施

協議会 名古屋市 ■ ■ ■

協議会
中日本高速道路株式会社
名古屋支社

◎ ○ ◎

協議会 （独）都市再生機構中部支社 ◎
一部を除く（２５０万円以
下、随意契約除く）

○ ◎
一部を除く（２５０万円以
下、随意契約除く）

協議会
（独）日本原子力研究開発機
構
東濃地科学センター

● ■ 対象案件無し ●

協議会 （独）水資源機構中部支社 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 静岡県道路公社 ◎ ○ 実施済み ◎ 継続して実施予定

協議会 愛知県道路公社 ■
随契工事を除き設計額250万円
以上の工事は予定価格を事前
公表

■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定なし

協議会 三重県道路公社 ■ ■ ■

協議会 名古屋高速道路公社 ■ ■ ■

協議会 名古屋港管理組合 ■
予定価格1000万円以上の工事
は予定価格を事前公表

■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

協議会 四日市港管理組合 ■ ■ ■

協議会
日本下水道事業団
東海総合事務所

◎
全ての工事において事後
公表を実施

○
全ての工事において事後
公表を実施

◎
全ての工事において事後
公表を継続して実施予定

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度予定価
格の事後
公表への
移行に関

する実施目
標の達成

状況

区bん 備考欄

平成25年
度予定価
格の事後
公表への
移行に関

する実施目
標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名

平成24年
度予定価
格の事後
公表への
移行に関

する実施目
標

備考欄
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目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度予定価
格の事後
公表への
移行に関

する実施目
標の達成

状況

区bん 備考欄

平成25年
度予定価
格の事後
公表への
移行に関

する実施目
標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名

平成24年
度予定価
格の事後
公表への
移行に関

する実施目
標

備考欄

岐阜県 岐阜市 ■ ■ 実施していない ■
事後公表へ移行する予定
はない。

岐阜県 大垣市 ■ ■ ■

岐阜県 高山市 ◎
130万円以上全ての工事
で実施

○ 変更予定なし ◎ 変更予定なし

岐阜県 多治見市 ◎ ○ ◎

岐阜県 関市 ■ ■ ■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無
い

岐阜県 中津川市 ●
2000万円以上事前公表
2000万円未満事後公表

● 現状と変わり無し ● 現状と変わり無し

岐阜県 美濃市 ■ ■ ■

岐阜県 瑞浪市 ■ ● ●
事後公表一部試行を実
施。

●
事後公表一部試行を実
施。移行検討をする。

岐阜県 羽島市 ●
１３０万円以下
事後公表

●
１３０万円以下
事後公表

●
１３０万円以下
事後公表

岐阜県 恵那市 ■ ■ ■

岐阜県 美濃加茂市 ■ ■ ■

岐阜県 土岐市 ◎ ○ ◎

岐阜県 各務原市 ■ ■ ■

岐阜県 可児市 ● ● ● 継続して試行を実施予定

岐阜県 山県市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定はないが、検討
を行う。

岐阜県 瑞穂市 ◎ ○ ◎

岐阜県 飛騨市 ◎ ○ ◎

岐阜県 本巣市 ■ ■ ■

岐阜県 郡上市 ■ ■ ■

岐阜県 下呂市 ● 一部試行実施 ●
一般競争入札のみ事後
公表を実施

●
一般競争入札のみ事後
公表を実施

岐阜県 海津市 ● ● ●

岐阜県 岐南町 ■ ■ ■

岐阜県 笠松町 ■ ■ ■

岐阜県 養老町 ■ ■ ■

岐阜県 垂井町 ■ ■ ■

岐阜県 関ヶ原町 ◎ ○ ◎

岐阜県 神戸町 ■ ■ ■

岐阜県 輪之内町 ■ ■ ■

岐阜県 安八町 ◎ ○ ◎

岐阜県 揖斐川町 ■ ■ ■

岐阜県 大野町 ■ ■ ■

岐阜県 池田町 ■ ■ ■

岐阜県 北方町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

岐阜県 坂祝町 ●
一般競争入札・電子入札
については事前公表

● ●

岐阜県 富加町 ● １３０万円以下事後公表 ● ●

岐阜県 川辺町 ● １３０万円以下事後公表 ● ●

岐阜県 七宗町 ■ 予定価格は事前公表 ■ ■

岐阜県 八百津町 ■ ■ ■

岐阜県 白川町 ■ ■ ■

岐阜県 東白川村 ◎ ○ ◎

岐阜県 御嵩町 ■ ■ ■

岐阜県 白川村 ● ● ●
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目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度予定価
格の事後
公表への
移行に関

する実施目
標の達成

状況

区bん 備考欄

平成25年
度予定価
格の事後
公表への
移行に関

する実施目
標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名

平成24年
度予定価
格の事後
公表への
移行に関

する実施目
標

備考欄

静岡県 下田市 ◎ ○ 既に実施済み ◎ 継続実施

静岡県 東伊豆町 ◎ ○ ◎

静岡県 南伊豆町 ◎ ○ ◎

静岡県 河津町 ◎ ○ ◎

静岡県 松崎町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

静岡県 西伊豆町 ◎ ○ ◎

静岡県 熱海市 ■ ● ○
原則、一般競争は事前・指名競
争は事後と併用している。

●

静岡県 伊東市 ■ ■ ■

静岡県 沼津市 ○ ○ Ｈ２４から事後公表 ◎

静岡県 三島市 ○ ● 96件中85件は事後公表 ●

静岡県 御殿場市 ■ ■ ■

静岡県 裾野市 ◎ ○ ◎

静岡県 伊豆市 ◎ ○ ◎

静岡県 伊豆の国市 ■ ■ ■

静岡県 函南町 ◎ ○ ◎

静岡県 清水町 ◎ ○ ◎

静岡県 長泉町 ◎ ○ ◎

静岡県 小山町 ◎ ○ ◎

静岡県 富士宮市 ●
予定価格が2,500万円未
満の入札で導入

●
予定価格2,500万円未満
の入札で導入

●
予定価格2,500万円未満
の入札で導入

静岡県 富士市 ◎ ○ ◎

静岡県 焼津市 ■ ■ ■
25年度中に事前公表につい
ての検証を行う予定

静岡県 藤枝市 ◎ ○ ◎

静岡県 島田市 ◎ ○ ◎

静岡県 川根本町 ◎ 全て事後公表 ○ ◎

静岡県 御前崎市 ◎ ○ ◎

静岡県 牧之原市 ◎ 全ての入札案件 ○ 全ての入札案件 ◎ 全ての入札案件

静岡県 吉田町 ◎ ○ ◎

静岡県 磐田市 ● 3000万円未満の工事 ○ 3000万円未満の工事 ● 3000万円未満の工事

静岡県 掛川市 ● 事前・事後の併用 ○ ● 事前・事後の併用

静岡県 袋井市 ◎
130万以上の工事は事後
公表

○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

静岡県 菊川市 ◎ ○ ◎

静岡県 森町 ◎ ○ ■ 事前公表

静岡県 湖西市 ◎ ○ ◎
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目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度予定価
格の事後
公表への
移行に関

する実施目
標の達成

状況

区bん 備考欄

平成25年
度予定価
格の事後
公表への
移行に関

する実施目
標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名

平成24年
度予定価
格の事後
公表への
移行に関

する実施目
標

備考欄

愛知県 豊橋市 ◎
1000万円以上の工事につ
いて事後公表

○ 目標に変更無し。 ◎ 継続して実施予定。

愛知県 岡崎市 ■ ■ ■

愛知県 一宮市 ■ ■ ■

愛知県 瀬戸市 ■ ■ ■

愛知県 半田市 ■
設計金額130万円を超え
る工事について事後公表

○ Ｈ２４の７月から実施 ◎
引き続き事後公表実施予
定。

愛知県 春日井市 ■ ■ ■

愛知県 豊川市 ■ ■ ■

愛知県 津島市 ◎ ○ ◎

愛知県 碧南市 ■ ■ ■

愛知県 刈谷市 ● 一部案件に適用 ○ ● 一部案件に適用

愛知県 豊田市 ◎ ○ ◎

愛知県 安城市 ■ ■ ■

愛知県 西尾市 ■ 予定価格を事前公表 ■ 予定価格を事前公表 ■ 予定価格を事前公表

愛知県 蒲郡市 ■ ■ ■

愛知県 犬山市 ■ ■ ■

愛知県 常滑市 ■
設計金額130万円以上を超
える建設工事は事前公表

■
実施予定無しに変わり無
し

●
基準金額以上の案件につい
て事後公表の試行予定

愛知県 江南市 ■ ■ ■

愛知県 小牧市 ■ ■ ■

愛知県 稲沢市 ●
2,000万円以下は事後公
表

○
2,000万円以下は事後公
表

●
2,000万円以下は事後公
表

愛知県 新城市 ■ 予定価格を事前公表 ■ ■

愛知県 東海市 ■ 予定価格を事前公表 ■ ■

愛知県 大府市 ■ ■ ■

愛知県 知多市 ■ ■ ■

愛知県 知立市 ■ ■ ■

愛知県 尾張旭市 ■ ■ ■

愛知県 高浜市 ■ ■ ■

愛知県 岩倉市 ●
概ね500万円以上の工事
は事前公表

○
500万円未満の工事を事
後公表

●
500万円未満の工事を事
後公表

愛知県 豊明市 ◎ ○ ◎

愛知県 日進市 ■ 予定価格を事前公表 ■
実施予定無しに変わり無
し

■
実施予定無しに変わり無
し

愛知県 田原市 ◎ 実施済み ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

愛知県 愛西市 ○
基本的に事後公表だが、
事前公表も行う。

○
基本的に事後公表だが、
事前公表も行う。

◎
総合評価落札方式の入
札は事前公表で行う。

愛知県 清須市 ■ ■ ■

愛知県 北名古屋市 ■ 予定価格を事前公表 ■ ■ 予定価格を事前公表

愛知県 弥富市 ○ 一部案件に適用 ● ○

愛知県 東郷町 ■ ■ ■

愛知県 長久手市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 未定

愛知県 豊山町 ■ 予定価格を事前公表 ■ ■

愛知県 大口町 ■ ■ ■

愛知県 扶桑町 ■ ■ ■

愛知県 あま市 ● ● ●

愛知県 大治町 ■ ■ ■

愛知県 蟹江町 ■ ■ ■

愛知県 飛島村 ◎ ○ ◎
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目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度予定価
格の事後
公表への
移行に関

する実施目
標の達成

状況

区bん 備考欄

平成25年
度予定価
格の事後
公表への
移行に関

する実施目
標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名

平成24年
度予定価
格の事後
公表への
移行に関

する実施目
標

備考欄

愛知県 阿久比町 ■ ■ ■ 予定価格を事前公表

愛知県 東浦町 ■ 予定価格を事前公表 ■ 予定価格を事前公表 ■ 予定価格を事前公表

愛知県 南知多町 ■ 予定価格を事前公表 ■ 予定価格を事前公表 ■ 予定価格を事前公表

愛知県 美浜町 ■ ■ ■

愛知県 武豊町 ■ 予定価格を事前公表 ■ 予定価格を事前公表 ■
H24年度に事後公表の検討はす
るが、実施まで至る予定はな
い。

愛知県 幸田町 ■ ■ ■

愛知県 みよし市 ■ ■ ■

愛知県 設楽町 ◎ ○ ◎

愛知県 東栄町 ●
予定価格1,000万円以上
は事後公表

● ●

愛知県 豊根村 ◎ 実施済 ○
既に実施済みであるため
目標に変更なし

◎ 継続して実施予定
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目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度予定価
格の事後
公表への
移行に関

する実施目
標の達成

状況

区bん 備考欄

平成25年
度予定価
格の事後
公表への
移行に関

する実施目
標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名

平成24年
度予定価
格の事後
公表への
移行に関

する実施目
標

備考欄

三重県 桑名市 ■ ■ ■

三重県 木曽岬町 ●
一般競争入札においては
事前公表

○ 予定に変更なし ● 前年度と変更なし

三重県 いなべ市 ◎ ○ ◎

三重県 東員町 ■ 実施予定無し ■ 変更無し ■ 変更無し

三重県 四日市市 ■ ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

三重県 菰野町 ■ 実施予定なし ■ ● 検討中

三重県 朝日町 ■ ■ ■

三重県 川越町 ■ ■ ■

三重県 鈴鹿市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無し。
次年度導入に向け検討中。

■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

三重県 亀山市 ◎ ○ ◎

三重県 津市 ■ ■ ■

三重県 松阪市 ◎ ○ ◎

三重県 多気町 ■ ■ ■

三重県 明和町 ◎ ○ ◎

三重県 大台町 ■ ■ ■

三重県 伊勢市 ● ● ●

三重県 玉城町 ◎ ○ ◎

三重県 大紀町 ■ ■ ■

三重県 南伊勢町 ■ ■ ■

三重県 度会町 ◎ ○ ◎

三重県 鳥羽市 ● ○ ●

三重県 志摩市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■

三重県 伊賀市 ●
総合評価方式実施工事に
ついて試行

○ 実施目標を達成 ●
総合評価方式実施工事に
ついて試行予定

三重県 名張市 ■ ■
設計価格のみ事前公表し、予定
価格は入札日のくじによって決
まる。

● 一部検討中

三重県 尾鷲市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

三重県 紀北町 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

三重県 熊野市 ◎ ○ ◎

三重県 御浜町 ◎ ○ ◎

三重県 紀宝町 ■ ■ ■
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記載例 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無

協議会 警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

協議会 警察庁中部管区警察学校 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■

協議会 財務省東海財務局 ■ ■ ■

協議会 財務省名古屋税関 ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

協議会 国税庁名古屋国税局 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■

協議会 厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省静岡労働局 ■ ■ 実施予定無し ■

協議会 厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■ 実施予定なし

協議会 農林水産省東海農政局 ●
情報収集した資料をもとに
活用方法検討

■ 情報収集 ■ 情報収集を継続予定。

協議会 林野庁中部森林管理局 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

協議会 経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし

協議会 国土交通省中部地方整備局 ◎
導入することが有効な工
事全て

○ ◎

協議会 国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

協議会
海上保安庁
第四管区海上保安本部

■ ■ ■

協議会 環境省中部地方環境事務所 ■ ■ 実施予定なしに変わり無し ■ 実施予定なし

協議会 岐阜県 ◎
電子メールを活用した情
報共有を実施

○ 目標を達成 ◎
引き続き、電子メールを活
用した情報共有を実施

協議会 静岡県 ■ ■ ■

協議会 愛知県 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無し。

協議会 三重県 ●
30件の工事で実証実験予
定

● 実証実験実施に変更無し ● 引き続き実証実験を行う

協議会 静岡市 ● 実証実験結果の検証 ■ ■
実証実験の結果、実施な
し。

■ 実施予定無し

協議会 浜松市 ■ 実施予定無し。 ■ ■ 実施予定無し。

協議会 名古屋市 ■ ■ ■

協議会
中日本高速道路株式会社
名古屋支社

◎ ○ ◎

協議会 （独）都市再生機構中部支社 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無しに変更なし ■
現時点で、本社からの予
定等の情報は、無し

協議会
（独）日本原子力研究開発機
構

■ ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

協議会 （独）水資源機構中部支社 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

協議会 静岡県道路公社 ■ ■ ■

協議会 愛知県道路公社 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

協議会 三重県道路公社 ■ ■ ■

協議会 名古屋高速道路公社 ■ ■ ■

協議会 名古屋港管理組合 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し

協議会 四日市港管理組合 ■ ■ ■

協議会
日本下水道事業団
東海総合事務所

■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

区分 備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

平成24年
度受発注
者間の工
事情報の

共有に関す
る実施目標

備考欄
目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度工受発
注者間の
工事情報

の共有に関
する実施目
標の達成

状況

備考欄

平成25年
度受発注
者間の工
事情報の

共有に関す
る実施目標

組織名
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区分 備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

平成24年
度受発注
者間の工
事情報の

共有に関す
る実施目標

備考欄
目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度工受発
注者間の
工事情報

の共有に関
する実施目
標の達成

状況

備考欄

平成25年
度受発注
者間の工
事情報の

共有に関す
る実施目標

組織名

岐阜県 岐阜市 ■ 実施予定なし ■ 実施の予定無し ■ 現時点で実施の予定無し

岐阜県 大垣市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

岐阜県 高山市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

岐阜県 多治見市 ■ ■ ■

岐阜県 関市 ■ ■ ■

岐阜県 中津川市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■
実施予定無しに変わり無
し

岐阜県 美濃市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

岐阜県 瑞浪市 ■ ■ ■

岐阜県 羽島市 ■ ■ ■

岐阜県 恵那市 ■ ■ ■

岐阜県 美濃加茂市 ■ ■ ■

岐阜県 土岐市 ■ ■ ■

岐阜県 各務原市 ■ ■ ■

岐阜県 可児市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し

岐阜県 山県市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し

岐阜県 瑞穂市 ■ ■ ■

岐阜県 飛騨市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 未定

岐阜県 本巣市 ■ ■ ■

岐阜県 郡上市 ■ ■ ■

岐阜県 下呂市 ■ ■ ■

岐阜県 海津市 ■ ■ ■

岐阜県 岐南町 ■ ■ ■

岐阜県 笠松町 ■ ■ ■

岐阜県 養老町 ■ ■ ■

岐阜県 垂井町 ■ ■ ■

岐阜県 関ヶ原町 ■ ■ ■

岐阜県 神戸町 ■ ■ ■

岐阜県 輪之内町 ■ ■ ■

岐阜県 安八町 ■ ■ ■

岐阜県 揖斐川町 ■ ■ ■

岐阜県 大野町 ■ ■ ■

岐阜県 池田町 ■ ■ ■

岐阜県 北方町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

岐阜県 坂祝町 ■ ■ ■

岐阜県 富加町 ■ ■ ■

岐阜県 川辺町 ■ 実施予定無し。 ■ ■

岐阜県 七宗町 ● ● ●

岐阜県 八百津町 ■ ■ ■

岐阜県 白川町 ■ ■ ■

岐阜県 東白川村 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

岐阜県 御嵩町 ■ ■ ■

岐阜県 白川村 ■ ■ ■
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区分 備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

平成24年
度受発注
者間の工
事情報の

共有に関す
る実施目標

備考欄
目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度工受発
注者間の
工事情報

の共有に関
する実施目
標の達成

状況

備考欄

平成25年
度受発注
者間の工
事情報の

共有に関す
る実施目標

組織名

静岡県 下田市 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

静岡県 東伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 南伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 河津町 ■ ■ ■

静岡県 松崎町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

静岡県 西伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 熱海市 ■ ■ ■

静岡県 伊東市 ■ ■ ■

静岡県 沼津市 ■ ■ ■

静岡県 三島市 ■ ■ ■

静岡県 御殿場市 ■ ■ ■

静岡県 裾野市 ■ ■ ■

静岡県 伊豆市 ■ ■ ■

静岡県 伊豆の国市 ■ ■ ■

静岡県 函南町 ■ ■ ■

静岡県 清水町 ■ ■ ■

静岡県 長泉町 ■ ■ ■

静岡県 小山町 ■ ■ ■

静岡県 富士宮市 ◎ ○ ◎

静岡県 富士市 ■ ■ ■

静岡県 焼津市 ■ ■ ■

静岡県 藤枝市 ■ ■ ■

静岡県 島田市 ■ ■ ■

静岡県 川根本町 ■ ■ ■

静岡県 御前崎市 ■ ■ ■

静岡県 牧之原市 ■ ■ ■

静岡県 吉田町 ■ 実施予定無し。 ■ ■

静岡県 磐田市 ■ ■ ■

静岡県 掛川市 ■ ■ ■

静岡県 袋井市 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定なしに変更なし。 ■
実施予定は無いが、実施検討の
ための情報収集は行う。

静岡県 菊川市 ■ ■ ■

静岡県 森町 ◎ ○ ◎

静岡県 湖西市 ■ ■ ■
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区分 備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

平成24年
度受発注
者間の工
事情報の

共有に関す
る実施目標

備考欄
目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度工受発
注者間の
工事情報

の共有に関
する実施目
標の達成

状況

備考欄

平成25年
度受発注
者間の工
事情報の

共有に関す
る実施目標

組織名

愛知県 豊橋市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

愛知県 岡崎市 ■ ■ ■

愛知県 一宮市 ■ ■ ■

愛知県 瀬戸市 ■ ■ ■

愛知県 半田市 ■ ■ ■

愛知県 春日井市 ■ ■ ■

愛知県 豊川市 ● ● ●

愛知県 津島市 ■ ■ ■

愛知県 碧南市 ■ ■ ■

愛知県 刈谷市 ■ ■ ■

愛知県 豊田市 ■ ■ ■

愛知県 安城市 ■ ■ ■

愛知県 西尾市 ■ ■ ■

愛知県 蒲郡市 ■ ■ ■

愛知県 犬山市 ■ ■ ■

愛知県 常滑市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■

愛知県 江南市 ■ ■ ■

愛知県 小牧市 ■ ■ ■

愛知県 稲沢市 ■ ■ ■

愛知県 新城市 ■ ■ ■

愛知県 東海市 ■ ■ ■

愛知県 大府市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

愛知県 知多市 ■ ■ ■

愛知県 知立市 ■ ■ ■

愛知県 尾張旭市 ■ ■ ■

愛知県 高浜市 ■ ■ ■

愛知県 岩倉市 ■ ■ ■

愛知県 豊明市 ■ ■ ■

愛知県 日進市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

愛知県 田原市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

愛知県 愛西市 ■ ■ ■

愛知県 清須市 ■ ■ ■

愛知県 北名古屋市 ■ ■ ■

愛知県 弥富市 ■ ■ ■

愛知県 東郷町 ■ ■ ■

愛知県 長久手市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 未定

愛知県 豊山町 ■ ■ ■

愛知県 大口町 ■ ■ ■

愛知県 扶桑町 ■ ■ ■

愛知県 あま市 ■ ■ ■

愛知県 大治町 ■ ■ ■

愛知県 蟹江町 ■ ■ ■

愛知県 飛島村 ■ ■ ■
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区分 備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

平成24年
度受発注
者間の工
事情報の

共有に関す
る実施目標

備考欄
目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度工受発
注者間の
工事情報

の共有に関
する実施目
標の達成

状況

備考欄

平成25年
度受発注
者間の工
事情報の

共有に関す
る実施目標

組織名

愛知県 阿久比町 ■ ■ ■

愛知県 東浦町 ■ ■ ■

愛知県 南知多町 ■ ■ ■

愛知県 美浜町 ■ ■ ■

愛知県 武豊町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

愛知県 幸田町 ■ ■ ■

愛知県 みよし市 ■ ■ ■

愛知県 設楽町 ■ ■ ■

愛知県 東栄町 ■ ■ 実施予定に変わりなし ■ 実施検討も含め予定なし

愛知県 豊根村 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

38



様式１

　 　 　

区分 備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

平成24年
度受発注
者間の工
事情報の

共有に関す
る実施目標

備考欄
目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度工受発
注者間の
工事情報

の共有に関
する実施目
標の達成

状況

備考欄

平成25年
度受発注
者間の工
事情報の

共有に関す
る実施目標

組織名

三重県 桑名市 ■ ■ ■

三重県 木曽岬町 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

三重県 いなべ市 ■ ■ ■

三重県 東員町 ■ 実施予定無し ■ 変更なし ■ 変更なし

三重県 四日市市 ■ ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

三重県 菰野町 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

三重県 朝日町 ■ ■ ■

三重県 川越町 ■ ■ ■

三重県 鈴鹿市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

三重県 亀山市 ■ ■ ■

三重県 津市 ■ ■ ■

三重県 松阪市 ■ ■ ■

三重県 多気町 ■ ■ ■

三重県 明和町 ■ ■ ■

三重県 大台町 ■ ■ ■

三重県 伊勢市 ■ ■ ■

三重県 玉城町 ■ ■ ■

三重県 大紀町 ■ ■ ■

三重県 南伊勢町 ■ ■ ■

三重県 度会町 ■ ■ ■

三重県 鳥羽市 ■ ■ ■

三重県 志摩市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■

三重県 伊賀市 ■ 予定なし ■ 実施なし ■ 予定なし

三重県 名張市 ■ ■ ■

三重県 尾鷲市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

三重県 紀北町 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

三重県 熊野市 ■ ■ ■

三重県 御浜町 ■ ■ ■

三重県 紀宝町 ■ ■ ■
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記載例 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行にまで
至る予定では無い。

協議会 警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

協議会 警察庁中部管区警察学校 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■

協議会 財務省東海財務局 ■ ■ ■

協議会 財務省名古屋税関 ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

協議会 国税庁名古屋国税局 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■

協議会 厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省静岡労働局 ■ ■ 実施予定無し ■

協議会 厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■ 実施予定無し

協議会 農林水産省東海農政局 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 林野庁中部森林管理局 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

協議会 経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし

協議会 国土交通省中部地方整備局 ◎ ○ ◎

協議会 国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

協議会 海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■

協議会 環境省中部地方環境事務所 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

協議会 岐阜県 ◎ 資材価格のみ ● ○ 資材価格は達成 ● 資材価格のみ

協議会 静岡県 ◎ ○ ◎

協議会 愛知県 ● 資材単価のみ ● 資材単価のみ ● 資材単価のみ

協議会 三重県 ● 資材価格のみ情報共有 ○
資材価格のみ情報共有に
変更なし

● 資材価格のみ情報共有

協議会 静岡市 ● 資材単価のみ ● 資材単価のみ ● 資材単価のみ

協議会 浜松市 ● 資材単価のみ ● 資材単価のみ ● 資材単価のみ

協議会 名古屋市 ■ 目標訂正 ■ 達成状況訂正 ■

協議会
中日本高速道路株式会社
名古屋支社

◎ ○ ◎

協議会 （独）都市再生機構中部支社 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
現時点で、本社からの予
定等の情報は、無し

協議会
（独）日本原子力研究開発機
構
東濃地科学センター

■ ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

協議会 （独）水資源機構中部支社 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

協議会 静岡県道路公社 ◎ ○ ◎

協議会 愛知県道路公社 ●
資材価格のみ愛知県より
情報を受けている

○ 目標に変更無し ● 目標に変更無し

協議会 三重県道路公社 ●
資材価格のみ三重県より
情報を受けている

● ●

協議会 名古屋高速道路公社 ◎ ○ ◎

協議会 名古屋港管理組合 ●
他官公庁より資材価格の
み情報提供を受けている

○ 現状に変わりなし。 ●
引き続き他官公庁より資材価格
のみ情報提供を受ける予定。

協議会 四日市港管理組合 ■ ■ ■

協議会
日本下水道事業団
東海総合事務所

■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

区分
目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度資材単

価、需給動
向に関する
情報共有に
関する実施
目標の達
成状況

平成24年
度資材単

価、需給動
向に関する
情報共有に
関する実施

目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

備考欄

平成25年
度資材単

価、需給動
向に関する
情報共有に
関する実施

目標

備考欄組織名
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区分
目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度資材単

価、需給動
向に関する
情報共有に
関する実施
目標の達
成状況

平成24年
度資材単

価、需給動
向に関する
情報共有に
関する実施

目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

備考欄

平成25年
度資材単

価、需給動
向に関する
情報共有に
関する実施

目標

備考欄組織名

岐阜県 岐阜市 ○ 岐阜県のシステムを利用 ○ ◎

岐阜県 大垣市 ◎ ○ ◎

岐阜県 高山市 ◎ 岐阜県のシステムを利用 ○ 実施状況に変更なし ◎ 引続き実施

岐阜県 多治見市 ■ ○ ○
従前から岐阜県のシステムを利
用しているので、今年度から達
成とする。

◎ 岐阜県のシステムを利用

岐阜県 関市 ■ ■ ●

岐阜県 中津川市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■
実施予定無しに変わり無
し

岐阜県 美濃市 ■ ● ●
岐阜県の積算システムを
利用している。

●
岐阜県の積算システムを
利用している。

岐阜県 瑞浪市 ■ ■ ■

岐阜県 羽島市 ◎ 岐阜県のシステムを利用 ○ 岐阜県のシステムを利用 ◎ 岐阜県のシステムを利用

岐阜県 恵那市 ■ ■ ■

岐阜県 美濃加茂市 ■ ■ ■

岐阜県 土岐市 ■ ■ ■

岐阜県 各務原市 ■ ○ ○ 岐阜県のシステムを利用 ◎ 岐阜県のシステムを利用

岐阜県 可児市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し

岐阜県 山県市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し

岐阜県 瑞穂市 ■ ■ ■

岐阜県 飛騨市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 未定

岐阜県 本巣市 ■ ■ ■

岐阜県 郡上市 ■ 県システムを利用 ○ ○ 岐阜県のシステムを利用 ◎ 岐阜県のシステムを利用

岐阜県 下呂市 ■ ■ ■

岐阜県 海津市 ◎ 県システムを利用 ○ 県システムを利用 ◎ 県システムを利用

岐阜県 岐南町 ■ ■ ■

岐阜県 笠松町 ■ ■ ■

岐阜県 養老町 ■ ■ ■

岐阜県 垂井町 ■ ■ ■

岐阜県 関ヶ原町 ■ ■ ■

岐阜県 神戸町 ■ ■ ■

岐阜県 輪之内町 ■ ■ ■

岐阜県 安八町 ■ ■ ■

岐阜県 揖斐川町 ■ ■ ■

岐阜県 大野町 ■ ■ ■

岐阜県 池田町 ■ ■ ■

岐阜県 北方町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

岐阜県 坂祝町 ■ ■ ■

岐阜県 富加町 ■ ■ ■

岐阜県 川辺町 ■ ■ ■

岐阜県 七宗町 ● ● ●

岐阜県 八百津町 ■ ■ ■

岐阜県 白川町 ■ ■ ■

岐阜県 東白川村 ■ 実施予定なし ■ 実施予定無し ■ 実施予定なし

岐阜県 御嵩町 ■ ■ ■

岐阜県 白川村 ■ ■ ■
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区分
目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度資材単

価、需給動
向に関する
情報共有に
関する実施
目標の達
成状況

平成24年
度資材単

価、需給動
向に関する
情報共有に
関する実施

目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

備考欄

平成25年
度資材単

価、需給動
向に関する
情報共有に
関する実施

目標

備考欄組織名

静岡県 下田市 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

静岡県 東伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 南伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 河津町 ■ ■ ■

静岡県 松崎町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

静岡県 西伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 熱海市 ■ ■ ■

静岡県 伊東市 ◎ ○ ◎

静岡県 沼津市 ◎ ○ ◎

静岡県 三島市 ■ ■ ■

静岡県 御殿場市 ■ ■ ■

静岡県 裾野市 ■ ■ ■

静岡県 伊豆市 ■ ● ● 資材単価のみ ●

静岡県 伊豆の国市 ■ ■ ■

静岡県 函南町 ■ ■ ■

静岡県 清水町 ■ ■ ■

静岡県 長泉町 ■ ■ ■

静岡県 小山町 ■ ■ ■

静岡県 富士宮市 ■ ■ ■

静岡県 富士市 ● 資材単価のみ ● ●

静岡県 焼津市 ■ ■ ■

静岡県 藤枝市 ■ ■ ■

静岡県 島田市 ■ ■ ■

静岡県 川根本町 ■ ■ ■

静岡県 御前崎市 ■ ■ ■

静岡県 牧之原市 ■ ■ ■

静岡県 吉田町 ■ 実施予定無し。 ■ ■

静岡県 磐田市 ■ ■ ■

静岡県 掛川市 ■ ■ ■

静岡県 袋井市 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定なしに変更なし。 ■
実施予定は無いが、実施検討
のための情報収集は行う。

静岡県 菊川市 ◎ ○ ◎

静岡県 森町 ■ ■ ■

静岡県 湖西市 ◎ ○ ◎
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区分
目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度資材単

価、需給動
向に関する
情報共有に
関する実施
目標の達
成状況

平成24年
度資材単

価、需給動
向に関する
情報共有に
関する実施

目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

備考欄

平成25年
度資材単

価、需給動
向に関する
情報共有に
関する実施

目標

備考欄組織名

愛知県 豊橋市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

愛知県 岡崎市 ■ ■ ■

愛知県 一宮市 ■ ■ ■

愛知県 瀬戸市 ◎
愛知県単価使用により、既に実
施済みである為、２４年度目標
を訂正。

○ 愛知県に準拠 ◎ 愛知県に準拠

愛知県 半田市 ■ ■ ■

愛知県 春日井市 ◎ ○ ◎

愛知県 豊川市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定は無い。

愛知県 津島市 ■ ■ ■

愛知県 碧南市 ■ ■ ■

愛知県 刈谷市 ■ ■ ■

愛知県 豊田市 ■ ■ ■

愛知県 安城市 ■ ■ ■

愛知県 西尾市 ■ ■ ■

愛知県 蒲郡市 ◎ 愛知県単価使用 ○ ◎ 愛知県に準拠

愛知県 犬山市 ■ ■ ■

愛知県 常滑市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

愛知県 江南市 ■ ■ ■

愛知県 小牧市 ■ ■ ■

愛知県 稲沢市 ■ ■ ■

愛知県 新城市 ■ ■ ■

愛知県 東海市 ■ ■ ■

愛知県 大府市 ■ ● ○ 愛知県に準拠 ● 愛知県に準拠

愛知県 知多市 ■ ■ ■

愛知県 知立市 ■ ■ ■

愛知県 尾張旭市 ■ ■ ■

愛知県 高浜市 ■ ■ 項目の解釈誤り ■ 項目の解釈誤り

愛知県 岩倉市 ■ 愛知県に準拠 ■ ■

愛知県 豊明市 ■ ■ ■

愛知県 日進市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

愛知県 田原市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

愛知県 愛西市 ■ ■ ■

愛知県 清須市 ■ ■ ■

愛知県 北名古屋市 ■ ■ ■

愛知県 弥富市 ■ ■ ■

愛知県 東郷町 ■ ■ ■

愛知県 長久手市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 未定

愛知県 豊山町 ■ ■ ■

愛知県 大口町 ■ ■ ■

愛知県 扶桑町 ■ ■ ■

愛知県 あま市 ■ ■ ■

愛知県 大治町 ■ ■ ■

愛知県 蟹江町 ■ ■ ■

愛知県 飛島村 ■ ■ ■
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区分
目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度資材単

価、需給動
向に関する
情報共有に
関する実施
目標の達
成状況

平成24年
度資材単

価、需給動
向に関する
情報共有に
関する実施

目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

備考欄

平成25年
度資材単

価、需給動
向に関する
情報共有に
関する実施

目標

備考欄組織名

愛知県 阿久比町 ■ ■ ■

愛知県 東浦町 ■ ■ ■

愛知県 南知多町 ● 資材価格のみ情報共有 ● 資材価格のみ情報共有 ● 資材価格のみ情報共有

愛知県 美浜町 ■ ■ ■

愛知県 武豊町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

愛知県 幸田町 ■ ■ ■

愛知県 みよし市 ■ ■ ■

愛知県 設楽町 ■ ■ ■

愛知県 東栄町 ■ ■ 実施予定に変わりなし ■ 実施検討も含め予定なし

愛知県 豊根村 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し
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区分
目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度資材単

価、需給動
向に関する
情報共有に
関する実施
目標の達
成状況

平成24年
度資材単

価、需給動
向に関する
情報共有に
関する実施

目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

備考欄

平成25年
度資材単

価、需給動
向に関する
情報共有に
関する実施

目標

備考欄組織名

三重県 桑名市 ■ ■ ■

三重県 木曽岬町 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

三重県 いなべ市 ■ ■ ■

三重県 東員町 ■ 実施予定無し ■ 変更無し ■ 変更無し

三重県 四日市市 ■ ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

三重県 菰野町 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

三重県 朝日町 ■ ■ ■

三重県 川越町 ● ● ●

三重県 鈴鹿市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

三重県 亀山市 ■ ■ ■

三重県 津市 ■ ■ ■

三重県 松阪市 ■ ■ ■

三重県 多気町 ■ ■ ■

三重県 明和町 ■ ■ ■

三重県 大台町 ■ ■ ■

三重県 伊勢市 ■ ■ ■

三重県 玉城町 ■ ■ ■

三重県 大紀町 ■ ■ ■

三重県 南伊勢町 ■ ■ ■

三重県 度会町 ■ ■ ■

三重県 鳥羽市 ■ ■ ■

三重県 志摩市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■

三重県 伊賀市 ■ 予定なし ■ 実施なし ■ 予定なし

三重県 名張市 ■ ■ ■

三重県 尾鷲市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

三重県 紀北町 ■
資材価格のみ三重県と
情報共有

■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

三重県 熊野市 ■ ■ ■

三重県 御浜町 ■ ■ ■

三重県 紀宝町 ●
資材単価は県と
情報共有

●
資材単価は県と
情報共有

●
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記載例 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行にまで
至る予定では無い。

協議会 警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

協議会 警察庁中部管区警察学校 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■

協議会 財務省東海財務局 ■ ■ ■

協議会 財務省名古屋税関 ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

協議会 国税庁名古屋国税局 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■

協議会 厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省静岡労働局 ■ ■ 実施予定無し ■

協議会 厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

協議会 農林水産省東海農政局 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 林野庁中部森林管理局 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

協議会 経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし

協議会
国土交通省中部地方整備局
(港湾空港部）

◎ ○ ◎

協議会 国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

協議会
国土交通省中部地方整備局
(港湾空港部）

◎ ○ ◎

協議会 環境省中部地方環境事務所 ◎ ○ ◎ 継続して実施

協議会 岐阜県 ◎
建設工事変更事務処理要
領

○ 要領整備済み ◎
建設工事変更事務処理要
領

協議会 静岡県 ◎ ○ ◎

協議会 愛知県 ◎ 設計変更事務取扱要領 ○ 設計変更事務取扱要領 ◎ 設計変更事務取扱要領

協議会 三重県 ◎
設計変更ガイドラインの作
成を検討

○ ◎

協議会 静岡市 ◎
静岡市設計変更事務取扱
要領

○
静岡市設計変更事務取扱
要領

◎
静岡市設計変更事務取扱
要領

協議会 浜松市 ◎ 設計変更ガイドライン ○ ◎ 設計変更ガイドライン

協議会 名古屋市 ● ○ 一部の発注局で実施。 ●

協議会
中日本高速道路株式会社
名古屋支社

◎
設計変更手続きに関する
要領をHPに掲載

○ ◎

協議会 （独）都市再生機構中部支社 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定に変更なし ■
現時点で、本社からの予
定等の情報は、無し

協議会
（独）日本原子力研究開発機
構
東濃地科学センター

■ 国交省に準拠 ■ 国交省に準拠 ■ 国交省に準拠

協議会 （独）水資源機構中部支社 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 静岡県道路公社 ◎ 静岡県に準拠 ○ ◎

協議会 愛知県道路公社 ◎ 愛知県に準拠 ○
既に実施済みであるため
目標に変更無し

◎ 継続して実施予定

協議会 三重県道路公社 ◎ 三重県に準拠 ○ ◎

協議会 名古屋高速道路公社 ◎ ○ ◎

協議会 名古屋港管理組合 ■ 検討の継続 ■ 検討の継続 ■

協議会 四日市港管理組合 ◎ ○ ◎

協議会
日本下水道事業団
東海総合事務所

■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

区分 備考欄組織名

平成24年
度設計変
更ガイドラ
イン・指針
に関する実

施目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度設計変
更ガイドラ
イン・指針
に関する実
施目標の
達成状況

備考欄

平成25年
度設計変
更ガイドラ
イン・指針
に関する実

施目標
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区分 備考欄組織名

平成24年
度設計変
更ガイドラ
イン・指針
に関する実

施目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度設計変
更ガイドラ
イン・指針
に関する実
施目標の
達成状況

備考欄

平成25年
度設計変
更ガイドラ
イン・指針
に関する実

施目標

岐阜県 岐阜市 ◎ ○ 実施済み ◎ 継続して実施予定

岐阜県 大垣市 ◎ ○ ◎

岐阜県 高山市 ■
独自ガイドライン・指針の
整備予定無し

■
独自ガイドライン・指針の
整備予定無しに変わり無
し

■
必要に応じて検討を行うが、作
成等についての予定はない。

岐阜県 多治見市 ■ ■ ■

岐阜県 関市 ■ ■ ■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

岐阜県 中津川市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無し岐
阜県の要領を準拠

■
実施予定無しに変わり無し岐
阜県の要領を準拠

岐阜県 美濃市 ■ ● ●
岐阜県の建設工事事務処
理要綱要に準拠

●
岐阜県の建設工事事務処
理要綱要に準拠

岐阜県 瑞浪市 ■ ■ ■

岐阜県 羽島市 ◎ 岐阜県に準拠 ○ 岐阜県の要領を準拠 ◎ 岐阜県の要領を準拠

岐阜県 恵那市 ■ ■ ■

岐阜県 美濃加茂市 ■ ■ ■

岐阜県 土岐市 ■ ■ ■

岐阜県 各務原市 ■ ■ ■

岐阜県 可児市 ◎ ○ 実施予定に変わり無し。 ◎

岐阜県 山県市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し

岐阜県 瑞穂市 ■ ■ ■

岐阜県 飛騨市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 未定

岐阜県 本巣市 ■ ■ ■

岐阜県 郡上市 ■ 実施予定なし ■ ■

岐阜県 下呂市 ■ ■ ■

岐阜県 海津市 ■ ■ ■

岐阜県 岐南町 ■ ■ ■

岐阜県 笠松町 ■ ■ ■

岐阜県 養老町 ■ ■ ■

岐阜県 垂井町 ■ ■ ■

岐阜県 関ヶ原町 ■ ■ ■

岐阜県 神戸町 ■ ■ ■

岐阜県 輪之内町 ■ ■ ■

岐阜県 安八町 ■ ■ ■

岐阜県 揖斐川町 ■ ■ ■

岐阜県 大野町 ■ ■ ■

岐阜県 池田町 ■ ■ ■

岐阜県 北方町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

岐阜県 坂祝町 ■ ■ ■

岐阜県 富加町 ■ ■ ■

岐阜県 川辺町 ■ ■ ■

岐阜県 七宗町 ■ ■ ■

岐阜県 八百津町 ■ ■ ■

岐阜県 白川町 ■ ■ ■

岐阜県 東白川村 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

岐阜県 御嵩町 ■ ■ ■

岐阜県 白川村 ■ ■ ■
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区分 備考欄組織名

平成24年
度設計変
更ガイドラ
イン・指針
に関する実

施目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度設計変
更ガイドラ
イン・指針
に関する実
施目標の
達成状況

備考欄

平成25年
度設計変
更ガイドラ
イン・指針
に関する実

施目標

静岡県 下田市 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

静岡県 東伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 南伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 河津町 ■ ■ ■

静岡県 松崎町 ■ 実施予定なし ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

静岡県 西伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 熱海市 ◎ ○ ◎

静岡県 伊東市 ■ ■ ■

静岡県 沼津市 ◎ ○ ◎

静岡県 三島市 ■ ■ ■

静岡県 御殿場市 ■ ■ ■

静岡県 裾野市 ◎ ○ ◎

静岡県 伊豆市 ■ ○ ○ ◎

静岡県 伊豆の国市 ◎ ○ ◎

静岡県 函南町 ■ ■ ■

静岡県 清水町 ■ ■ ■

静岡県 長泉町 ■ ■ ■

静岡県 小山町 ■ ■ ■

静岡県 富士宮市 ◎
富士宮市建設工事設計変
更事務取扱要領による

○ ◎

静岡県 富士市 ●
設計変更ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ案(土木
工事）の運用

●
（案）のため、事務処理の
参考に留まる

●
設計変更ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ案(土木
工事）の運用継続

静岡県 焼津市 ◎ ○ ◎

静岡県 藤枝市 ■ ■ ■

静岡県 島田市 ■ ■ ■

静岡県 川根本町 ■ ■ ■

静岡県 御前崎市 ■ ■ ■

静岡県 牧之原市 ● ● ●

静岡県 吉田町 ◎ 設計変更事務取扱要領 ○ ◎

静岡県 磐田市 ◎ ○ ◎

静岡県 掛川市 ■ ■ ■

静岡県 袋井市 ◎
建設工事設計変更事務処
理要領を運用

○ 実施済み。 ◎ 要領を引き続き運用

静岡県 菊川市 ■ ■ ■

静岡県 森町 ■ ■ ■

静岡県 湖西市 ■ ■ ■
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区分 備考欄組織名

平成24年
度設計変
更ガイドラ
イン・指針
に関する実

施目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度設計変
更ガイドラ
イン・指針
に関する実
施目標の
達成状況

備考欄

平成25年
度設計変
更ガイドラ
イン・指針
に関する実

施目標

愛知県 豊橋市 ○ ○ 目標に変更無し。 ◎ 継続して実施予定。

愛知県 岡崎市 ■ ■ ■

愛知県 一宮市 ■ ■ ■

愛知県 瀬戸市 ●
国県の指針に基づき、設計変更
事務取扱要領を策定済みである
為、２４年度目標を訂正。

●
設計変更事務取扱要領に
ついては策定済

●
国県の指針に基づき、事
務取扱要領にて対応

愛知県 半田市 ◎ ○ ◎

愛知県 春日井市 ◎ ○ ◎

愛知県 豊川市 ◎ ○ ◎

愛知県 津島市 ■ ■ ■

愛知県 碧南市 ■ ■ ■

愛知県 刈谷市 ◎ ○ ◎

愛知県 豊田市 ●
設計変更事務取扱要領あ
り。

● 変更予定なし ● 変更予定なし

愛知県 安城市 ■ ■ ■

愛知県 西尾市 ■ ■ ■

愛知県 蒲郡市 ◎ ○ ◎

愛知県 犬山市 ■ ■ ■

愛知県 常滑市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

愛知県 江南市 ◎ ○ ◎

愛知県 小牧市 ◎ ○ ◎

愛知県 稲沢市 ◎ ○ ◎

愛知県 新城市 ■ ■ ■

愛知県 東海市 ■ ■ ■

愛知県 大府市 ■ ○ ○ 設計変更事務取扱要領 ◎ 設計変更事務取扱要領

愛知県 知多市 ○ ■ ○

愛知県 知立市 ● ● ●

愛知県 尾張旭市 ◎ ○ ◎

愛知県 高浜市 ■ ■ ■

愛知県 岩倉市 ■ ■ ■

愛知県 豊明市 ● ● ●

愛知県 日進市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

愛知県 田原市 ◎ 実施済み ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

愛知県 愛西市 ○ ■
実施検討であったが実施
無し

○ 実施検討を行なう予定

愛知県 清須市 ■ ■ ■

愛知県 北名古屋市 ■ ■ ■

愛知県 弥富市 ◎ ○ ◎

愛知県 東郷町 ◎ ○ ◎

愛知県 長久手市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 未定

愛知県 豊山町 ■ ■ ■

愛知県 大口町 ■ ■ ■

愛知県 扶桑町 ■ ■ ■

愛知県 あま市 ■ ■ ■

愛知県 大治町 ◎ 愛知県に準拠 ○ ◎

愛知県 蟹江町 ■ ■ ■

愛知県 飛島村 ◎ ○ ◎
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区分 備考欄組織名

平成24年
度設計変
更ガイドラ
イン・指針
に関する実

施目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度設計変
更ガイドラ
イン・指針
に関する実
施目標の
達成状況

備考欄

平成25年
度設計変
更ガイドラ
イン・指針
に関する実

施目標

愛知県 阿久比町 ○ ● ○

愛知県 東浦町 ◎ 設計変更事務取扱要領 ○ 設計変更事務取扱要領 ◎ 設計変更事務取扱要領

愛知県 南知多町 ■ ■ ■

愛知県 美浜町 ◎ ○ ◎

愛知県 武豊町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し

■
町独自の指針作成の実施予定
なし。当面は愛知県に準拠。

愛知県 幸田町 ■ ■ ■

愛知県 みよし市 ◎ ○ ◎

愛知県 設楽町 ■ ■ ■

愛知県 東栄町 ■ ■ 実施予定なしに変わりなし ■ 実施検討も含め予定なし

愛知県 豊根村 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し
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区分 備考欄組織名

平成24年
度設計変
更ガイドラ
イン・指針
に関する実

施目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度設計変
更ガイドラ
イン・指針
に関する実
施目標の
達成状況

備考欄

平成25年
度設計変
更ガイドラ
イン・指針
に関する実

施目標

三重県 桑名市 ◎
設計変更ガイドラインを作成して
施行・運用（H23より）

○ ◎

三重県 木曽岬町 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

三重県 いなべ市 ■ ■ ■

三重県 東員町 ■ 実施予定無し ■ 変更無し ■ 変更無し

三重県 四日市市 ● ■
設計変更ガイドラインの検
討を予定

○
設計変更ガイドラインを実
施予定

三重県 菰野町 ■ 実施予定なし ■ ● 検討中

三重県 朝日町 ■ ■ ■

三重県 川越町 ■ ■ ■

三重県 鈴鹿市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

三重県 亀山市 ■ ■ ■

三重県 津市 ■ ■ ■

三重県 松阪市 ◎ ○ ◎

三重県 多気町 ■ ■ ■

三重県 明和町 ■ ■ ■

三重県 大台町 ■ ■ ■

三重県 伊勢市 ◎ ○ ◎

三重県 玉城町 ■ ■ ■

三重県 大紀町 ■ ■ ■

三重県 南伊勢町 ◎ ○ ◎

三重県 度会町 ■ ■ ■

三重県 鳥羽市 ○
「鳥羽市建設工事設計変
更要領」の運用開始

■ ■
要領案を検討したが運用
までならなかった。

■
新たに要領案を検討する。
実施予定は無し。

三重県 志摩市 ○ ■ ■ ●
設計変更ガイドラインの作
成を検討

三重県 伊賀市 ◎
「伊賀市建設工事等設計
変更取扱マニュアル」を運
用中

○
既に実施済みであるた
め、目標に変更なし

◎ 継続して実施予定

三重県 名張市 ■ 変更指針あり ■ ■

三重県 尾鷲市 ○ ○

H24.8.1より「尾鷲市工事請負契
約における設計変更ガイドライ
ン」及び「尾鷲市建設工事設計
変更要領」施行

◎ 継続して実施予定

三重県 紀北町 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

三重県 熊野市 ■ ■ ■

三重県 御浜町 ■ ■ ■

三重県 紀宝町 ■ ■ ■

51



様式１

　 　 　

記載例 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無し。
導入出来る規模の工事発注が無
い。

■
工事発注予定が未定のため、暫定
値として記載。

協議会 警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

協議会 警察庁中部管区警察学校 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■

協議会 財務省東海財務局 ■ ■ ■

協議会 財務省名古屋税関 ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

協議会 国税庁名古屋国税局 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無し。
導入出来る工事が無い。

■ 導入出来る工事が無い。

協議会 厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省静岡労働局 ■ ■ 実施予定無し ■

協議会 厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

協議会 農林水産省東海農政局 ●
情報収集した資料をもとに
活用方法を検討

■ 情報収集 ■ 情報収集を継続予定。

協議会 林野庁中部森林管理局 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
工事発注予定が未定のた
め、暫定値として記載。

協議会 経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし

協議会 国土交通省中部地方整備局 ○
ICT技術を標準的な施工
法とした

○ ◎

協議会 国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

協議会
海上保安庁
第四管区海上保安本部

■ ■ ■

協議会 環境省中部地方環境事務所 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

協議会 岐阜県 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し

協議会 静岡県 ■ ■ ■

協議会 愛知県 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無し。

協議会 三重県 ■ 実施予定無し ■ 実施予定無しに変更無し ■ 実施予定無し

協議会 静岡市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

協議会 浜松市 ■ 実施予定無し ■ ■ 実施予定無し

協議会 名古屋市 ■ ■ ■

協議会
中日本高速道路株式会社
名古屋支社

■ 事例収集 ■ ■

協議会 （独）都市再生機構中部支社 ■ ■ ■
現時点で、本社からの予
定等の情報は、無し

協議会
（独）日本原子力研究開発機
構
東濃地科学センター

■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

協議会 （独）水資源機構中部支社 ●
施工の合理化として個別
事業毎に実施

■ ●

協議会 静岡県道路公社 ■ ■ ■

協議会 愛知県道路公社 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

協議会 三重県道路公社 ■ ■ ■

協議会 名古屋高速道路公社 ■ ■ ■

協議会 名古屋港管理組合 ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

協議会 四日市港管理組合 ■ ■ ■

協議会
日本下水道事業団
東海総合事務所

■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行
にまで至る予定では無い。

区分 備考欄

平成25年
度建設ICT
の導入に関
する実施目

標

備考欄備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度建設ICT
の導入に関
する実施目
標の達成

状況

組織名

平成24年
度建設ICT
の導入に関
する実施目

標
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区分 備考欄

平成25年
度建設ICT
の導入に関
する実施目

標

備考欄備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度建設ICT
の導入に関
する実施目
標の達成

状況

組織名

平成24年
度建設ICT
の導入に関
する実施目

標

岐阜県 岐阜市 ■ 実施予定なし ■ ■

岐阜県 大垣市 ■ 実施予定無し。 ■ ■

岐阜県 高山市 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 変わり無し

岐阜県 多治見市 ■ ■ ■

岐阜県 関市 ■ ■ ■

岐阜県 中津川市 ■ 実施予定無し ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無しに変わり無し

岐阜県 美濃市 ■ ■ ■

岐阜県 瑞浪市 ■ ■ ■

岐阜県 羽島市 ■ ■ ■

岐阜県 恵那市 ■ ■ ■

岐阜県 美濃加茂市 ■ ■ ■

岐阜県 土岐市 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無しに変更なし ■

岐阜県 各務原市 ■ ■ ■

岐阜県 可児市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無し。
導入出来る規模の工事発注が
無い。

■

岐阜県 山県市 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 実施予定無し

岐阜県 瑞穂市 ■ ■ ■

岐阜県 飛騨市 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し ■ 未定

岐阜県 本巣市 ■ ■ ■

岐阜県 郡上市 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

岐阜県 下呂市 ■ ■ ■

岐阜県 海津市 ■ ■ ■

岐阜県 岐南町 ■ ■ ■

岐阜県 笠松町 ■ ■ ■

岐阜県 養老町 ■ ■ ■

岐阜県 垂井町 ■ ■ ■

岐阜県 関ヶ原町 ■ ■ ■

岐阜県 神戸町 ■ ■ ■

岐阜県 輪之内町 ■ ■ ■

岐阜県 安八町 ■ ■ ■

岐阜県 揖斐川町 ■ ■ ■

岐阜県 大野町 ■ ■ ■

岐阜県 池田町 ■ ■ ■

岐阜県 北方町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無し。
導入出来る規模の工事発注が
無い。

■ 導入予定無し。

岐阜県 坂祝町 ■ ■ ■

岐阜県 富加町 ■ ■ ■

岐阜県 川辺町 ■ ■ ■

岐阜県 七宗町 ■ ■ ■

岐阜県 八百津町 ■ ■ ■

岐阜県 白川町 ■ ■ ■

岐阜県 東白川村 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

岐阜県 御嵩町 ■ ■ ■

岐阜県 白川村 ■ ■ ■
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区分 備考欄

平成25年
度建設ICT
の導入に関
する実施目

標

備考欄備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度建設ICT
の導入に関
する実施目
標の達成

状況

組織名

平成24年
度建設ICT
の導入に関
する実施目

標

静岡県 下田市 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

静岡県 東伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 南伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 河津町 ■ ■ ■

静岡県 松崎町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無し。
導入出来る規模の工事発注が
無い。

■
工事発注予定が未定のた
め、暫定値として記載。

静岡県 西伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 熱海市 ■ ■ ■

静岡県 伊東市 ■ ■ ■

静岡県 沼津市 ■ ■ ■

静岡県 三島市 ■ ■ ■

静岡県 御殿場市 ■ ■ ■

静岡県 裾野市 ■ ■ ■

静岡県 伊豆市 ■ ■ ■

静岡県 伊豆の国市 ■ ■ ■

静岡県 函南町 ■ ■ ■

静岡県 清水町 ■ ■ ■

静岡県 長泉町 ■ ■ ■

静岡県 小山町 ■ ■ ■

静岡県 富士宮市 ■ ■ ■

静岡県 富士市 ■ ■ ■

静岡県 焼津市 ■ ■ ■

静岡県 藤枝市 ■ ■ ■

静岡県 島田市 ■ ■ ■

静岡県 川根本町 ■ ■ ■

静岡県 御前崎市 ■ ■ ■

静岡県 牧之原市 ■ ■ ■

静岡県 吉田町 ■ 実施予定無し。 ■ ■

静岡県 磐田市 ■ ■ ■

静岡県 掛川市 ■ ■ ■

静岡県 袋井市 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定なしに変更なし。 ■
実施予定は無いが、実施検討の
ための情報収集は行う。

静岡県 菊川市 ■ ■ ■

静岡県 森町 ■ ■ ■

静岡県 湖西市 ■ ■ ■
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区分 備考欄

平成25年
度建設ICT
の導入に関
する実施目

標

備考欄備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度建設ICT
の導入に関
する実施目
標の達成

状況

組織名

平成24年
度建設ICT
の導入に関
する実施目

標

愛知県 豊橋市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

愛知県 岡崎市 ■ ■ ■

愛知県 一宮市 ■ ■ ■

愛知県 瀬戸市 ■ ■ ■

愛知県 半田市 ■ ■ ■

愛知県 春日井市 ■ ■ ■

愛知県 豊川市 ■ ■ ■

愛知県 津島市 ■ ■ ■

愛知県 碧南市 ■ ■ ■

愛知県 刈谷市 ■ ■ ■

愛知県 豊田市 ■ ■ ■

愛知県 安城市 ■ ■ ■

愛知県 西尾市 ■ ■ ■

愛知県 蒲郡市 ■ ■ ■

愛知県 犬山市 ■ ■ ■

愛知県 常滑市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

愛知県 江南市 ■ ■ ■

愛知県 小牧市 ■ ■ ■

愛知県 稲沢市 ■ ■ ■

愛知県 新城市 ■ ■ ■

愛知県 東海市 ■ ■ ■

愛知県 大府市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

愛知県 知多市 ■ ■ ■

愛知県 知立市 ■ ■ ■

愛知県 尾張旭市 ■ ■ ■

愛知県 高浜市 ■ ■ ■

愛知県 岩倉市 ■ ■ ■

愛知県 豊明市 ■ ■ ■

愛知県 日進市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

愛知県 田原市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行にま
で至る予定では無い。

愛知県 愛西市 ■ ■ ■

愛知県 清須市 ■ ■ ■

愛知県 北名古屋市 ■ ■ ■

愛知県 弥富市 ■ ■ ■

愛知県 東郷町 ■ ■ ■

愛知県 長久手市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 未定

愛知県 豊山町 ■ ■ ■

愛知県 大口町 ■ ■ ■

愛知県 扶桑町 ■ ■ ■

愛知県 あま市 ■ ■ ■

愛知県 大治町 ■ ■ ■

愛知県 蟹江町 ■ ■ ■

愛知県 飛島村 ■ ■ ■
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区分 備考欄

平成25年
度建設ICT
の導入に関
する実施目

標

備考欄備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度建設ICT
の導入に関
する実施目
標の達成

状況

組織名

平成24年
度建設ICT
の導入に関
する実施目

標

愛知県 阿久比町 ■ ■ ■

愛知県 東浦町 ■ ■ ■

愛知県 南知多町 ■ ■ ■

愛知県 美浜町 ■ ■ ■

愛知県 武豊町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定なし。

愛知県 幸田町 ■ ■ ■

愛知県 みよし市 ■ ■ ■

愛知県 設楽町 ■ ■ ■

愛知県 東栄町 ■ ■ 実施予定なしに変わりなし ■ 実施検討も含め予定なし

愛知県 豊根村 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し
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区分 備考欄

平成25年
度建設ICT
の導入に関
する実施目

標

備考欄備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度建設ICT
の導入に関
する実施目
標の達成

状況

組織名

平成24年
度建設ICT
の導入に関
する実施目

標

三重県 桑名市 ■ ■ ■

三重県 木曽岬町 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

三重県 いなべ市 ■ ■ ■

三重県 東員町 ● ■ ■ 実施出来なかった ■
導入出来る規模の工事発
注が無い。

三重県
四日市市
道路整備課（土木）

■ ■ ■

三重県 菰野町 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

三重県 朝日町 ■ ■ ■

三重県 川越町 ■ ■ ■

三重県 鈴鹿市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無し。
導入出来る規模の工事発注が
無い。

■
工事発注予定が未定のた
め、暫定値として記載。

三重県 亀山市 ■ ■ ■

三重県 津市 ■ ■ ■

三重県 松阪市 ■ ■ ■

三重県 多気町 ■ ■ ■

三重県 明和町 ■ ■ ■

三重県 大台町 ■ ■ ■

三重県 伊勢市 ■ ■ ■

三重県 玉城町 ■ ■ ■

三重県 大紀町 ■ ■ ■

三重県 南伊勢町 ■ ■ ■

三重県 度会町 ■ ■ ■

三重県 鳥羽市 ■ ■ ■

三重県 志摩市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■

三重県 伊賀市 ■ 予定なし ■ 実施なし ■ 予定なし

三重県 名張市 ■ ■ ■

三重県 尾鷲市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

三重県 紀北町 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

三重県 熊野市 ■ ■ ■

三重県 御浜町 ■ ■ ■

三重県 紀宝町 ■ ■ ■
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記載例 ○
総合評価試行工事の評価項目
として実施。 ○

実施予定無しに変わり無し。
次年度導入に向け検討中。 ◎

1,000万円以上の工事は原則と
して総合評価方式を導入する
予定。

協議会 警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

協議会 警察庁中部管区警察学校 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■

協議会 財務省東海財務局 ■ ■ ■

協議会 財務省名古屋税関 ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

協議会 国税庁名古屋国税局 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

協議会 厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

協議会 農林水産省東海農政局 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 林野庁中部森林管理局 ◎ 実施済み。 ○ 既に実施済み。 ◎ 継続して実施予定。

協議会 経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし

協議会  国土交通省中部地方整備局(港湾空港部） ◎ ○ ◎

協議会 国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

協議会
海上保安庁
第四管区海上保安本部

■ ■ ■

協議会 環境省中部地方環境事務所 ■ ■ 実施予定なしに変わり無し ■ 実施予定無し

協議会 岐阜県 ◎ ○
実施目標に変更なし。
評価項目の見直しを検討中。

◎ 継続して実施予定。

協議会 静岡県 ●
総合評価の評価項目とし
て実施

● ●

協議会 愛知県 ◎ 総合評価の評価項目 ○ 総合評価の評価項目 ◎ 総合評価の評価項目

協議会 三重県 ◎ 総合評価評価項目 ○ ◎ 総合評価評価項目

協議会 静岡市 ◎
工事成績や総合評価落札
方式で評価

○
工事成績や総合評価落札
方式で評価

◎
工事成績や総合評価落札
方式で評価

協議会 浜松市 ◎ 総合評価の評価項目 ○ ◎ 総合評価評価項目

協議会 名古屋市 ◎
総合評価の評価項目とし
て実施

○ ◎

協議会
中日本高速道路株式会社
名古屋支社

■ ■ ■

協議会 （独）都市再生機構中部支社 ■ ■ ■
現時点で、本社からの予
定等の情報は、無し

協議会
（独）日本原子力研究開発機
構
東濃地科学センター

■ 実施予定なし。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

協議会 （独）水資源機構中部支社 ◎
工事成績や総合評価落札
方式で評価

○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 静岡県道路公社 ■ ● ●
総合評価試行工事の評価
項目として実施。

●
総合評価試行工事の評価
項目として実施。

協議会 愛知県道路公社 ◎ 愛知県に準拠 ○
既に実施済みであるため
目標に変更無し

◎ 継続して実施予定

協議会 三重県道路公社 ◎ 三重県基準準拠 ○ ◎

協議会 名古屋高速道路公社 ◎ ○ ◎

協議会 名古屋港管理組合 ◎
総合評価の評価項目とし
て実施

○ ◎
1,000万円以上かつ簡易な工事
以外は原則として総合評価方式
を実施

協議会 四日市港管理組合 ◎ ○ ◎

協議会 日本下水道事業団東海総合事務所 ◎
総合評価試行工事の評価
項目として実施。

○
総合評価試行工事の評価
項目として実施。

◎
総合評価試行工事の評価項目
として継続して実施予定。

区分

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度地域貢

献の評価に
関する実施
目標の達
成状況

備考欄

平成25年
度地域貢

献の評価に
関する実施

目標

備考欄組織名

平成24年
度地域貢

献の評価に
関する実施

目標

備考欄
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区分

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度地域貢

献の評価に
関する実施
目標の達
成状況

備考欄

平成25年
度地域貢

献の評価に
関する実施

目標

備考欄組織名

平成24年
度地域貢

献の評価に
関する実施

目標

備考欄

岐阜県 岐阜市 ◎ ○ 既に実施済み ◎ 継続して実施予定

岐阜県 大垣市 ◎ ○ ◎

岐阜県 高山市 ◎ 総合評価方式のみ ○
総合評価落札方式のみ評
価項目として実施

◎ 変わり無し

岐阜県 多治見市 ◎ ○ ◎

岐阜県 関市 ● ○ 総合評価方式に導入 ○

岐阜県 中津川市 ◎ 総合評価方式のみ ○ 総合評価方式実施無し ◎ 総合評価方式のみ実施

岐阜県 美濃市 ● ○ ○ 総合評価方式のみ ◎

岐阜県 瑞浪市 ◎ ○ ◎

岐阜県 羽島市 ◎ ○
総合評価落札方式の評価
項目

◎
総合評価落札方式の評価
項目

岐阜県 恵那市 ○ ○ ◎ 総合評価方式のみ

岐阜県 美濃加茂市 ◎ ○ ◎

岐阜県 土岐市 ◎ 総合評価落札方式 ○ ◎

岐阜県 各務原市 ◎ ○ 総合評価落札方式 ◎ 総合評価落札方式

岐阜県 可児市 ◎ ○ ◎

岐阜県 山県市 ◎ ○ ◎

岐阜県 瑞穂市 ◎ ○ ◎

岐阜県 飛騨市 ◎ ○ ◎

岐阜県 本巣市 ◎ ○ ◎

岐阜県 郡上市 ◎ 総合評価落札方式 ○ ◎

岐阜県 下呂市 ◎ 総合評価落札方式 ○ 総合評価落札方式で実施 ◎ 継続して実施予定。

岐阜県 海津市 ◎ 総合評価落札方式 ○ ◎ 総合評価落札方式

岐阜県 岐南町 ◎ 総合評価落札方式 ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

岐阜県 笠松町 ○
総合評価の場合に実施
ボランティア活動等

○ ◎

岐阜県 養老町 ◎
総合評価方式の場合に実
施

○
総合評価落札方式のみ評
価項目として実施

◎
総合評価落札方式のみ評
価項目として実施

岐阜県 垂井町 ◎ ボランティア活動の状況等 ○ ボランティア活動の状況等 ◎ ボランティア活動の状況等

岐阜県 関ヶ原町 ■ ■ ■

岐阜県 神戸町 ■ ■ ■

岐阜県 輪之内町 ○ 総合評価落札方式 ○ ◎ 総合評価落札方式

岐阜県 安八町 ■ ■ ■

岐阜県 揖斐川町 ◎ ○ ◎

岐阜県 大野町 ■ ■ ■

岐阜県 池田町 ◎ 総合評価落札方式 ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

岐阜県 北方町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

岐阜県 坂祝町 ◎ 総合評価落札方式 ○ ◎

岐阜県 富加町 ◎ 総合評価落札方式 ○ ◎ 総合評価落札方式

岐阜県 川辺町 ■ ■ ■

岐阜県 七宗町 ●
災害応援協定・
消防団員

● ●

岐阜県 八百津町 ◎ ○ ◎

岐阜県 白川町 ■ ■ ■

岐阜県 東白川村 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■
総合評価方式導入計画な
し

岐阜県 御嵩町 ◎ ○ ◎

岐阜県 白川村 ■ ■ ■
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区分

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度地域貢

献の評価に
関する実施
目標の達
成状況

備考欄

平成25年
度地域貢

献の評価に
関する実施

目標

備考欄組織名

平成24年
度地域貢

献の評価に
関する実施

目標

備考欄

静岡県 下田市 ◎ ○
今年度はまだ総合評価を
実施していないため

◎

静岡県 東伊豆町 ◎ ○ ◎

静岡県 南伊豆町 ● 総合評価方式で実施予定 ● 総合評価方式で実施 ● 総合評価方式で実施予定

静岡県 河津町 ■ ● ● 総合評価方式で実施 ● 総合評価方式で実施予定

静岡県 松崎町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わりな
し。

■ 実施予定無し。

静岡県 西伊豆町 ■ ● ● 総合評価方式で実施 ● 総合評価方式で実施

静岡県 熱海市 ◎ ○ ◎

静岡県 伊東市 ◎ ○ ◎

静岡県 沼津市 ◎ ○ ◎

静岡県 三島市 ◎ ○ ◎

静岡県 御殿場市 ◎ ○ ◎

静岡県 裾野市 ● ● ●

静岡県 伊豆市 ■ ○ ○ 総合評価方式で実施 ● 総合評価方式で実施

静岡県 伊豆の国市 ◎ ○ ◎

静岡県 函南町 ■ ○ ○ 総合評価方式で実施 ◎ 総合評価方式で実施

静岡県 清水町 ◎ 総合評価の場合のみ実施 ○ ◎

静岡県 長泉町 ● 総合評価方式で実施 ○ 総合評価落札方式で実施 ● 総合評価落札方式で実施

静岡県 小山町 ● ● ●

静岡県 富士宮市 ● ● ● 総合評価法式で実施

静岡県 富士市 ◎ ○ ◎

静岡県 焼津市 ◎ ○ ◎

静岡県 藤枝市 ◎ 総合評価の場合のみ実施 ○ 総合評価の場合のみ実施 ◎ 総合評価の場合のみ実施

静岡県 島田市 ◎ ○ ◎

静岡県 川根本町 ■ 総合評価の場合に実施 ■ 総合評価で実施済み ■ 総合評価の場合に実施

静岡県 御前崎市 ◎ 総合評価方式で実施 ○ 総合評価方式で実施 ◎ 総合評価方式で実施

静岡県 牧之原市 ◎ 総合評価のみ実施 ○ 総合評価のみ実施 ◎ 総合評価のみ実施

静岡県 吉田町 ◎ 総合評価のみ実施 ○ ◎

静岡県 磐田市 ◎ 総合評価のみ実施 ○ ◎

静岡県 掛川市 ◎ ○ 総合評価のみ実施 ◎ 総合評価のみ実施

静岡県 袋井市 ◎ 総合評価のみ実施 ○
総合評価のみ実施するに
変更なし。

◎
総合評価のみ実施を継続
する。

静岡県 菊川市 ◎ ○ ◎

静岡県 森町 ◎ ○ ◎

静岡県 湖西市 ◎ 総合評価のみ実施 ○ 総合評価のみ実施 ◎ 総合評価のみ実施
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区分

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度地域貢

献の評価に
関する実施
目標の達
成状況

備考欄

平成25年
度地域貢

献の評価に
関する実施

目標

備考欄組織名

平成24年
度地域貢

献の評価に
関する実施

目標

備考欄

愛知県 豊橋市 ○ ○ 目標に変更無し。 ◎ 継続して実施予定。

愛知県 岡崎市 ◎ 総合評価落札方式で評価 ○ ◎

愛知県 一宮市 ◎ ○ ◎

愛知県 瀬戸市 ◎ ○
総合評価試行工事の評価
項目として実施。

◎
継続的に評価項目として
設定していく予定

愛知県 半田市 ◎
総合評価試行工事の評価
項目として実施。

○ 変更なし。 ◎
引き続き総合評価試行工事の
評価項目として実施予定。

愛知県 春日井市 ◎ ○ ◎

愛知県 豊川市 ◎ ○ ◎

愛知県 津島市 ●
総合評価試行工事の評価
項目として実施。

○ ●

愛知県 碧南市 ◎ ○ ◎

愛知県 刈谷市 ◎ 総合評価落札方式で評価 ○ ◎

愛知県 豊田市 ◎ ○ ◎

愛知県 安城市 ◎ 総合評価落札方式で評価 ○ ◎

愛知県 西尾市 ◎ 災害協定、雇用状況等 ○ 災害協定、雇用状況等 ◎ 災害協定、雇用状況等

愛知県 蒲郡市 ◎
（総合評価落札方式の評
価項目）

○ ◎ 総合評価落札方式で試行

愛知県 犬山市 ◎ ○ ◎

愛知県 常滑市 ◎ 総合評価落札方式で評価 ○
既に実施済のため、目標
に変更無し

◎ 継続して実施する予定

愛知県 江南市 ◎ 総合評価落札方式で評価 ○ ◎

愛知県 小牧市 ◎
総合評価落札方式の評価
項目にて実施

○ ◎

愛知県 稲沢市 ◎ ○ ◎

愛知県 新城市 ◎ ○ 総合評価落札方式で評価 ◎ 総合評価落札方式で評価

愛知県 東海市 ◎ 総合評価落札方式で評価 ○ ◎

愛知県 大府市 ◎ 総合評価落札方式で評価 ○ 総合評価落札方式で評価 ◎ 総合評価落札方式で評価

愛知県 知多市 ◎ 総合評価競争入札で実施 ○ ◎

愛知県 知立市 ◎ ○ ◎

愛知県 尾張旭市 ◎
総合評価落札方式で試行
実施

○ ◎
総合評価落札方式で試行
実施する予定

愛知県 高浜市 ◎ ○ ◎

愛知県 岩倉市 ● 総合評価方式で実施 ○ 総合評価方式で実施 ● 総合評価方式で実施

愛知県 豊明市 ◎ ○
今年度総合評価実施予定
なし

◎

愛知県 日進市 ◎
総合評価試行工事の評価
項目として実施。

○ 継続実施 ◎ 継続実施

愛知県 田原市 ◎
総合評価落札方式で試行
実施

○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

愛知県 愛西市 ◎ 総合評価落札方式で実施 ○ 総合評価落札方式で実施 ◎ 総合評価落札方式で実施

愛知県 清須市 ◎ 総合評価方式で実施予定 ○ ◎

愛知県 北名古屋市 ◎ ○ ◎ 総合評価落札方式で実施

愛知県 弥富市 ○ 総合評価落札方式で実施 ○ ◎

愛知県 東郷町 ◎ ○ ◎

愛知県 長久手市 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

愛知県 豊山町 ■ ■ ■

愛知県 大口町 ● 総合評価落札方式で実施 ● ● 総合評価落札方式で実施

愛知県 扶桑町 ●
総合評価落札方式の評価
項目として実施予定

● ●

愛知県 あま市 ● ● ●

愛知県 大治町 ■ ■ ■

愛知県 蟹江町 ■ ■ ■

愛知県 飛島村 ◎ ○ ◎
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区分

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度地域貢

献の評価に
関する実施
目標の達
成状況

備考欄

平成25年
度地域貢

献の評価に
関する実施

目標

備考欄組織名

平成24年
度地域貢

献の評価に
関する実施

目標

備考欄

愛知県 阿久比町 ■ ■ ■

愛知県 東浦町 ● 総合評価落札方式で実施 ● 総合評価落札方式で実施 ● 総合評価落札方式で実施

愛知県 南知多町 ■ ■ ■

愛知県 美浜町 ■ ■ ■

愛知県 武豊町 ◎ 総合評価落札方式で実施 ○ 変更無し。 ◎ 総合評価落札方式で実施

愛知県 幸田町 ◎ ○ ■ 実施予定無し

愛知県 みよし市 ◎ ○ ◎

愛知県 設楽町 ■ ■ ■

愛知県 東栄町 ■ ■ 実施予定なしに変わり無し ■

愛知県 豊根村 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し
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区分

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度地域貢

献の評価に
関する実施
目標の達
成状況

備考欄

平成25年
度地域貢

献の評価に
関する実施

目標

備考欄組織名

平成24年
度地域貢

献の評価に
関する実施

目標

備考欄

三重県 桑名市 ● 総合評価評価項目 ○ ○ ◎
現行の評価項目で実施済
みへと変更予定

三重県 木曽岬町 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

三重県 いなべ市 ◎ ○ ◎

三重県 東員町 ●
目標を設定したが実施で
きなかった。

■ ■ 次年度導入に向け検討中 ●
総合評価の評価項目とし
て検討。

三重県 四日市市 ◎ ○
総合評価の評価項目とし
て実施

◎ 継続して実施

三重県 菰野町 ◎ 町内路線雪氷対策業務特別点 ○ 変更なし ◎ 変更なし

三重県 朝日町 ■ ■ ■

三重県 川越町 ■ ■ ■

三重県 鈴鹿市 ◎
総合評価試行工事の評価
項目として実施。

○
総合評価試行工事の評価
項目として実施。

◎
総合評価試行工事の評価
項目として実施。

三重県 亀山市 ■ ■ ■

三重県 津市 ◎
総合評価試行工事の評価
項目

○ ◎

三重県 松阪市 ◎ ○ ◎

三重県 多気町 ■ ■ ■

三重県 明和町 ◎ ○ ◎

三重県 大台町 ◎
総合評価試行工事の評価
項目

○ ◎

三重県 伊勢市 ● 総合評価 ● 総合評価 ● 総合評価

三重県 玉城町 ■ ■ ■

三重県 大紀町 ■ ■ ■

三重県 南伊勢町 ○ ■ ○

三重県 度会町 ■ ■ ■

三重県 鳥羽市 ■ ■
要領案を検討したが運用
までならなかった。

■
新たに要領案を検討する。
実施予定は無し。

三重県 志摩市 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

三重県 伊賀市 ●
総合評価試行工事の評価
項目として実施

○ 実施目標を達成 ●
総合評価試行工事の評価
項目として実施

三重県 名張市 ●
総合評価試行工事の評価
項目として実施

○ ○

三重県 尾鷲市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

三重県 紀北町 ◎ 総合評価評価項目 ○ ◎

三重県 熊野市 ■ ■ ■

三重県 御浜町 ● ■ ■

三重県 紀宝町 ■ ■ ■
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記載例 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無しに変わり無し。 ■
実施検討は行うが、試行にまで
至る予定では無い。

協議会 警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

協議会 警察庁中部管区警察学校 ◎ ○ ◎

協議会 財務省東海財務局 ■ ■ ■

協議会 財務省名古屋税関 ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し ■ 実施予定無し

協議会 国税庁名古屋国税局 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■

協議会 厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省静岡労働局 ■ ■ 実施予定無し ■

協議会 厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

協議会 農林水産省東海農政局 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 林野庁中部森林管理局 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

協議会 経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし

協議会  国土交通省中部地方整備局(港湾空港部） ◎ ○ ◎

協議会 国土交通省中部運輸局 ◎ ○ ◎

協議会
海上保安庁
第四管区海上保安本部

■ ■ ■

協議会 環境省中部地方環境事務所 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

協議会
岐阜県
（県土整備部、都市建築部）

◎
「ワンデーレスポンス実施要
領」、「工事着手前協議（三者協
議）の運用方針」により運用中

○ 継続実施 ◎ 継続実施

協議会 静岡県 ◎

ワンデーレスポンスは全工事箇
所で試行実施。
３者会議に相当するものとして、
「工事管理連絡会」の設置を特
記仕様書で定めている。

○
ワンデーレスポンス実施要領を
策定し、本年度で試行実施の達
成見込み。

◎

ワンデーレスポンスは、H25年度
より本格実施する。３者会議に
相当するものとして工事管理連
絡会を導入済み。

協議会 愛知県 ◎
ワンデーレスポンス要領、設計・
施工条件確認会議

○
ワンデーレスポンス要領、設計・
施工条件確認会議

◎
ワンデーレスポンス要領、設計・
施工条件確認会議

協議会 三重県 ○

ワンデーレスポンスの手引きを
策定予定。
三者会議においては引き続き試
行を推進。

○
ワンデーレスポンスの手引きを
作成。平成25年4月より施行開
始。

◎

ワンデーレスポンスは県土整備
部が発注する予定価格８千万円
以上の土木一式工事を試行の
対象。
三者会議においては引き続き試
行を推進。

協議会 静岡市 ◎

ワンデーレスポンス…全ての建
設工事
三者会議…構造計算を伴う重
要構造物の存在する建設工事

○
三者会議の対象工事の拡大を
検討

◎
三者会議の対象工事の拡大を
検討

協議会 浜松市 ● ３者会議 ● ３者会議のみ ● ３者会議のみ

協議会 名古屋市 ■
制度的なものではない
が、迅速対応している。

■ ■

協議会
中日本高速道路株式会社
名古屋支社

◎ ○ ◎

協議会 （独）都市再生機構中部支社 ●
一部職種工事でワンデー
ルスポンス実施目標

●
一部職種工事でワンデールスポ
ンス実施について現場説明書に
明示

●
一部職種工事でワンデー
ルスポンス実施目標

協議会
（独）日本原子力研究開発機
構
東濃地科学センター

■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

協議会 （独）水資源機構中部支社 ● ○
ワンデーレスポンスについて
は、平成24年10月より特記仕様
書に明示することとした

●
ワンデーレスポンスにつ
いては、継続して実施予
定

協議会 静岡県道路公社 ■ ■ ■

協議会 愛知県道路公社 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

協議会 三重県道路公社 ■ ■ ■

協議会 名古屋高速道路公社 ● ●

通知や明文化した要領等は無
いが、受注者からの問い合わせ
には速やかに対応しており、発
注者、受注者間で施工内容に相
違がないよう連携を密に取る体
制を取っている。

●

協議会 名古屋港管理組合 ● 三者会議は実施予定無し ● 三者会議は実施予定無し ■
制度はないが、迅速対応
している。

協議会 四日市港管理組合 ●
三者会議を試行的に実施
予定

○ ●
三者会議を試行的に実施
予定

協議会
日本下水道事業団
東海総合事務所

○ 三者会議を実施 ○ 三者会議を実施 ◎
三者会議だけを実施する
予定

区分

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

組織名

平成24年
度ワンデー
レスポンス
や３者会議
の導入に

関する実施
目標

備考欄 備考欄

平成25年
度ワンデー
レスポンス
や３者会議
の導入に

関する実施
目標

備考欄
目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度ワンデー
レスポンス
や３者会議
の導入に

関する実施
目標の達
成状況

64



様式１

　 　 　

区分

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

組織名

平成24年
度ワンデー
レスポンス
や３者会議
の導入に

関する実施
目標

備考欄 備考欄

平成25年
度ワンデー
レスポンス
や３者会議
の導入に

関する実施
目標

備考欄
目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度ワンデー
レスポンス
や３者会議
の導入に

関する実施
目標の達
成状況

岐阜県 岐阜市 ● ●

ワンデーレスポンスについては
試行要領を制定し、平成24年12
月３日より実施済。３者会議は
建築関係で導入済。

●
ワンデーレスポンスは試行実施
済。３者会議は建築関係で導入
済

岐阜県 大垣市 ■ 実施予定無し。 ■ ■

岐阜県 高山市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

岐阜県 多治見市 ■ ■ ■

岐阜県 関市 ■ ■ ■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

岐阜県 中津川市 ● 一部実施予定 ●
一部実施予定に変わり無
し
岐阜県の要領を準拠

●
一部実施予定に変わり無し
岐阜県の要領を準拠

岐阜県 美濃市 ● ●
ワンデーレスポンス実施
要領に準拠する。

●
ワンデーレスポンス実施
要領に準拠する。

岐阜県 瑞浪市 ●
ワンデーレスポンス実施要領に
準拠。３者会議実施予定なし。

●
ワンデーレスポンス実施
要領に準拠する。

●
ワンデーレスポンス実施
要領に準拠する。

岐阜県 羽島市 ■ ■ ■

岐阜県 恵那市 ■ ■ ■

岐阜県 美濃加茂市 ■ ■ ■

岐阜県 土岐市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変更無
し。

■

岐阜県 各務原市 ■ ■ ■

岐阜県 可児市 ● ● 実施予定に変わり無し。 ○ 実施予定に変わり無し。

岐阜県 山県市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し

岐阜県 瑞穂市 ● ● ●

岐阜県 飛騨市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 未定

岐阜県 本巣市 ■ ■ ■

岐阜県 郡上市 ■ 実施予定無し ■ ■

岐阜県 下呂市 ● ● ●

岐阜県 海津市 ■ ■ ■

岐阜県 岐南町 ■ ■ ■

岐阜県 笠松町 ■ ■ ■

岐阜県 養老町 ■ ■ ■

岐阜県 垂井町 ■ ■ ■

岐阜県 関ヶ原町 ■ ■ ■

岐阜県 神戸町 ■ ■ ■

岐阜県 輪之内町 ■ ■ ■

岐阜県 安八町 ■ ■ ■

岐阜県 揖斐川町 ■ ■ ■

岐阜県 大野町 ■ ■ ■

岐阜県 池田町 ■ ■ ■

岐阜県 北方町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

岐阜県 坂祝町 ■ ■ ■

岐阜県 富加町 ■ ■ ■

岐阜県 川辺町 ■ ■ ■

岐阜県 七宗町 ● ● ●

岐阜県 八百津町 ■ ■ ■

岐阜県 白川町 ■ ■ ■

岐阜県 東白川村 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

岐阜県 御嵩町 ■ ■ ■

岐阜県 白川村 ■ ■ ■
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区分

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

組織名

平成24年
度ワンデー
レスポンス
や３者会議
の導入に

関する実施
目標

備考欄 備考欄

平成25年
度ワンデー
レスポンス
や３者会議
の導入に

関する実施
目標

備考欄
目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度ワンデー
レスポンス
や３者会議
の導入に

関する実施
目標の達
成状況

静岡県 下田市 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

静岡県 東伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 南伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 河津町 ■ ■ ■

静岡県 松崎町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

静岡県 西伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 熱海市 ■ ■ ■

静岡県 伊東市 ◎ ● ●

静岡県 沼津市 ■ ■ ■

静岡県 三島市 ■ ■ ■

静岡県 御殿場市 ■ ■ ■

静岡県 裾野市 ■ ■ ■

静岡県 伊豆市 ■ ■ ■

静岡県 伊豆の国市 ■ ■ ■

静岡県 函南町 ■ ■ ■

静岡県 清水町 ■ ■ ■

静岡県 長泉町 ■ ■ ■

静岡県 小山町 ■ ■ ■

静岡県 富士宮市 ■ ■ ■

静岡県 富士市 ■

ワンデーレスポンスの要領等は
定めていないが、協議や質問に
対し迅速に対応できる組織体制
としている。

■ ■

ワンデーレスポンスの要領等は
定めていないが、協議や質問に
対し迅速に対応できる組織体制
とする。

静岡県 焼津市 ■ ■ ■

静岡県 藤枝市 ■ ■ ■

静岡県 島田市 ■ ■ ■

静岡県 川根本町 ■ ■ ■

静岡県 御前崎市 ■ ■ ■

静岡県 牧之原市 ■ ■ ■

静岡県 吉田町 ■ ■ ■

静岡県 磐田市 ■ ■ ■

静岡県 掛川市 ■ ■ ■

静岡県 袋井市 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定なしに変更なし。 ■
実施予定は無いが、実施検討
のための情報収集は行う。

静岡県 菊川市 ■ ■ ■

静岡県 森町 ■ ■ ■

静岡県 湖西市 ■ ■ ■
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区分

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

組織名

平成24年
度ワンデー
レスポンス
や３者会議
の導入に

関する実施
目標

備考欄 備考欄

平成25年
度ワンデー
レスポンス
や３者会議
の導入に

関する実施
目標

備考欄
目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度ワンデー
レスポンス
や３者会議
の導入に

関する実施
目標の達
成状況

愛知県 豊橋市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

愛知県 岡崎市 ■ ■ ■

愛知県 一宮市 ■ ■ ■

愛知県 瀬戸市 ●
ワンデーレスポンスについては
既に実施済である為、２４年度
目標を訂正

●
ワンデーレスポンスにつ
いては実施済

●
ワンデーレスポンスについて
は継続して実施していく

愛知県 半田市 ■ 実施予定なし。 ■ 実施予定に変わり無し。 ■ 実施予定無し。

愛知県 春日井市 ■ ■ ■

愛知県 豊川市 ■ ■ ■

愛知県 津島市 ■ ■ ■

愛知県 碧南市 ■ ■ ■

愛知県 刈谷市 ● ■ ●

愛知県 豊田市 ■ ■ ■

愛知県 安城市 ■ ■ ■

愛知県 西尾市 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

愛知県 蒲郡市 ■ ■ ■

愛知県 犬山市 ■ ■ ■

愛知県 常滑市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

愛知県 江南市 ■ ■ ■

愛知県 小牧市 ■ ■ ■

愛知県 稲沢市 ■ ■ ■

愛知県 新城市 ■ ■ 実施予定無し ■

愛知県 東海市 ■ ■ ■

愛知県 大府市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

愛知県 知多市 ■ ■ ■

愛知県 知立市 ■ ■ ■

愛知県 尾張旭市 ■ ■ ■

愛知県 高浜市 ■ ■ ■

愛知県 岩倉市 ■ ■ ■

愛知県 豊明市 ■ ■ ■

愛知県 日進市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

愛知県 田原市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

愛知県 愛西市 ■ ■
当初目標を変更し実施予
定無

■

愛知県 清須市 ■ ■ ■

愛知県 北名古屋市 ■ ■ ■

愛知県 弥富市 ■ ■ ■

愛知県 東郷町 ■ ■ ■

愛知県 長久手市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 未定

愛知県 豊山町 ■ ■ ■

愛知県 大口町 ■ ■ ■

愛知県 扶桑町 ■ ■ ■

愛知県 あま市 ■ ■ ●

愛知県 大治町 ■ ■ ■

愛知県 蟹江町 ■ ■ ■

愛知県 飛島村 ■ ■ ■
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区分

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

組織名

平成24年
度ワンデー
レスポンス
や３者会議
の導入に

関する実施
目標

備考欄 備考欄

平成25年
度ワンデー
レスポンス
や３者会議
の導入に

関する実施
目標

備考欄
目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度ワンデー
レスポンス
や３者会議
の導入に

関する実施
目標の達
成状況

愛知県 阿久比町 ■ ■ ■

愛知県 東浦町 ■ ■ ■

愛知県 南知多町 ■ ■ ■

愛知県 美浜町 ■ ■ ■

愛知県 武豊町 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

愛知県 幸田町 ■ ■ ■

愛知県 みよし市 ■ ■ ■

愛知県 設楽町 ■ ■ ■

愛知県 東栄町 ■ ■ 実施予定に変わりなし ■ 実施検討も含め予定なし

愛知県 豊根村 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し
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区分

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

組織名

平成24年
度ワンデー
レスポンス
や３者会議
の導入に

関する実施
目標

備考欄 備考欄

平成25年
度ワンデー
レスポンス
や３者会議
の導入に

関する実施
目標

備考欄
目標変更
（変更後の

目標）

平成24年
度ワンデー
レスポンス
や３者会議
の導入に

関する実施
目標の達
成状況

三重県 桑名市 ■ ■ ■

三重県 木曽岬町 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

三重県 いなべ市 ■ ■ ■

三重県 東員町 ■ 実施予定無し ■ 変更無し ■ 変更無し

三重県
四日市市
道路整備課（土木）

● ● ●

三重県 菰野町 ■ 導入予定なし ■ 導入予定なし ■ 導入予定なし

三重県 朝日町 ■ ■ ■

三重県 川越町 ● ● ●

三重県 鈴鹿市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

三重県 亀山市 ■ ■ ■

三重県 津市 ■ ■ ■

三重県 松阪市 ■ ■ ■

三重県 多気町 ● ● ●

三重県 明和町 ● ■ ●

三重県 大台町 ■ ■ ■

三重県 伊勢市 ■ ■ ■

三重県 玉城町 ■ ■ ■

三重県 大紀町 ■ ■ ■

三重県 南伊勢町 ■ ■ ■

三重県 度会町 ■ ■ ■

三重県 鳥羽市 ■ ■ ■

三重県 志摩市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■

三重県 伊賀市 ■ 予定なし ■ 実施なし ■ 予定なし

三重県 名張市 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■

三重県 尾鷲市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

三重県 紀北町 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■
実施検討は行うが、試行に
まで至る予定では無い。

三重県 熊野市 ■ ■ ■

三重県 御浜町 ● ■ ■

三重県 紀宝町 ○ ●
制度として定めていないが、何
かあった場合には、迅速に対応
している。

●
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記載例 ◎
1，000万円以上の工事は最
低制限価格制度導入

○ 当初目標通りに実施。 ◎ 継続して実施予定。

協議会 警察庁中部管区警察局 ◎
1，000万円を超える工事は内閣
府所管契約事務取扱細則26条
に基づく最低価格調査を実施

○ ◎

協議会 警察庁中部管区警察学校 ◎
1,000万円超の工事は最
低制限価格制度導入

○ ◎ 継続して実施予定。

協議会 財務省東海財務局 ◎ ○ ◎

協議会 財務省名古屋税関 ◎
1，000万円以上の工事は最
低制限価格制度導入

○ 当初目標通りに実施。 ◎ 継続して実施予定。

協議会 国税庁名古屋国税局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

協議会 厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

協議会 農林水産省東海農政局 ◎ ○
既に実施済みであるた
め、目標に変更無し。

◎ 継続して実施予定。

協議会 林野庁中部森林管理局 ◎
1，000万円以上の工事は最
低制限価格制度導入

○ 既に実施済み。 ◎ 継続して実施予定。

協議会 経済産業省中部経済産業局 ◎
1，000万円以上の工事は最
低制限価格制度導入

○ 該当工事なし ◎ 継続して実施予定。

協議会 国土交通省中部地方整備局 ◎ ○ ◎

協議会 国土交通省中部運輸局 ○ ■ ■

協議会 海上保安庁第四管区海上保安本部 ◎ ○ ◎

協議会 環境省中部地方環境事務所 ◎ ○ H２３公契連モデルに変更 ◎ 実施予定無し

協議会 岐阜県 ◎ H２３公契連モデル ○
当初目標どおりに実施中。
最低制限価格の見直しを
検討中。

◎ 継続して実施予定。

協議会 静岡県 ◎ 公契連モデル ○ ◎

協議会 愛知県 ◎ 公契連モデル ○ 公契連モデル ◎ 公契連モデル

協議会 三重県 ◎

低入札価格調査対象工事は、
5，000万円以上(建築工事及び
付随する付帯工事については１
億円以上)の工事、及び5,000万
円未満の工事で制度の適用が
必要と認められる工事。これら以
外は、最低制限価格対象工事。

○ ◎ 継続して実施予定。

協議会 静岡市 ○
H21公契連モデルから最新版公
契連モデルへの移行を検討

○
H23公契連モデルへ移行
を決定

◎
H23公契連モデル
施行期日　平成25年４月１日

協議会 浜松市 ◎ H２３公契連モデル ○ ◎ 継続して実施予定。

協議会 名古屋市 ◎
WTO・総合評価以外は最
低制限価格制度。

○ ◎

協議会 中日本高速道路株式会社　名古屋支社 ◎ ○ ◎

協議会 （独）都市再生機構中部支社 ◎
予定価格1，000万円以上
の競争入札工事

○
予定価格1，000万円以上の
競争入札工事で実施

◎
予定価格1，000万円以上
の競争入札工事

協議会
（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター

◎ Ｈ23公契連モデル ○ ◎ 継続して実施予定

協議会 （独）水資源機構中部支社 ◎ ○ 当初目標通りに実施。 ◎ 継続して実施予定。

協議会 静岡県道路公社 ◎ ○ ◎

協議会 愛知県道路公社 ◎ 愛知県準拠 ○
既に実施済みであるため
目標に変更無し

◎ 継続して実施予定

協議会 三重県道路公社 ◎ 三重県に準拠 ○ ◎

協議会 名古屋高速道路公社 ◎ ○
H23.4.7付け要請
（中央公契連モデル）

◎

協議会 名古屋港管理組合 ◎ 公契連モデル ○ ◎ 継続して実施

協議会 四日市港管理組合 ◎ ○ ◎

協議会 日本下水道事業団東海総合事務所 ◎
1，000万円以上の工事は最
低制限価格制度導入

○ 当初目標通りに実施。 ◎ 継続して実施予定。

区分

平成24年
度低入札
価格調査
基準価格

の見直しに
関する実施
目標の達
成状況

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

備考欄

平成25年
度低入札
価格調査
基準価格

の見直しに
関する実施

目標

備考欄
目標変更
（変更後の

目標）
組織名

平成24年
度低入札
価格調査
基準価格

の見直しに
関する実施

目標
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区分

平成24年
度低入札
価格調査
基準価格

の見直しに
関する実施
目標の達
成状況

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

備考欄

平成25年
度低入札
価格調査
基準価格

の見直しに
関する実施

目標

備考欄
目標変更
（変更後の

目標）
組織名

平成24年
度低入札
価格調査
基準価格

の見直しに
関する実施

目標

岐阜県 岐阜市 ◎

低入札価格調査制度において
失格判断基準を導入。
予定価格１３０万円以上２，５００
万円未満は最低制限価格制度
あり。※建築は５，０００万円未
満

○ 実施済み ◎
平成２４年度実施状況を見なが
ら適宜見直しを行い継続実施。

岐阜県 大垣市 ◎ ○ ◎

岐阜県 高山市 ◎
3,000万円未満最低制限
価格

○ 当初目標通りに実施。 ◎ 継続して実施予定

岐阜県 多治見市 ○ ● ○

岐阜県 関市 ◎ ○ ◎

岐阜県 中津川市 ■ 市独自方式で実施 ■ 市独自方式に変更なし ■ 市独自方式に変更なし

岐阜県 美濃市 ■ ■ ■

岐阜県 瑞浪市 ● ■ ■

岐阜県 羽島市 ■ ■ ■

岐阜県 恵那市 ○ ○
1億5千万円未満
最低制限価格

◎
1億5千万円未満
最低制限価格

岐阜県 美濃加茂市 ■ ■ ■

岐阜県 土岐市 ■ 実施予定無し。 ■ 実施予定無しに変更なし ■

岐阜県 各務原市 ● 見直し検討 ● ●

岐阜県 可児市 ◎ ○ ◎

岐阜県 山県市 ● ● 全工事に適用した ● 一部見直しを実施

岐阜県 瑞穂市 ■ ■ ■

岐阜県 飛騨市 ● 見直し検討 ■ ■

岐阜県 本巣市 ○ ○ ◎

岐阜県 郡上市 ◎ ○ 当初目標とおり実施 ◎ 継続実施

岐阜県 下呂市 ■ ■ ■

岐阜県 海津市 ■ 最低制限価格制度あり ■ 最低制限価格制度あり ■ 最低制限価格制度あり

岐阜県 岐南町 ● ■
実施予定無しに変わり無
し。

●

岐阜県 笠松町 ● 基準価格の算出方法 ● ●

岐阜県 養老町 ■ ■ ■

岐阜県 垂井町 ■ ■ ■

岐阜県 関ヶ原町 ■ ■ ■

岐阜県 神戸町 ■ ■ ■

岐阜県 輪之内町 ■ ■ ■

岐阜県 安八町 ■ 最低制限価格制度あり ■ ■

岐阜県 揖斐川町 ■ ■ ■

岐阜県 大野町 ◎ ○ ◎

岐阜県 池田町 ■ 最低制限価格制度あり ■ 最低制限価格制度あり ■ 最低制限価格制度あり

岐阜県 北方町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

岐阜県 坂祝町 ■ 最低制限価格制度あり ■ 最低制限価格制度あり ■ 最低制限価格制度あり

岐阜県 富加町 ■ 最低制限価格制度あり ■ 最低制限価格制度あり ■ 最低制限価格制度あり

岐阜県 川辺町 ◎ ○ ◎

岐阜県 七宗町 ■ ■ ■

岐阜県 八百津町 ● ● ●

岐阜県 白川町 ■ ■ ■

岐阜県 東白川村 ■ 最低制限価格制度あり ■ ■

岐阜県 御嵩町 ■ ■ ■

岐阜県 白川村 ■ ■ ■
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区分

平成24年
度低入札
価格調査
基準価格

の見直しに
関する実施
目標の達
成状況

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

備考欄

平成25年
度低入札
価格調査
基準価格

の見直しに
関する実施

目標

備考欄
目標変更
（変更後の

目標）
組織名

平成24年
度低入札
価格調査
基準価格

の見直しに
関する実施

目標

静岡県 下田市 ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし ■ 実施予定なし

静岡県 東伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 南伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 河津町 ■ ■ ■

静岡県 松崎町 ■ ■ ■

静岡県 西伊豆町 ■ ■ ■

静岡県 熱海市 ○ ○
５千万円以上で実施しているが
「現場管理費」見直し済み

◎

静岡県 伊東市 ■ ■ ○

静岡県 沼津市 ◎ ○ ◎

静岡県 三島市 ● ■ ■

静岡県 御殿場市 ■ ■ ■

静岡県 裾野市 ◎ ○ ◎

静岡県 伊豆市 ■ ■ ● 導入を検討

静岡県 伊豆の国市 ○ ● 見直し作業中 ○

静岡県 函南町 ■ ■ ■

静岡県 清水町 ◎ ○ ◎

静岡県 長泉町 ○ ○
公契連モデル（H23.4)に改
正

◎

静岡県 小山町 ■ ■ ■

静岡県 富士宮市 ◎
H23.7公契連のモデルに改
正

○ 当初目標どおり実施 ◎ 継続して実施予定

静岡県 富士市 ◎ ○ ◎

静岡県 焼津市 ● ○ ○
H24.11から公契連のモデ
ルに改正

◎

静岡県 藤枝市 ○ ● ○

静岡県 島田市 ■ ■ ■

静岡県 川根本町 ■ ■ ■

静岡県 御前崎市 ■ ■ ○
公契連の最新モデルに改
正予定

静岡県 牧之原市 ■ ■ ■

静岡県 吉田町 ● ■ ■

静岡県 磐田市 ◎ ○ ◎

静岡県 掛川市 ■ ■ ■

静岡県 袋井市 ◎
基準価格の算出方法の見
直し

○
調査基準価格の算出方法
見直しを行った

◎ 最低制限価格導入を検討

静岡県 菊川市 ■ ■ ○

静岡県 森町 ◎ ○ ◎

静岡県 湖西市 ◎ ○ ◎
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区分

平成24年
度低入札
価格調査
基準価格

の見直しに
関する実施
目標の達
成状況

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

備考欄

平成25年
度低入札
価格調査
基準価格

の見直しに
関する実施

目標

備考欄
目標変更
（変更後の

目標）
組織名

平成24年
度低入札
価格調査
基準価格

の見直しに
関する実施

目標

愛知県 豊橋市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

愛知県 岡崎市 ■ ■ ■

愛知県 一宮市 ■ ■ ■

愛知県 瀬戸市 ■ ■ ■

愛知県 半田市 ○
設計金額が5，000万円以
上の工事

○ 当初目標通りに実施。 ◎ 継続して実施予定。

愛知県 春日井市 ■ ■ ■

愛知県 豊川市 ■ ■ ■

愛知県 津島市 ● ■ ●

愛知県 碧南市 ■ ■ ■

愛知県 刈谷市 ○ ■ ○

愛知県 豊田市 ○ ○ ◎

愛知県 安城市 ■ ■ ■

愛知県 西尾市 ◎ 失格基準を追加 ○ 失格基準を追加 ◎ 失格基準を追加

愛知県 蒲郡市 ■  ■ ■

愛知県 犬山市 ■ ■ ■

愛知県 常滑市 ● ■ 現在、制度導入を検討中 ●
基準金額以上の案件につ
いて試行予定

愛知県 江南市 ■ ■ ■

愛知県 小牧市 ■ ■ ●
総合評価落札方式での実
施を検討

愛知県 稲沢市 ■ ■ ■

愛知県 新城市 ● ● 試行要領作成 ● 実施予定

愛知県 東海市 ■ ■ ■

愛知県 大府市 ■ ■ ■

愛知県 知多市 ■ ■ ■

愛知県 知立市 ◎ ○ ◎

愛知県 尾張旭市 ■ ■ ■

愛知県 高浜市 ◎ ○ ◎

愛知県 岩倉市 ■ ■ ■

愛知県 豊明市 ■ ■ ■

愛知県 日進市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施予定無しに変わり無
し。

愛知県 田原市 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■
実施検討は行うが、試行にま
で至る予定では無い。

愛知県 愛西市 ■ ■ ■

愛知県 清須市 ■ ■ ■

愛知県 北名古屋市 ■ ■ ■

愛知県 弥富市 ○ ■ ■

愛知県 東郷町 ■ ■ ■

愛知県 長久手市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 未定

愛知県 豊山町 ■ ■ ■

愛知県 大口町 ■ ■ ●
全工種の最低制限価格制
度を検討

愛知県 扶桑町 ■ ■ ■

愛知県 あま市 ● ● ●

愛知県 大治町 ◎ ○ ◎

愛知県 蟹江町 ■ ■ ■

愛知県 飛島村 ■ ■ ■

愛知県 阿久比町 ● 導入を検討 ○ ○ ◎
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様式１

　 　 　

区分

平成24年
度低入札
価格調査
基準価格

の見直しに
関する実施
目標の達
成状況

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

備考欄

平成25年
度低入札
価格調査
基準価格

の見直しに
関する実施

目標

備考欄
目標変更
（変更後の

目標）
組織名

平成24年
度低入札
価格調査
基準価格

の見直しに
関する実施

目標

愛知県 東浦町 ■ ■ ■

愛知県 南知多町 ■ ■ ■

愛知県 美浜町 ■ ■ ■

愛知県 武豊町 ■ 実施予定無し。 ■
実施予定無しに変わり無
し。

■ 実施予定無し。

愛知県 幸田町 ■ ■ ■

愛知県 みよし市 ■ ■ ■

愛知県 設楽町 ■ ■ ■

愛知県 東栄町 ■ ■ 実施予定なしに変わりなし ■ 実施検討も含め予定なし

愛知県 豊根村 ■ 実施予定無し ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

74



様式１

　 　 　

区分

平成24年
度低入札
価格調査
基準価格

の見直しに
関する実施
目標の達
成状況

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

備考欄

平成25年
度低入札
価格調査
基準価格

の見直しに
関する実施

目標

備考欄
目標変更
（変更後の

目標）
組織名

平成24年
度低入札
価格調査
基準価格

の見直しに
関する実施

目標

三重県 桑名市 ● ■ ●

三重県 木曽岬町 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

三重県 いなべ市 ■ ■ ■

三重県 東員町 ■ ■ 変更無し ■ 変更無し

三重県 四日市市 ◎ ○ 継続して実施 ◎ 継続して実施予定

三重県 菰野町 ■ 導入予定なし ■ 導入予定なし ■ 導入予定なし

三重県 朝日町 ■ ■ ■

三重県 川越町 ■ ■ ■

三重県 鈴鹿市 ◎

総合評価方式以外の1億円以上
の工事は低入札価格調査基準
価格導入
平成23年11月1日H23.4モデルに
見直し

○ 当初目標通りに実施 ◎ 継続して実施予定

三重県 亀山市 ■
先ずは、最低制限価格の
運用検討を行う。

■ ■

三重県 津市 ■ ○ ○
最低制限価格をH23.4モデ
ルに変更

◎

三重県 松阪市 ■ ■ ■

三重県 多気町 ■ ■ ■

三重県 明和町 ■ ■ ■

三重県 大台町 ◎ ○ ◎

三重県 伊勢市 ■ ■ ■

三重県 玉城町 ■ ■ ■

三重県 大紀町 ● ○ ●

三重県 南伊勢町 ○ ■ ○

三重県 度会町 ■ ■ ■

三重県 鳥羽市 ■ ■
要領案を検討したが運用
までならなかった。

■
新たに要領案を検討す
る。

三重県 志摩市 ○ ■ ■ ■

三重県 伊賀市 ■ 予定なし ■ 実施なし ■ 予定なし

三重県 名張市 ● 総合評価試行により ○ 継続して実施予定 ○ 継続して実施予定

三重県 尾鷲市 ■ ■
実施予定無しに変わり無
し

■ 実施予定無し

三重県 紀北町 ◎ H23.4モデル ○ ◎

三重県 熊野市 ■ ■ ■

三重県 御浜町 ■ ■ ■

三重県 紀宝町 ■ ■ ■
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様式２

記載例 総合評価導入を本格化させ、未実施の１１項目内容については、いつまでに実施すべきか検討を行う。

協議会 警察庁中部管区警察局
導入済みの取り組みについては今後も引き続き実施を図るものとし、総合評価落札方式の導入について関係部署の意見等の集
約を図り今後の方針について検討を行う。

協議会 警察庁中部管区警察学校 特になし

協議会 財務省東海財務局 導入済みの取り組みについては目標を達成することができた。平成25年度も引き続き実施していく。

協議会 財務省名古屋税関 総合評価方式等の導入はしないものの、工事の規模に応じた適切な発注ができた。

協議会 国税庁名古屋国税局 地方局単独での実施済み項目の変更や、未実施項目の実施は出来ない。

協議会 厚生労働省東海北陸厚生局 総合評価落札方式の実施は予定していない。　予定価格は事後公表を行う。

協議会 厚生労働省岐阜労働局 特になし（該当工事が無いため）

協議会 厚生労働省静岡労働局 100万円以上の工事の予定価格の事後公表を実施した。

協議会 厚生労働省愛知労働局
100万円以上の工事の予定価格について事後公表を実施した。
総合評価落札方式は実施していない。

協議会 厚生労働省三重労働局 １００万以上の工事の予定価格を事後公表する。

協議会 農林水産省東海農政局
取組み全般について概ね目標を達成できた。情報化施工関係（工事情報の共有化、建設ＩＣＴの導入）については、情報収集を
行っていく。

協議会 林野庁中部森林管理局
国有林野事業としては、国の発注機関として求められている建設生産システムの適正化等の取組については現段階においては
概ね達成できているものと考えているが、対応がなされていない項目については今後さらに検討を進めていく考えである。

協議会 経済産業省中部経済産業局 該当工事なし

協議会 国土交通省中部地方整備局 H24に掲げた目標については中間報告時点で全て達成。H25も引き続き各取組みを確実に実施していく。（Ｐ）

協議会 国土交通省中部運輸局 予定価格の事後公表・３者会議については実施しているが、その他の項目については実施予定なし。

協議会
海上保安庁
第四管区海上保安本部

実施目標を設定した項目は達成したが、その他の項目については、実施予定は無い。

協議会 環境省中部地方環境事務所 特になし

協議会 岐阜県 取組みについて概ね目標を達成できた。建設ＩＣＴの導入については、実施の予定は無い。

協議会 静岡県
ワンデーレスポンスは、平成19年度より取り組みを開始し、平成24年度には実施要領を策定して土木工事及び業務委託の全箇
所で試行実施した。平成25年度からは全ての箇所を対象として本格実施の予定。

協議会 愛知県 １１項目の内、未実施の内容については実施の可能性について検討を進めていきたい。

協議会 三重県 取り組み項目全般について概ね目標を達成している。

協議会 静岡市
重点施策のうち、予定価格の事後公表に向けた取り組みにおいて、低価格競争との関連性や入札価格の分散状況について、事
後公表の範囲を拡大して検証していく。

協議会 浜松市 概ね達成できている。

協議会 名古屋市 概ね達成できている。

協議会
中日本高速道路株式会
名古屋支社

平成24年度より調査業務において「総合評価方式」の試行を行っている。

協議会 （独）都市再生機構中部支社 項目毎及び部門間で、ばらつきがあるが、本社指示事項については、実施する。

協議会
（独）日本原子力研究開発機構
東濃地科学センター

工事案件数が少ない中、総合評価方式などの重点項目については、計画通りの実施と関係する基準の見直しや未導入項目の
検討を行なう。

協議会 （独）水資源機構中部支社
取り組み全般について概ね目標を達成出来た。なお、工事情報や資材の単価、需給動向に関する情報共有については、現状で
業務に支障なく対応出来ている状況である。

協議会 静岡県道路公社
H24年度は一般競争入札の実施に加え1件の総合評価方式を試行実施し、概ね目標を達成できた。
H25年度は2件程度の総合評価方式を実施し、その他の未実施項目についても検討していく。

協議会 愛知県道路公社 取組み全般については概ね目標を達成できた

協議会 三重県道路公社 三重県に準じ、できることから実施していくが、公社の執行体制で可能な取り組み方を検討していく。

協議会 名古屋高速道路公社
目標達成項目については、平成25年度も引き続き取り組んでいく。
未達成項目については、実現の可能性を含め検討を進めていく。

協議会 名古屋港管理組合 導入済みの取り組みについては目標を達成することができた。平成25年度も引き続き実施していく。

協議会 四日市港管理組合 取組み全般について概ね目標を達成できた。

協議会
日本下水道事業団
東海総合事務所

取組み全般について概ね目標を達成できた。

建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価

　

組織名 平成25年度の建設生産システムの適正化に向けた取り組みの目標区分
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建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価

　

組織名 平成25年度の建設生産システムの適正化に向けた取り組みの目標区分

岐阜県 岐阜市
一般競争入札について本格実施の額を２千５百万円以上（１千万円以上２千５百万円未満は抽出にて試行）で実施している。一
般競争入札を本格実施する下限額について検討を行う。また、総合評価落札方式はその効果について検証を行い引き続き試行
実施する。

岐阜県 大垣市 総合評価落札方式の目標件数を達成する。未実施項目については今後も検討していく。

岐阜県 高山市
総合評価落札方式については年間20件の目標に対し21件の実施ができた。また、これまで高山市独自の工事成績評定を使用し
ていたが、6月20日をもって国交省に準拠した評定の導入を行った。今後はｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務等の成績評定の導入を課題として検討
していく。

岐阜県 多治見市 総合評価入札方式の試行中であるが、総合評価による効果もふまえ、今後も検討を行う予定。

岐阜県 関市 －

岐阜県 中津川市 工事成績評定の平準化の必要がある。

岐阜県 美濃市 未実施項目については、今後も検討していく。

岐阜県 瑞浪市 Ｈ２４年度より工事成績評定を実施することができた。

岐阜県 羽島市 新たな取組みについては検討していく。

岐阜県 恵那市 未実施項目については、今後も検討していく。

岐阜県 美濃加茂市 －

岐阜県 土岐市
総合評価落札方式については、平成19年度に試行導入して以来、毎年1件の工事で実施しているが、案件があれば積極的に実
施していく。

岐阜県 各務原市 －

岐阜県 可児市 総合評価入札方式は試行中であるが、引き続き検討していく予定

岐阜県 山県市 －

岐阜県 瑞穂市 平成23年10月から一部工種で、一般競争入札の下限値を拡大して実施している。

岐阜県 飛騨市 －

岐阜県 本巣市 総合評価入札方式の施工要件及び地域要件の評価見直しに伴い、目標件数に達するように取り組んでいきたい。

岐阜県 郡上市
平成24年7月1日低入札価格調査制度改正を行う。（調査基準価格の見直し、基準額に満たない失格判断基準（土木工事のみ）
を新たに設定した。）

岐阜県 下呂市 未実施項目については、今後も検討していく。

岐阜県 海津市 目標達成できなかった項目について、実施できるよう取り組む。未実施項目は検討していく。

岐阜県 岐南町 未実施項目については今後検討していく。

岐阜県 笠松町
平成２４年度から一般競争入札の下限金額を５千万円へと変更し、本格実施している。今後も、基準価格の検討等、実施に向け
て検討

岐阜県 養老町 未実施の項目について、今後も検討を行う。

岐阜県 垂井町 －

岐阜県 関ヶ原町  実施予定なしの項目について、今後の実施に向け検討していきたい。

岐阜県 神戸町 特に取り組みは実施していない

岐阜県 輪之内町 －

岐阜県 安八町 総合評価の導入については、平成２３年度は発注できなかったが、平成２４年度においては、施行導入にて１件程度実施したい。

岐阜県 揖斐川町 －

岐阜県 大野町 未実施項目について精査し、取組に向け検討したい。

岐阜県 池田町 実施予定なしの項目については、実施に向けて検討していきたい。

岐阜県 北方町 特に取り組みは実施していない。

岐阜県 坂祝町 実施予定なしの項目について検討する。

岐阜県 富加町 －

岐阜県 川辺町 －

岐阜県 七宗町 －

岐阜県 八百津町 －

岐阜県 白川町 －

岐阜県 東白川村 未実施項目については、今後検討していく。

岐阜県 御嵩町 －

岐阜県 白川村 －
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静岡県 下田市 特になし

静岡県 東伊豆町 平成２４年度の目標（中間）は概ね達成できた。平成２５年度の実施予定なしについてもできる限り検討していきたい。

静岡県 南伊豆町 特になし

静岡県 河津町 特になし

静岡県 松崎町 特になし

静岡県 西伊豆町 特になし

静岡県 熱海市
取り組みについて概ね目標を達成。24年度において低入札価格調査基準価格の見直し完了。また、来年度以降に向けて予定価
格の事後公表について研究したい。

静岡県 伊東市 特になし

静岡県 沼津市 特になし

静岡県 三島市 総合評価落札方式の実施件数は1件だったが、今後も継続して実施していきたい。

静岡県 御殿場市 総合評価方式入札について計画どおり実施することができた。今後も継続的に実施する予定。

静岡県 裾野市 総合評価落札方式の実施件数は1件だったが、今後も継続実施していきたい。

静岡県 伊豆市 低入札価格調査制度及び最低制限価格制度について、平成25年度中に導入の検討予定。

静岡県 伊豆の国市 総合評価落札方式については前年度と同様に実施予定。

静岡県 函南町
平成22年度より電子入札を導入し24年度には９月末までに33件実施した。25年度にはさらに対象を広げ実施件数を増やしていく
予定。総合評価落札方式の入札において地域貢献を評価した。今後は低入札価格調査制度の整備を検討する。

静岡県 清水町 特になし

静岡県 長泉町
総合評価落札方式については前年同様に実施した。
また、低入札調査制度に関しては公契連に合わせた改正を行った。
なお、全ての工事、コンサル業務を電子入札にて対応している。

静岡県 小山町
平成24年度と同様、総合評価落札方式の導入について工事のみならず建設コンサルタント業務を含め積極的に導入していきた
い。

静岡県 富士宮市 引き続き未実施の項目については、再検討を行い実施の方向で取り組みたい。

静岡県 富士市 特になし

静岡県 焼津市 全ての項目をクリアしていないが、地方の状況に即した形での改善を模索している。

静岡県 藤枝市 低入札調査基準価格の改正については引き続き検討していく

静岡県 島田市
工事成績評定、予定価格の事後公表、地域貢献の評価状況については、平成23年度は実施目標どおり達成することができた。
しかしながら、今年度以降それ以外の取り組み項目については、現在のところ実施する予定がない。

静岡県 川根本町
未実施の項目について、今後の導入を検討したい。
平成２４年度に未実施だった項目について検討していく。

静岡県 御前崎市 H25年度に低入札調査基準価格を改正予定。

静岡県 牧之原市 平成24年度の実施目標は概ね達成できた。平成25年度も実施達成に向けて取り組みたい。

静岡県 吉田町 特になし

静岡県 磐田市
平成24年度の目標については全て達成できた。平成25年度は最低制限価格調査制度と予定価格事後公表の適用範囲を拡大す
る予定。

静岡県 掛川市 特になし

静岡県 袋井市 特になし

静岡県 菊川市 低入札価格調査制度の調査検討

静岡県 森町 特になし

静岡県 湖西市
H24に総合評価方式の評価内容を一部改正したので、H25は更に評価値算定価格（調査基準価格を下回った場合）の改正検討
をしたい。
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愛知県 豊橋市 現在取り組みが遅れているものは、他市や受注業者の動向を踏まえて検討していきたい。

愛知県 岡崎市 総合評価を導入して７年目となり、現在までの実施した上での課題を検証し、評価項目やその他の見直しを行う。

愛知県 一宮市
取り組み全般について概ね目標を達成できた。ただし、実施予定なしとしていた項目については、ひきつづき今後も、実施につい
て検討を行っていきたい。

愛知県 瀬戸市 未実施の項目については、今後検討を行っていく。総合評価落札方式の実施方法を見直し、実施数を増やしていく。

愛知県 半田市 －

愛知県 春日井市 未実施の項目について、今後も実施検討を行う。

愛知県 豊川市 取り組み全般について、概ね目標を達成することができた。

愛知県 津島市
低入札調査基準価格を適用した入札において、県算定式による失格判断基準価格を試行的に導入。その結果等を踏まえ、最低
制限価格や低入札調査基準価格の算定式等見直しに向けた検討を今後も行う。

愛知県 碧南市 －

愛知県 刈谷市 未実施の項目について、今後も実施検討を行う。

愛知県 豊田市

平成24年度は、予定価格の事後公表の全面実施を引き続き継続した。また、施工体制確認型総合評価方式を引き続き実施し、
低入札での落札件数は0件であった。
平成２５年度については、総合評価方式について詳細な分析を行い、品質確保や技術者の育成などに重点をおいて、評価項目
の見直しを進めていく。

愛知県 安城市 現在取り組みが遅れているものは、近隣市や受注業者の動向を踏まえて対応していきたい。

愛知県 西尾市 取り組みに全般について概ね達成できた。ただし、予定価格（事後公表）等については、今後の検討課題としたい。

愛知県 蒲郡市
取り組みについて概ね目標を達成出来たが、実施予定無としていたものについては、他市の動向を見ながら検討を行なって行き
たい。

愛知県 犬山市 実施予定のものについて、概ね目標を達成できた。

愛知県 常滑市
最低制限価格と同額で入札し、くじによって落札者を決定する案件が増加しているため、予定価格の事前公表及び最低制限価
格制度の見直し、低入札価格調査制度導入の検討を行った。

愛知県 江南市 未実施項目について近隣市や受注業者の動向を踏まえて検討していきたい。

愛知県 小牧市 総合評価落札方式案件に低入札調査制度の導入を検討する。

愛知県 稲沢市
取り組み全般（実施予定のもの）について概ね目標を達成できている。平成25年度については総合評価落札方式の適用基準とし
ている一般競争入札の拡大をしていきたい。

愛知県 新城市
総合評価落札方式４件実施した。
入札価格調査制度の整備を検討した。

愛知県 東海市 概ね目標を達成できている。

愛知県 大府市 未実施の項目については、国、県、近隣自治体の動向をふまえて検討を進めていく。

愛知県 知多市 総合評価落札方式について、運用基準の見直しを検討したい。

愛知県 知立市
平成２０年度から総合評価落札方式を、毎年１案件実施してきました。公共工事の品質確保対策の為、平成２４年度より実施案
件を増やしていきたい。

愛知県 尾張旭市 －

愛知県 高浜市 実施予定のものについては実施でき、概ね目標を達成できた。

愛知県 岩倉市 平成25年度より、工事成績評定を実施する。

愛知県 豊明市 未実施の項目について、今後も実施検討を行う。

愛知県 日進市 総合評価適用工事を、平成23年度は8件、24年度は7件実施した。平成25年度以降についても継続的に実施していく。

愛知県 田原市 総合評価落札方式は試行導入から５年が経過したため、結果について分析を行い、本格導入に移行したい。

愛知県 愛西市 未実施の項目について、今後、実施検討を行う。

愛知県 清須市
実施予定としたものについては、概ね目標達成できたが、多くの項目については、未導入であり、引き続き実施検討していきた
い。

愛知県 北名古屋市 取り組み全般について未実施が多いので、今後実施できるように検討を行っていきたい。

愛知県 弥富市 未実施の項目について、今後も実施検討を行う。

愛知県 東郷町 －

愛知県 長久手市 建設生産システムの適正化に向けては、人員配置の問題も含め今後の改善を検討していきたい。

愛知県 豊山町 未実施の項目について、受注業者からの要望・近隣自治体の動向を踏まえ、実施検討を行う。

愛知県 大口町 施工業者の技術力向上のための具体的な方策の検討が必要

愛知県 扶桑町 －

愛知県 あま市 未実施の項目について、実施検討を行う。

愛知県 大治町 未実施の項目について、今後検討を行う。

愛知県 蟹江町 －
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愛知県 飛島村 －

愛知県 阿久比町 近隣自治体の動向を踏まえ、実施に向けて検討したい。

愛知県 東浦町 未実施項目が多数見受けられたため、平成25年度については実施するよう検討する。

愛知県 南知多町 取り組み可能なものを検討していきたい。

愛知県 美浜町 －

愛知県 武豊町 次年度以降の検討も含め、実施可能な項目は積極的に取り組んでいきたい。

愛知県 幸田町 現在取り組みが遅れているものは、他自治体や受注業者の動向を踏まえて対応していきたい。

愛知県 みよし市 －

愛知県 設楽町 予定価格の事後公表は、達成している。他については、特に取り組みしていない。

愛知県 東栄町 取り組みが可能なものから実施を検討していきたい。

愛知県 豊根村 実施可能な項目を検討していきたい。
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三重県 桑名市 実施予定なしの項目については、近隣市町の動向を参考にしながら検討していきたい。

三重県 木曽岬町 未達成となったが今後は他市町の動向を見ながら取り組んでいきたい。

三重県 いなべ市 未実施となっている項目については、今後検討していく。

三重県 東員町 未実施項目について検討する。

三重県 四日市市 目標を概ね達成できた。実施していない項目については、他市町の取組を参考に検討していきたい。

三重県 菰野町 －

三重県 朝日町 概ね達成できた。

三重県 川越町 平成24年度実施予定のものについては概ね達成できている。未実施の項目については、近隣市町の動向を踏まえて検討する。

三重県 鈴鹿市
総合評価方式については、一定の効果が認められ，現状の問題に所要の修正を加えて引き続き取り組んでいきたい。
実施予定なしとしている事柄については,他市町の取組を参考に検討していきたい。

三重県 亀山市 地域事情もあり、充分な取り組みとなっていない。

三重県 津市 概ね目標を達成できた。実施していない取組みについては、他市等の取組みを参考に研究、検討していきたい。

三重県 松阪市
取り組み全般について概ね目標を達成できた。実施予定なしとしている事柄については状況をみながら実施検討を行っていきた
い。

三重県 多気町 －

三重県 明和町 近隣他市町の状況を見ながら検討していく。

三重県 大台町 未実施の項目については、他市町の状況を見ながら検討する。

三重県 伊勢市 －

三重県 玉城町 目標どおり達成できたが、実施予定なしの項目についても検討していきたい。

三重県 大紀町 実施に向け検討を行う。

三重県 南伊勢町 平成25年度は実施について検討していく。

三重県 度会町
総合評価の導入は難しく平成23年度は実施できませんでした。24年度についても現在のところ実施は難しく、目標に関しては変
更なく1件の試行としたいところです。

三重県 鳥羽市 予定していた設計変更ガイドラインの要領作成には至らなかったため、要領案の作成を検討する。

三重県 志摩市 設計変更ガイドラインや低入札価格調査については、導入に向けての素案を作成した段階であるが、導入は今後検討する。

三重県 伊賀市 目標は達成しているが、実施予定なしの項目が多い状況である。

三重県 名張市
平成25年度において、総合評価落札方式のマニュアル改正予定。案件選定し試行予定。低入札価格調査や地域貢献の評価な
どを活用する。

三重県 尾鷲市
工事成績評定の充実と地域貢献評価の導入を検討していかなければならない。総合評価の導入については、本市の発注規模
（工事金額）から施行は難しい状況にある。

三重県 紀北町 －

三重県 熊野市 前年度と比較し特に変更点はありません。

三重県 御浜町 未実施の項目について、引き続き調査研究を行うこととしている。

三重県 紀宝町 実施できていない項目については、今後検討していきたい。
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